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論文要旨

　地震国である日本において、安全のために建築物の耐震性を確保する必要があることは、

既に共通の認識事項であると言って良い。そのような中で、平成 25 年 11 月には改正耐震

改修促進法が施行され、耐震改修計画の認定基準の緩和や、区分所有建築物で耐震改修を

実施しようとする場合の決議要件の緩和がなされるなど、既存建築物においても早急に耐

震性の向上を進めていくことが喫緊の課題となっている。

　特に分譲マンションにおいては、約 571 万戸（平成 22 年末時点）のストックのうち、

およそ 106 万戸が 1981 年以前の旧耐震基準に沿って建てられたものであると試算されて

いる 1)。そのため、住民の生命及び区分所有者の財産の保護はもとより、地域の安全性の

確保のため、早急に耐震化に取り組む必要がある。しかし、耐震改修工事を行なうための

資金の不足や、耐震改修の実施には住民の合意を形成していく必要があることなどが障壁

となり、耐震診断・耐震改修ともに進んでいないのが現状である。設計者の立場からしても、

既存建物の状態だけでなく管理組合や居住者の状況についても考慮しなければならず、耐

震改修設計時に必要となる業務が事前に想定しにくいことから、分譲マンションの耐震改

修を積極的に手掛ける設計者は少ない。

　以上のような認識から、本研究では分譲マンションの耐震改修事例において、耐震改修

計画の進行に影響を及ぼす事項を把握するとともに、改修設計者により行なわれた業務の

内容とそのフローを調査することで、業務による影響事項への対応方法を明らかにする。

そして、実務内容や実施手順が想定しにくい改修設計者の付随業務に関して全容を詳細に

整理し、分譲マンションにおいて耐震改修計画を進める際に有用な資料を作成することを

目的とする。

　本論文は６章により構成されている。

　第１章では、研究の背景と目的を示すとともに、用語の定義を行う。また、関連する既

往研究を概観し、本研究の位置付けを明確化している。

　第２章では、文献調査から分譲マンションの現状を把握した上で、耐震改修における関

係主体の関わりと、その中で改修設計者に求められる役割についてまとめた。さらに、分

譲マンションの耐震改修で改修設計者が行なう業務を、通常業務と付随業務に分類した。

　第３章では、1981 年以前の旧耐震基準で建てられた分譲マンションのうち、助成制度を

活用して耐震診断を含む耐震改修を行なった改修設計者へのヒアリング調査から、耐震改

修計画の進行に影響する６つの事項を明らかにした。また、改修設計者が実際に行なった

実務内容から、業務による影響事項への対応方法を明らかにしている。

　第４章では、付随業務が最も詳細に把握できた事例に対する改修設計者へのヒアリング

調査から、付随業務の実施プロセスを示すとともに、付随業務における合意形成支援業務

の重要性を考察している。

　第５章では、３、４章での分析結果をもとに、共通して行なわれた付随業務を抽出し、

分譲マンションの耐震改修設計時に「必ず行われる付随業務」として全容をまとめている。

「耐震改修計画への影響事項によって発生し得る付随業務」についても、影響事項別に、

その具体的な業務内容と実施手順を明らかにしている。

　第６章では全体の総括を行ない、本論文で明らかにできた事柄をまとめるとともに、研

究の成果と今後の研究課題について述べている。

　以上、本論文では分譲マンションの耐震改修計画への影響事項を明らかにし、それぞれ

の影響事項について評価方法を提示している。また、耐震改修設計時に改修設計者が行なっ

た具体的な業務内容を調査することで、分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随

業務の全容を明らかにしている。
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1-1　研究の背景

　地震国である日本において、安全のために建築物の耐震性を確保する必要があることは、

既に共通の認識事項であると言って良い。そのような中で、平成 25 年 11 月には改正耐震

改修促進法が施行されるなど、既存建築物においても早急に耐震性の向上を進めていくこ

とが喫緊の課題となっている。特に分譲マンションにおいては、約 571 万戸（平成 22 年

末時点）のストックのうち、およそ 106 万戸が昭和 56 年以前の旧耐震基準に沿って建て

られたものであると試算されている（図 1-1）。そのため、住民の生命及び区分所有者の財

産の保護はもとより、地域の安全性の確保のため、早急に耐震化に取り組む必要がある。

　しかし、耐震改修工事を行なうための資金の不足や、耐震改修の実施には住民の合意を

形成していく必要があることなどが障壁となり、耐震診断・耐震改修ともに進んでいない

のが現状である。設計者の立場からしても、既存建物の状態だけでなく管理組合や居住者

の状況についても考慮しなければならず、耐震改修設計時に必要となる業務が事前に想定

しにくいことから、分譲マンションの耐震改修を積極的に手掛ける設計者は少ない。

図１-1　分譲マンションの新規供給戸数とストック戸数 1)
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1．新規供給戸数は、建築着工統計等を基に推計した。
2．ストック戸数は、新規供給戸数の累積等を基に、各年末時点の戸数を推計した。
3．ここでいうマンションとは、中高層（３階建て以上）・分譲・共同建で、鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリートまたは
 　鉄骨造の住宅をいう。
4．マンションの居住人口は、平成22年国勢調査による１世帯当たり平均人員2.46を基に算出した。
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（
築
年
）

106.1
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1-2　研究の目的

　本研究では、分譲マンションの耐震改修事例において、耐震改修計画の進行に影響を及

ぼす事項を把握するとともに、改修設計者により行なわれた業務の内容とそのフローを調

査することで、業務による影響事項への対応方法を明らかにする。そして、実務内容や実

施手順が想定しにくい改修設計者の付随業務に関して全容を詳細に整理し、分譲マンショ

ンにおいて耐震改修計画を進める際に有用な資料を作成することを目的とする。

1-3　用語の定義

【改修設計者】

　耐震改修計画において設計業務を遂行した者。意匠設計会社、構造設計会社、コンサル

ティング会社全てを含む。

【耐震改修計画への影響事項】

　分譲マンションの耐震改修計画において、計画の進行や改修設計者の業務内容・期間に

影響を及ぼす事項。
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1-4　既往関連研究

【既往研究１】

　「旧耐震マンションの耐震診断および改修の促進に関する研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　－港区、世田谷区、新宿区、江東区に着目して－」

2011年度日本建築学会関東支部研究報告集　日本大学大学院　賀上之　根上彰生

＜研究概要＞

都内２３区を対象として平成18年に開始された耐震化支援制度について、港区、世田谷

区、新宿区、江東区における支援制度の内容の特徴及び事業実績の調査を行い、支援制

度における問題や課題を考察することで、旧耐震マンションの耐震化促進における阻害

要因を明らかにしている。

＜結論＞

第一段階である「耐震診断段階」の実績はあるものの、「耐震改修計画段階」「耐震改

修実施段階」の実績に結びついていない自治体が多い。また、耐震化促進の対策として

マンションの管理組合へのアドバイザー派遣に力を入れている自治体が多いが、ハード

面の技術者のみの派遣で、分譲マンション特有の問題である合意形成などのソフト面の

派遣は支援制度外であったり対応部署が異なる自治体もあり、体制の見直しを行う必要

がある。

【既往研究２】

　「分譲マンション管理組合の地震防災対策の現状に関する研究」

2007年度日本建築学会近畿支部研究報告集　神戸大学　大西一嘉　上田恭平

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　積水ハウス株式会社　大塚祐治

＜研究概要＞

分譲マンション管理組合を対象としたアンケート調査により、管理の実態や取り組みの

現状、実際の耐震診断・補強工事に至る要因を把握している。そこから、耐震補強に向

けた計画的対応のあり方を明らかにしている。

＜結論＞

地震安全性を担保するための必要コストを合理的に算出し長期的計画に組み込むことに

よって内部留保する手順を標準化する必要がある。また、マンションの価格形成に耐震

安全性を反映させる必要がある。耐震診断を補強工事へと結びつけるには、実際の補強

費用の目安や工法の妥当性に関する専門家による助言や具体的な情報提供が求められる。

診断結果の詳細等を管理組合に対し分かりやすく解説できる専門家の育成も重要である。
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　既往研究１では、分譲マンションでの耐震改修に関して、行政の体制や助成制度を把握

することにより研究を行なっている。既往研究２では、管理組合側の視点から分譲マンシ

ョンの耐震改修の現状を調査している。このように、分譲マンションの耐震改修において

設計者側の視点から調査を行なった研究はなく、また、合意形成のための業務やその他の

改修設計時に付随的に発生する業務に着目している研究はみられない。

　設計者の視点から集合住宅の改修における入居者の合意形成に関して論じている研究と

しては、青木茂氏による「既存建築物の再生手法に関する研究－賃貸集合住宅の「住みな

がら再生」によるリファインの事例を中心として－」が挙げられる。この研究は賃貸集合

住宅の既存入居者の問題に着目し、実際の老朽化した賃貸集合住宅再生の設計・監理を通

して「住みながら再生」によるリファイン建築の手法を明らかにしている。入居者の合意

形成に関する記述のまとめは以下の通りである。

　入居者の合意形成については、入居者に「家主サイドで勝手に決めて、それを入居者に押し付けている

」という印象を持たれないように、建物が老朽化してやむを得ない事情があること、入居者の安全や快適

さを考慮してのことであること等を解説し、入居者と意識を共有しながら進められるように考慮した。最

初に書簡を送って事情を知ってもらい、同時にアンケートを実施して入居者の意見を汲み上げた。次にそ

の結果を発表し入居者に情報を共有してもらい、家賃や転居の条件を提示して「ご意向伺い書」によって

最終的な意思を確認した。その後は個別の対応となり、工事中に数件の苦情はあったものの理解を頂き、

大きなトラブルはなく竣工に至った。賃貸集合住宅ということでスムーズに進んだところもあるが、今後

分譲集合住宅にこの手法を応用する場合は、今回の家主と入居者という関係性ではなく、管理組合と設計

者と入居者（区分所有者）となるため、そのような与条件に沿ったかたちでの修正が必要になると思われ

る。2)

　以上より、入居者が賃借人という立場である賃貸集合住宅での合意形成の手法に関する

研究はみられるが、入居者が区分所有者として専有部に対する所有権を持つ分譲マンショ

ンでの「合意形成のための業務」を含む付随業務の実態について把握した研究はされてい

ない。

第１章　序論
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1-5　論文の構成

　本研究の流れをまとめると、下図のようになる。

参考文献
1）　 国土交通省：平成 20年度「マンション総合調査」

2）　 青木茂：「既存建築物の再生手法に関する研究－賃貸集合住宅の「住みながら再生」

　　 によるリファインの事例を中心として－」終章 ,p149

図１-２　論文構成

第１章　序章
・研究の背景と目的
・研究の概要

第２章　分譲マンションの現状と
　　　　改修設計者の役割

・分譲マンションの現状
・改修設計者に求められる役割
・改修設計者の業務の分類

第 3章　計画への影響事項と
改修設計者の業務内容

・耐震改修計画への影響事項の整理
・改修設計者の業務による
影響事項への対応

第４章　実務資料にみる付随業務の実態
・付随業務のプロセス
・合意形成支援業務の実態

第５章　耐震改修における付随業務の全容
・付随業務フローマップの提示

第６章　終章
・本研究のまとめ

第１章　序論
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第2章　分譲マンションの現状と改修設計者の役割



第２章　分譲マンションの現状と改修設計者の役割

2-2　分譲マンションの現状

2-2-1　分譲マンションにおける問題

　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ストックのおよそ 22.3％

が旧耐震基準によって建てられたマンションである 1）。それらにおける管理上の課題とし

て以下の事項がある（図２−１）。

　旧耐震基準の分譲マンションでは半数以上の管理組合において「配管・給水設備の劣化」

「地震などに対する安全性への不安」が課題として認識されていることから、計画的な修

繕および改修の実施のため、マンション管理を先導する存在が必要とされている。

2-1　本章の概要

2-1-1　本章の目的

　本章では、分譲マンションの現状を把握した上で、耐震改修における関係主体の関わりと、

その中で改修設計者に求められる役割について明らかにし、分譲マンションの耐震改修で

改修設計者が行なう業務を整理することを目的とする。

2-1-2　調査手法

　
　分譲マンションの耐震性や住民に関する問題を把握するため、文献1）2）3）調査を行なってい

る。また、分譲マンションの耐震改修と大規模修繕の場合の改修設計者の役割を比較する部

分では、大規模修繕工事のコンサルタント専門会社 1 社へのヒアリング調査結果も参考とし

た。

　しかし、旧耐震基準の分譲マンションは既に築 30 年以上が経過しているため、住民の

高齢化が顕著である（図２−２）。また、区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸

されている住戸の割合も高い（図２−３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修に関して自ら主導して

進めようとする管理組合が一層減少していくことが予想される。

2-2-2　分譲マンションにおける耐震改修の現状

　旧耐震基準の分譲マンションのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実施

されたのはわずか 5.9％という現状にある 1)。耐震診断および耐震改修を実施しない理由と

しては、以下のように「費用不足」に続いて「高齢化・賃貸化による関心の低下」や「実

施方法がわからない」、「取りまとめる人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いこ

とがわかっている（図２−４）。

2-３　改修設計者に求められる役割

2-3-1　改修設計者の役割

　前項での分譲マンションの現状把握から、改修設計者が耐震改修計画において担うべき

役割を整理する。

　改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、それ

らを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場から住民の合意形成を支援

していくことが求められる。

　大規模修繕工事や設備工事においては、コンサルタント専門会社などの第三者がソフト面

の業務を担当するケースが存在する。大規模修繕のコンサルタント専門会社へのヒアリング

調査により、その概要を把握した。主な業務内容は工事費削減業務であり、数 10社のゼネコ

ン及び専門工事業者に工事項目ごとの見積もりを提出させ、工事項目ごとに業者を選定する。

その後、選定したゼネコンと専門工事業者の顔合わせを行う。また、分譲マンションでは修

繕のための費用不足が大きな課題であるため、数 10社の管理会社及びその委託業者に、管理

項目ごとの見積もりを提出させ、管理費を削っていくことで根本の費用不足から解消してい

く管理費削減業務も行っている。

　大規模修繕のような設計業務をほぼ必要としない工事においては、このような第三者の関

わりも非常に有効であると考えられるが、耐震改修工事のようなハード面での高い専門性を

必要とする分野においては、改修設計者がソフト面の業務も同時進行で行なう必要があると

思われる。そういった点を踏まえ、分譲マンションの耐震改修計画においての関係主体の

関わりを以下に示す（図２−５）。

　

　耐震診断や耐震改修設計を進める段階では、住民の合意形成に向けて理事会との連携が

求められる。また、耐震診断・補強設計・耐震工事に対する評定及び助成金取得のために

は自治体や評定機関との協議や手続きが必要となる。施工者選定に関しては情報の無い管

理組合が多いため、改修設計者が先導して行なう必要がある。

2-４　改修設計者の業務の分類

　他の関係主体との関わりとその中での改修設計者の役割を踏まえ、分譲マンションの耐

震改修において設計者が行なう業務について整理する（図２−６）。

　分譲マンションの耐震改修以外においても設計者が必ず行なう業務である「設計」「工

事監理」を通常業務とし、それ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務で

ある「耐震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随業務と定義する。

2-5　まとめ

　分譲マンションの現状として住民の高齢化と住戸の賃貸化が顕著であることから、マン

ション管理を先導する人材の減少が一層進行することが予想される。そのため、分譲マン

ションの耐震改修設計を行なう改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業

務（ハード面）のほか、それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立

場から住民の合意形成を支援していくことが求められる。

　それらの改修設計者の役割を踏まえ、改修設計者が分譲マンションの耐震改修において

行なう業務について、通常業務「設計」「工事監理」と付随業務「耐震診断」「合意形成支援」「施

工者選定」「評定・助成金取得」に分類する。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成 25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」

　

　ここでは、改修における検査済証の重要性を述べたいと思う。図 2-2 は検査済証の有無

で既存建築ストックを分類したものである。この分類に基づくと、既存建築ストックは、

　1. 現行法規の基準を満たす既存適格の建築物

　2. 建築時には適法に建てられたが、その後の法令改正や都市計画変更等によって現行

　　 法に適合しなくなった既存不適格建築物

　3. 検査済証を取得していないため適法性を未検証な建築物

　4. 法規に違反して建設された違法建築物

の 4 種類に大別できる文 3）。このうち、既存適格と既存不適格の建築物は、検査済証の保管

の有無でさらに分類ができよう。また、適法性未検証および違法な建築物は、検査済証を

未取得と考えられる。

　増改築や用途変更などの改修行為を行う際、表 2-5 に挙げた場合や改修箇所が主要構造

部の過半に満たない場合を除き、基本的には確認申請を行わなければならない。しかし、

実質的に検査済証が存在する既存適格または既存不適格の建築物でなければ申請はでき

ず、それ以外の建築物の場合は現行法における遵法性を証明する必要がある注5）。

　適法性が確認できることは、その時点での検査済証が取得されていることであり、検査

済証が取得されていない状況は、手続き違反である既存不適格建築物もしくは違法建築物

かの判別に困難が生じる。

2-3　建築関連法規制が及ぼす影響

2-3-1　法改正が及ぼす影響

　既存不適格を生じさせる直接的な原因は規制強化である。地震や災害などの事象が発端

となり、都市空間の安全水準の向上や技術の多様化促進、合理的な設計などを目的として

行われる法改正だが、それにより既存建築ストックは次々と最新の法に適合できなくなる。

ここでは、その改正事項を概観し、それらが及ぼす影響を整理する。次項以降では構造・

防火・避難規定に着目することとし、その全体像として表 2-6 に主要な法改正を示す。

（１）構造規定

　建築基準法の耐震設計の変遷を図 2-3 に示す。

　構造規定の変遷で建物を区分すると、着工が 1970 年 12 月以前の旧耐震基準建物、1971

年 1 月から 1981 年 5 月の移行期の建物、1981 年 6 月以降の新耐震基準建物に分けられる。

 

 

 

  各設計法に基づく耐震性の特徴を以下にまとめる。

　① 着工が 1970年 12月以前

　　柱のフープ筋の間隔が 30cm 以下と粗く、柱の靭性が乏しい。

　② 着工が 1971年 1月～1981年 5月

　　柱のフープ筋の間隔の規定を 15cm（梁、柱脚付近は 10cm）以下にして柱に粘りを持

　　たせた。ただし、大地震時の抵抗の程度を検討していないため、建物の骨組みの形式

　　によっては大きな被害が発生する恐れがある。

　③ 着工が 1981年 6月以降

　　動的な配慮が取り入れられ、次の二段階設計が導入された。

　　ⅰ）比較的頻度の高い中地震に対する１次設計

　　ⅱ） 極めて稀に起こる大地震（概ね震度 6強）での建物の崩壊防止を検討する２次設計

　1995 年に発生した兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）は、全半壊建物 20 数万棟とい

う被害があった。この被害建物棟数を上記の①〜③の建築年代で分類すると、①の 1971 年

以前の靭性が低い建物の被害が顕著であり（図 2-4）、この年代に建てられた建物を改修す

る場合には、せん断破壊を起こさないよう靭性補強による強化が必要である。

（２）防火・避難規定

　建築基準法における防火・避難規定の主要な改正を図 2-5 に示す。

　防火関係の仕様規定は、火災事例を教訓とした規制項目の付加などにより改正が頻繁に

行われているが、防火・避難の分野では昭和 40 年代後半の改正により、現状の法規とほ

ぼ同等の形式になった文 9）。1973 年（昭和 48 年）までは安全水準の向上を目指し、竪穴区

画の規制や内装制限の強化および避難経路の安全確保などが図られたが、それ以降ではど

ちらかというと不具合の是正や避難安全検証法に代表される性能規定化など技術の多様化

促進という傾向が強い。したがって、昭和 40 年代以前に建てられた既存建築ストックの

改修時には、防火・避難関係規定への十分な対策が必要である。

2-3-2　用途変更が及ぼす影響

　既存の建築物を構造的な変更を加えることなく、用途だけを変えて特殊建築物とするこ

とを「用途変更」という。建築基準法別表第一に掲げられている用途に供される特殊建築

物で、延床面積が 100 ㎡を超えるものに該当する場合は、用途変更の確認申請および工事

完了届の手続きが必要になるが、下表 2-7 における同じ号の類似の用途間で行われる用途

変更では、床面積に関係なく確認済証の交付を受ける必要がない注 6）。しかし、建物の機能

を刷新する目的で行われる総合的改修における用途変更では、類似の用途間で転用される

ケースは珍しく、緩和規定は用いられないことが多いといえる。

　用途変更する際に、特に考慮すべき法規定を表 2-8 に整理する。建築関連法規の規定は

建物用途によって最低基準が異なるため、法規定の最低基準が異なる用途に変更する場合

（特に変更後の水準の方が高い場合）には、建物の物理的な性能を水準まで引き上げる必

要がある。

　用途変更という行為は「建築」ではないため、建築基準法の重要な規定が適用されない。

また、用途変更では建築基準法第 7 条で規定する完了検査が義務づけられていないため、

検査済証が交付されない。しかし、既存不適格建築物の用途変更時に準用される規定があ

る注 7）（表 2-9）。この既存不適格建築物の用途変更で制限の緩和を受ける場合には、既存不

適格調書と現況の調査書、既存の図面、過去の工事履歴、新築または増築時の基準時を示

す書類、基準時以前の建築基準関係規定に適合していることを示す図書などが必要になる。

　

　

2-3-3　増改築が及ぼす影響

　既存不適格建築物に対して増築や改築を行う場合には、現行法の不遡及という扱いが無

く、原則として既存部分も現行法の適用を受ける。しかし、最新の法規制をすべて既存建

物に適用させることは物理的および経済的な支障を来し、建物の利用価値に著しい制約を

与えかねないため、改正後の法令が一部適用されないとする緩和規定が設けられている注8）。

なお、確認申請において、この遡及適用の緩和規定を活用し既存不適格部分を残す場合に

は、既存不適格調書の提出が必要となる。

　次項に遡及緩和規定の一覧を整理する（表 2-10）。

　基本型は同一用途での改修であり、構造規定を中心に同一用途間の法規への対応が課題

となる。用途変更型はそれに加え、表 2-8 に示したような用途が変わることによる法規の

確認がさらに必要となる。増築型は 2-3-3 で述べたように、増築部分の床面積による既存

遡及などが法的な対応として挙げられる。複合型では、用途変更および増築の両側面で必

要となる法対応が増えると考えられる。

　以上から、類型を行った 4 つの改修タイプの中では、基本型が最も法対応は少ないと考

えられ、複合型では留意すべき法対応は最も多く、複雑な設計プロセスが想定される。用

途変更型および増築型は、その中間に位置するといえる。

2-5　まとめ

　2 章では本研究が対象とする建築関連法規が総合的改修設計に及ぼす影響について整理

を行った。

　まず、確認申請の関連事項を概観し、検査済証の有無により既存建築ストックの分類を

図った。また、建築関連法規制が及ぼす影響として、建物の安全性を満たすために最低限

必要な構造・防火・避難規定を中心に、その法変遷を整理した。その整理に基づき、構造

規定では 1971 年以前、防火・避難規定では 1973 年以前に建設された建物では重要な性能

が既存不適格となる場合が多いため、そのような既存ストックを改修する際には留意すべ

き事項が増えることが明らかになった。

　さらに、改修特有の要素として耐震性向上・用途変更・増築という行為に着目し、既存

の改修行為の概念を踏襲することなく、総合的改修は①基本型、②用途変更型、③増築型、

④複合型の 4 タイプに分類可能であることを提示した。そして、そのタイプごとに影響の

程度を定性的に示した。

　次章以降、3 章では性能価値、4 章では法的価値の視点からこれらの影響の程度を定量

　増改築に関しては 2005 年の厳格化が大きな転換点となっており、既存部分に対して図

2-6 のような増改築の流れが定められている注 9）。増改築部分の床面積および既存部分との

連結方法により以下に示すような対応が必要である。

　① 既存部分の延べ面積が 50 ㎡以下かつ増築部分の床面積が既存部分の 1/20 の場合　　　

　　増改築部分のみ現行基準が遡及され、既存部分の遡及はされず現時点での耐震性を維

　　持することが前提となる。

　② 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 以下の場合

  　既存部分と増築部分をエキスパンションジョイント（以下、Exp.J）で分離するか否

　　かで対応は異なる。

　（a）Exp.J で分離する場合

　　既存部分は耐震診断が必要となり、その診断基準に適合させなければならない。増改

　　築部分は①と同様、現行基準が遡及される。

　（b）Exp.J で分離しない場合

　　既存部分も現行法が遡及されるため、建築物全体で構造耐力上の安全性を確認する必

　　要がある。

　③ 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 を超える場合

  　建築物全体を現行の耐震基準に適合させる必要がある。

　以下に、図 2-6 で挙げたフローの問題点を整理する。

まず、「既存部分の延べ面積 50 ㎡以下」という基準であるが、元々この 50 ㎡という数値

は住宅におけるエレベーターの設置を対象としたものであり、それ以外の方法によって増

床を計画している場合では本来の趣旨と一致しない。つまり、主眼となる所は今と昔では

異なり、エレベーター設置のために制定した法律ではなく、既存ストックの活用という社

会的命題のもと法整備をしていく必要がある。

　次に、「既存部分の床面積の 1/2 以下」という基準に関してである。2005 年 6 月 1 日に

施行された改正建築基準法以前は、特定行政庁の独断により増築部分が 1/2 を超える場合

においても EXP.J によって既存不適格部分と増改築部分を構造上切り離せば、既存部分へ

の構造的影響は殆ど無いため増築時に遡及を考える必要はなかった。ただし、この扱いは

事実上建築主事の運用上の判断となっていたため、法的には既存部分は増築時に最新の法

適合を求めていた文 10）。したがって、2005 年の法改正により、1/2 規定を例外的に設けた

ことは、表面上は「緩和」として法令に定められたが、実態としては「緩和」ではなく「規制」

処置につながった面が否めない。国交省は運用方法を明確にし、統一する意向を示したが、

設計者にとっては改正以前は増築面積に依存すること無く実現できたことを規制されたた

め、不満が残る形となっている注10）。

　また、この増改築時の緩和規定は、増築部分の面積が既存部分の 1/2 以下である場合に

適用され、この場合の既存部分とはあくまでも「既存不適格」部分であり、既存建物のす

べてを指しているわけではない。したがって、図 2-7 のような既存不適格と既存適格の建

物が混在する場合、面積が（B＋C）≦A/2 となる必要がある文 10）。しかし、広大な敷地に施

設が多数存在する総合病院などでは、増築を繰り返していくことで（既存適格＋増築）部

分の面積が A/2 を超えてしまう可能性も否定できない。ゆえに、1/2 規定には限界がある

と考えられる。

　以上から、増改築に関連する法規制は非常に複雑になっており、改修時には既存不適格

部分の構造耐力や増築部分の面積などを考慮した上での適切な判断が求められるといえよ

う。

2-4　改修タイプにおける影響

2-4-1　改修タイプ

　前項までは、建築関連法規制が改修設計に及ぼす影響を整理した。ここでは、その整理

を踏まえ、総合的改修を建築行為の視点で分類する。一般的に、改修行為はリノベーショ

ンとコンバージョンという大きな括りで捉えられる。文 4によると、

　　【リノベーション】

　　広く再生を指す英語であり、日本ではコンバージョンの対語として用途を変更しない

　　大規模な再生行為を指すことがある。

　　【コンバージョン】

　　英語の用法と同様に用いられている語。建築の用途を変更する行為を指す。「用途変更」

　　「転用」とも呼ばれる。

と説明されており、両者の関係は図 2-8 のように捉えることができる。

　しかし、既存建築物の改修は複雑化しており、耐震性向上や増改築などで資産価値の向

上を図る場合もあるため、リノベーションとコンバージョンという単純な分類だけで改修

を捉えることは十分ではない。そこで、新築には無い 3つの改修要素として、「耐震性向上」

「用途変更」「増築」に着目する。また、本研究では耐震改修の中でも建物全体の付加価値

を伴う耐震性向上を対象とするため（図 2-9）、それを踏まえると改修のタイプは図 2-10

のように分類できよう。

　以上から、耐震性向上を伴う総合的改修は、図 2-10 の塗りつぶし部分に該当する。こ

のうち、付加価値を伴う耐震性向上（①部分）を「基本型」、基本型に用途変更が加わっ

た改修（②部分）を「用途変更型」、基本型に増築が加わった改修（③部分）を「増築型」、

基本型に用途変更および増築が加わった改修（④部分）を「複合型」と定義する（表 2-11）。

なお、この分類では、確認申請上の法的な区分ではなく、その現象として用途変更や増築

を捉えている。つまり、用途変更型や増築型であっても、設計者の法解釈によって確認申

請を行わずに建物用途の変更や増床を可能にしているものも含む注11）。

　以降の章では、上記の「基本型」「用途変更型」「増築型」「複合型」という改修タイプ

に基づき分析を行うこととする。

2-4-2　改修タイプ別の法的な影響

　2-4-1 で分類した各々の改修タイプが受ける法的な影響の程度を図 2-11 に示す。　

的に検証していく。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」
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図２-１　旧耐震の分譲マンションにおける管理上の課題 2）
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2-2　分譲マンションの現状

2-2-1　分譲マンションにおける問題

　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ストックのおよそ 22.3％

が旧耐震基準によって建てられたマンションである 1）。それらにおける管理上の課題とし

て以下の事項がある（図２−１）。

　旧耐震基準の分譲マンションでは半数以上の管理組合において「配管・給水設備の劣化」

「地震などに対する安全性への不安」が課題として認識されていることから、計画的な修

繕および改修の実施のため、マンション管理を先導する存在が必要とされている。

2-1　本章の概要

2-1-1　本章の目的

　本章では、分譲マンションの現状を把握した上で、耐震改修における関係主体の関わりと、

その中で改修設計者に求められる役割について明らかにし、分譲マンションの耐震改修で

改修設計者が行なう業務を整理することを目的とする。

2-1-2　調査手法

　
　分譲マンションの耐震性や住民に関する問題を把握するため、文献1）2）3）調査を行なってい

る。また、分譲マンションの耐震改修と大規模修繕の場合の改修設計者の役割を比較する部

分では、大規模修繕工事のコンサルタント専門会社 1 社へのヒアリング調査結果も参考とし

た。

　しかし、旧耐震基準の分譲マンションは既に築 30 年以上が経過しているため、住民の

高齢化が顕著である（図２−２）。また、区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸

されている住戸の割合も高い（図２−３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修に関して自ら主導して

進めようとする管理組合が一層減少していくことが予想される。

2-2-2　分譲マンションにおける耐震改修の現状

　旧耐震基準の分譲マンションのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実施

されたのはわずか 5.9％という現状にある 1)。耐震診断および耐震改修を実施しない理由と

しては、以下のように「費用不足」に続いて「高齢化・賃貸化による関心の低下」や「実

施方法がわからない」、「取りまとめる人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いこ

とがわかっている（図２−４）。

2-３　改修設計者に求められる役割

2-3-1　改修設計者の役割

　前項での分譲マンションの現状把握から、改修設計者が耐震改修計画において担うべき

役割を整理する。

　改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、それ

らを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場から住民の合意形成を支援

していくことが求められる。

　大規模修繕工事や設備工事においては、コンサルタント専門会社などの第三者がソフト面

の業務を担当するケースが存在する。大規模修繕のコンサルタント専門会社へのヒアリング

調査により、その概要を把握した。主な業務内容は工事費削減業務であり、数 10社のゼネコ

ン及び専門工事業者に工事項目ごとの見積もりを提出させ、工事項目ごとに業者を選定する。

その後、選定したゼネコンと専門工事業者の顔合わせを行う。また、分譲マンションでは修

繕のための費用不足が大きな課題であるため、数 10社の管理会社及びその委託業者に、管理

項目ごとの見積もりを提出させ、管理費を削っていくことで根本の費用不足から解消してい

く管理費削減業務も行っている。

　大規模修繕のような設計業務をほぼ必要としない工事においては、このような第三者の関

わりも非常に有効であると考えられるが、耐震改修工事のようなハード面での高い専門性を

必要とする分野においては、改修設計者がソフト面の業務も同時進行で行なう必要があると

思われる。そういった点を踏まえ、分譲マンションの耐震改修計画においての関係主体の

関わりを以下に示す（図２−５）。

　

　耐震診断や耐震改修設計を進める段階では、住民の合意形成に向けて理事会との連携が

求められる。また、耐震診断・補強設計・耐震工事に対する評定及び助成金取得のために

は自治体や評定機関との協議や手続きが必要となる。施工者選定に関しては情報の無い管

理組合が多いため、改修設計者が先導して行なう必要がある。

2-４　改修設計者の業務の分類

　他の関係主体との関わりとその中での改修設計者の役割を踏まえ、分譲マンションの耐

震改修において設計者が行なう業務について整理する（図２−６）。

　分譲マンションの耐震改修以外においても設計者が必ず行なう業務である「設計」「工

事監理」を通常業務とし、それ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務で

ある「耐震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随業務と定義する。

2-5　まとめ

　分譲マンションの現状として住民の高齢化と住戸の賃貸化が顕著であることから、マン

ション管理を先導する人材の減少が一層進行することが予想される。そのため、分譲マン

ションの耐震改修設計を行なう改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業

務（ハード面）のほか、それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立

場から住民の合意形成を支援していくことが求められる。

　それらの改修設計者の役割を踏まえ、改修設計者が分譲マンションの耐震改修において

行なう業務について、通常業務「設計」「工事監理」と付随業務「耐震診断」「合意形成支援」「施

工者選定」「評定・助成金取得」に分類する。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成 25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」

　

　ここでは、改修における検査済証の重要性を述べたいと思う。図 2-2 は検査済証の有無

で既存建築ストックを分類したものである。この分類に基づくと、既存建築ストックは、

　1. 現行法規の基準を満たす既存適格の建築物

　2. 建築時には適法に建てられたが、その後の法令改正や都市計画変更等によって現行

　　 法に適合しなくなった既存不適格建築物

　3. 検査済証を取得していないため適法性を未検証な建築物

　4. 法規に違反して建設された違法建築物

の 4 種類に大別できる文 3）。このうち、既存適格と既存不適格の建築物は、検査済証の保管

の有無でさらに分類ができよう。また、適法性未検証および違法な建築物は、検査済証を

未取得と考えられる。

　増改築や用途変更などの改修行為を行う際、表 2-5 に挙げた場合や改修箇所が主要構造

部の過半に満たない場合を除き、基本的には確認申請を行わなければならない。しかし、

実質的に検査済証が存在する既存適格または既存不適格の建築物でなければ申請はでき

ず、それ以外の建築物の場合は現行法における遵法性を証明する必要がある注5）。

　適法性が確認できることは、その時点での検査済証が取得されていることであり、検査

済証が取得されていない状況は、手続き違反である既存不適格建築物もしくは違法建築物

かの判別に困難が生じる。

2-3　建築関連法規制が及ぼす影響

2-3-1　法改正が及ぼす影響

　既存不適格を生じさせる直接的な原因は規制強化である。地震や災害などの事象が発端

となり、都市空間の安全水準の向上や技術の多様化促進、合理的な設計などを目的として

行われる法改正だが、それにより既存建築ストックは次々と最新の法に適合できなくなる。

ここでは、その改正事項を概観し、それらが及ぼす影響を整理する。次項以降では構造・

防火・避難規定に着目することとし、その全体像として表 2-6 に主要な法改正を示す。

（１）構造規定

　建築基準法の耐震設計の変遷を図 2-3 に示す。

　構造規定の変遷で建物を区分すると、着工が 1970 年 12 月以前の旧耐震基準建物、1971

年 1 月から 1981 年 5 月の移行期の建物、1981 年 6 月以降の新耐震基準建物に分けられる。

 

 

 

  各設計法に基づく耐震性の特徴を以下にまとめる。

　① 着工が 1970年 12月以前

　　柱のフープ筋の間隔が 30cm 以下と粗く、柱の靭性が乏しい。

　② 着工が 1971年 1月～1981年 5月

　　柱のフープ筋の間隔の規定を 15cm（梁、柱脚付近は 10cm）以下にして柱に粘りを持

　　たせた。ただし、大地震時の抵抗の程度を検討していないため、建物の骨組みの形式

　　によっては大きな被害が発生する恐れがある。

　③ 着工が 1981年 6月以降

　　動的な配慮が取り入れられ、次の二段階設計が導入された。

　　ⅰ）比較的頻度の高い中地震に対する１次設計

　　ⅱ） 極めて稀に起こる大地震（概ね震度 6強）での建物の崩壊防止を検討する２次設計

　1995 年に発生した兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）は、全半壊建物 20 数万棟とい

う被害があった。この被害建物棟数を上記の①〜③の建築年代で分類すると、①の 1971 年

以前の靭性が低い建物の被害が顕著であり（図 2-4）、この年代に建てられた建物を改修す

る場合には、せん断破壊を起こさないよう靭性補強による強化が必要である。

（２）防火・避難規定

　建築基準法における防火・避難規定の主要な改正を図 2-5 に示す。

　防火関係の仕様規定は、火災事例を教訓とした規制項目の付加などにより改正が頻繁に

行われているが、防火・避難の分野では昭和 40 年代後半の改正により、現状の法規とほ

ぼ同等の形式になった文 9）。1973 年（昭和 48 年）までは安全水準の向上を目指し、竪穴区

画の規制や内装制限の強化および避難経路の安全確保などが図られたが、それ以降ではど

ちらかというと不具合の是正や避難安全検証法に代表される性能規定化など技術の多様化

促進という傾向が強い。したがって、昭和 40 年代以前に建てられた既存建築ストックの

改修時には、防火・避難関係規定への十分な対策が必要である。

2-3-2　用途変更が及ぼす影響

　既存の建築物を構造的な変更を加えることなく、用途だけを変えて特殊建築物とするこ

とを「用途変更」という。建築基準法別表第一に掲げられている用途に供される特殊建築

物で、延床面積が 100 ㎡を超えるものに該当する場合は、用途変更の確認申請および工事

完了届の手続きが必要になるが、下表 2-7 における同じ号の類似の用途間で行われる用途

変更では、床面積に関係なく確認済証の交付を受ける必要がない注 6）。しかし、建物の機能

を刷新する目的で行われる総合的改修における用途変更では、類似の用途間で転用される

ケースは珍しく、緩和規定は用いられないことが多いといえる。

　用途変更する際に、特に考慮すべき法規定を表 2-8 に整理する。建築関連法規の規定は

建物用途によって最低基準が異なるため、法規定の最低基準が異なる用途に変更する場合

（特に変更後の水準の方が高い場合）には、建物の物理的な性能を水準まで引き上げる必

要がある。

　用途変更という行為は「建築」ではないため、建築基準法の重要な規定が適用されない。

また、用途変更では建築基準法第 7 条で規定する完了検査が義務づけられていないため、

検査済証が交付されない。しかし、既存不適格建築物の用途変更時に準用される規定があ

る注 7）（表 2-9）。この既存不適格建築物の用途変更で制限の緩和を受ける場合には、既存不

適格調書と現況の調査書、既存の図面、過去の工事履歴、新築または増築時の基準時を示

す書類、基準時以前の建築基準関係規定に適合していることを示す図書などが必要になる。

　

　

2-3-3　増改築が及ぼす影響

　既存不適格建築物に対して増築や改築を行う場合には、現行法の不遡及という扱いが無

く、原則として既存部分も現行法の適用を受ける。しかし、最新の法規制をすべて既存建

物に適用させることは物理的および経済的な支障を来し、建物の利用価値に著しい制約を

与えかねないため、改正後の法令が一部適用されないとする緩和規定が設けられている注8）。

なお、確認申請において、この遡及適用の緩和規定を活用し既存不適格部分を残す場合に

は、既存不適格調書の提出が必要となる。

　次項に遡及緩和規定の一覧を整理する（表 2-10）。

　基本型は同一用途での改修であり、構造規定を中心に同一用途間の法規への対応が課題

となる。用途変更型はそれに加え、表 2-8 に示したような用途が変わることによる法規の

確認がさらに必要となる。増築型は 2-3-3 で述べたように、増築部分の床面積による既存

遡及などが法的な対応として挙げられる。複合型では、用途変更および増築の両側面で必

要となる法対応が増えると考えられる。

　以上から、類型を行った 4 つの改修タイプの中では、基本型が最も法対応は少ないと考

えられ、複合型では留意すべき法対応は最も多く、複雑な設計プロセスが想定される。用

途変更型および増築型は、その中間に位置するといえる。

2-5　まとめ

　2 章では本研究が対象とする建築関連法規が総合的改修設計に及ぼす影響について整理

を行った。

　まず、確認申請の関連事項を概観し、検査済証の有無により既存建築ストックの分類を

図った。また、建築関連法規制が及ぼす影響として、建物の安全性を満たすために最低限

必要な構造・防火・避難規定を中心に、その法変遷を整理した。その整理に基づき、構造

規定では 1971 年以前、防火・避難規定では 1973 年以前に建設された建物では重要な性能

が既存不適格となる場合が多いため、そのような既存ストックを改修する際には留意すべ

き事項が増えることが明らかになった。

　さらに、改修特有の要素として耐震性向上・用途変更・増築という行為に着目し、既存

の改修行為の概念を踏襲することなく、総合的改修は①基本型、②用途変更型、③増築型、

④複合型の 4 タイプに分類可能であることを提示した。そして、そのタイプごとに影響の

程度を定性的に示した。

　次章以降、3 章では性能価値、4 章では法的価値の視点からこれらの影響の程度を定量

　増改築に関しては 2005 年の厳格化が大きな転換点となっており、既存部分に対して図

2-6 のような増改築の流れが定められている注 9）。増改築部分の床面積および既存部分との

連結方法により以下に示すような対応が必要である。

　① 既存部分の延べ面積が 50 ㎡以下かつ増築部分の床面積が既存部分の 1/20 の場合　　　

　　増改築部分のみ現行基準が遡及され、既存部分の遡及はされず現時点での耐震性を維

　　持することが前提となる。

　② 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 以下の場合

  　既存部分と増築部分をエキスパンションジョイント（以下、Exp.J）で分離するか否

　　かで対応は異なる。

　（a）Exp.J で分離する場合

　　既存部分は耐震診断が必要となり、その診断基準に適合させなければならない。増改

　　築部分は①と同様、現行基準が遡及される。

　（b）Exp.J で分離しない場合

　　既存部分も現行法が遡及されるため、建築物全体で構造耐力上の安全性を確認する必

　　要がある。

　③ 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 を超える場合

  　建築物全体を現行の耐震基準に適合させる必要がある。

　以下に、図 2-6 で挙げたフローの問題点を整理する。

まず、「既存部分の延べ面積 50 ㎡以下」という基準であるが、元々この 50 ㎡という数値

は住宅におけるエレベーターの設置を対象としたものであり、それ以外の方法によって増

床を計画している場合では本来の趣旨と一致しない。つまり、主眼となる所は今と昔では

異なり、エレベーター設置のために制定した法律ではなく、既存ストックの活用という社

会的命題のもと法整備をしていく必要がある。

　次に、「既存部分の床面積の 1/2 以下」という基準に関してである。2005 年 6 月 1 日に

施行された改正建築基準法以前は、特定行政庁の独断により増築部分が 1/2 を超える場合

においても EXP.J によって既存不適格部分と増改築部分を構造上切り離せば、既存部分へ

の構造的影響は殆ど無いため増築時に遡及を考える必要はなかった。ただし、この扱いは

事実上建築主事の運用上の判断となっていたため、法的には既存部分は増築時に最新の法

適合を求めていた文 10）。したがって、2005 年の法改正により、1/2 規定を例外的に設けた

ことは、表面上は「緩和」として法令に定められたが、実態としては「緩和」ではなく「規制」

処置につながった面が否めない。国交省は運用方法を明確にし、統一する意向を示したが、

設計者にとっては改正以前は増築面積に依存すること無く実現できたことを規制されたた

め、不満が残る形となっている注10）。

　また、この増改築時の緩和規定は、増築部分の面積が既存部分の 1/2 以下である場合に

適用され、この場合の既存部分とはあくまでも「既存不適格」部分であり、既存建物のす

べてを指しているわけではない。したがって、図 2-7 のような既存不適格と既存適格の建

物が混在する場合、面積が（B＋C）≦A/2 となる必要がある文 10）。しかし、広大な敷地に施

設が多数存在する総合病院などでは、増築を繰り返していくことで（既存適格＋増築）部

分の面積が A/2 を超えてしまう可能性も否定できない。ゆえに、1/2 規定には限界がある

と考えられる。

　以上から、増改築に関連する法規制は非常に複雑になっており、改修時には既存不適格

部分の構造耐力や増築部分の面積などを考慮した上での適切な判断が求められるといえよ

う。

2-4　改修タイプにおける影響

2-4-1　改修タイプ

　前項までは、建築関連法規制が改修設計に及ぼす影響を整理した。ここでは、その整理

を踏まえ、総合的改修を建築行為の視点で分類する。一般的に、改修行為はリノベーショ

ンとコンバージョンという大きな括りで捉えられる。文 4によると、

　　【リノベーション】

　　広く再生を指す英語であり、日本ではコンバージョンの対語として用途を変更しない

　　大規模な再生行為を指すことがある。

　　【コンバージョン】

　　英語の用法と同様に用いられている語。建築の用途を変更する行為を指す。「用途変更」

　　「転用」とも呼ばれる。

と説明されており、両者の関係は図 2-8 のように捉えることができる。

　しかし、既存建築物の改修は複雑化しており、耐震性向上や増改築などで資産価値の向

上を図る場合もあるため、リノベーションとコンバージョンという単純な分類だけで改修

を捉えることは十分ではない。そこで、新築には無い 3つの改修要素として、「耐震性向上」

「用途変更」「増築」に着目する。また、本研究では耐震改修の中でも建物全体の付加価値

を伴う耐震性向上を対象とするため（図 2-9）、それを踏まえると改修のタイプは図 2-10

のように分類できよう。

　以上から、耐震性向上を伴う総合的改修は、図 2-10 の塗りつぶし部分に該当する。こ

のうち、付加価値を伴う耐震性向上（①部分）を「基本型」、基本型に用途変更が加わっ

た改修（②部分）を「用途変更型」、基本型に増築が加わった改修（③部分）を「増築型」、

基本型に用途変更および増築が加わった改修（④部分）を「複合型」と定義する（表 2-11）。

なお、この分類では、確認申請上の法的な区分ではなく、その現象として用途変更や増築

を捉えている。つまり、用途変更型や増築型であっても、設計者の法解釈によって確認申

請を行わずに建物用途の変更や増床を可能にしているものも含む注11）。

　以降の章では、上記の「基本型」「用途変更型」「増築型」「複合型」という改修タイプ

に基づき分析を行うこととする。

2-4-2　改修タイプ別の法的な影響

　2-4-1 で分類した各々の改修タイプが受ける法的な影響の程度を図 2-11 に示す。　

的に検証していく。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」
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図２-２　築年別にみる分譲マンション
　　　　　　　　における 60歳以上のみ世帯の割合 3）

図２-３　築年別にみる分譲マンション
　　　　　　　　の賃貸化率 3）
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2-2　分譲マンションの現状

2-2-1　分譲マンションにおける問題

　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ストックのおよそ 22.3％

が旧耐震基準によって建てられたマンションである 1）。それらにおける管理上の課題とし

て以下の事項がある（図２−１）。

　旧耐震基準の分譲マンションでは半数以上の管理組合において「配管・給水設備の劣化」

「地震などに対する安全性への不安」が課題として認識されていることから、計画的な修

繕および改修の実施のため、マンション管理を先導する存在が必要とされている。

2-1　本章の概要

2-1-1　本章の目的

　本章では、分譲マンションの現状を把握した上で、耐震改修における関係主体の関わりと、

その中で改修設計者に求められる役割について明らかにし、分譲マンションの耐震改修で

改修設計者が行なう業務を整理することを目的とする。

2-1-2　調査手法

　
　分譲マンションの耐震性や住民に関する問題を把握するため、文献1）2）3）調査を行なってい

る。また、分譲マンションの耐震改修と大規模修繕の場合の改修設計者の役割を比較する部

分では、大規模修繕工事のコンサルタント専門会社 1 社へのヒアリング調査結果も参考とし

た。

　しかし、旧耐震基準の分譲マンションは既に築 30 年以上が経過しているため、住民の

高齢化が顕著である（図２−２）。また、区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸

されている住戸の割合も高い（図２−３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修に関して自ら主導して

進めようとする管理組合が一層減少していくことが予想される。

2-2-2　分譲マンションにおける耐震改修の現状

　旧耐震基準の分譲マンションのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実施

されたのはわずか 5.9％という現状にある 1)。耐震診断および耐震改修を実施しない理由と

しては、以下のように「費用不足」に続いて「高齢化・賃貸化による関心の低下」や「実

施方法がわからない」、「取りまとめる人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いこ

とがわかっている（図２−４）。

2-３　改修設計者に求められる役割

2-3-1　改修設計者の役割

　前項での分譲マンションの現状把握から、改修設計者が耐震改修計画において担うべき

役割を整理する。

　改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、それ

らを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場から住民の合意形成を支援

していくことが求められる。

　大規模修繕工事や設備工事においては、コンサルタント専門会社などの第三者がソフト面

の業務を担当するケースが存在する。大規模修繕のコンサルタント専門会社へのヒアリング

調査により、その概要を把握した。主な業務内容は工事費削減業務であり、数 10社のゼネコ

ン及び専門工事業者に工事項目ごとの見積もりを提出させ、工事項目ごとに業者を選定する。

その後、選定したゼネコンと専門工事業者の顔合わせを行う。また、分譲マンションでは修

繕のための費用不足が大きな課題であるため、数 10社の管理会社及びその委託業者に、管理

項目ごとの見積もりを提出させ、管理費を削っていくことで根本の費用不足から解消してい

く管理費削減業務も行っている。

　大規模修繕のような設計業務をほぼ必要としない工事においては、このような第三者の関

わりも非常に有効であると考えられるが、耐震改修工事のようなハード面での高い専門性を

必要とする分野においては、改修設計者がソフト面の業務も同時進行で行なう必要があると

思われる。そういった点を踏まえ、分譲マンションの耐震改修計画においての関係主体の

関わりを以下に示す（図２−５）。

　

　耐震診断や耐震改修設計を進める段階では、住民の合意形成に向けて理事会との連携が

求められる。また、耐震診断・補強設計・耐震工事に対する評定及び助成金取得のために

は自治体や評定機関との協議や手続きが必要となる。施工者選定に関しては情報の無い管

理組合が多いため、改修設計者が先導して行なう必要がある。

2-４　改修設計者の業務の分類

　他の関係主体との関わりとその中での改修設計者の役割を踏まえ、分譲マンションの耐

震改修において設計者が行なう業務について整理する（図２−６）。

　分譲マンションの耐震改修以外においても設計者が必ず行なう業務である「設計」「工

事監理」を通常業務とし、それ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務で

ある「耐震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随業務と定義する。

2-5　まとめ

　分譲マンションの現状として住民の高齢化と住戸の賃貸化が顕著であることから、マン

ション管理を先導する人材の減少が一層進行することが予想される。そのため、分譲マン

ションの耐震改修設計を行なう改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業

務（ハード面）のほか、それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立

場から住民の合意形成を支援していくことが求められる。

　それらの改修設計者の役割を踏まえ、改修設計者が分譲マンションの耐震改修において

行なう業務について、通常業務「設計」「工事監理」と付随業務「耐震診断」「合意形成支援」「施

工者選定」「評定・助成金取得」に分類する。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成 25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」

　

　ここでは、改修における検査済証の重要性を述べたいと思う。図 2-2 は検査済証の有無

で既存建築ストックを分類したものである。この分類に基づくと、既存建築ストックは、

　1. 現行法規の基準を満たす既存適格の建築物

　2. 建築時には適法に建てられたが、その後の法令改正や都市計画変更等によって現行

　　 法に適合しなくなった既存不適格建築物

　3. 検査済証を取得していないため適法性を未検証な建築物

　4. 法規に違反して建設された違法建築物

の 4 種類に大別できる文 3）。このうち、既存適格と既存不適格の建築物は、検査済証の保管

の有無でさらに分類ができよう。また、適法性未検証および違法な建築物は、検査済証を

未取得と考えられる。

　増改築や用途変更などの改修行為を行う際、表 2-5 に挙げた場合や改修箇所が主要構造

部の過半に満たない場合を除き、基本的には確認申請を行わなければならない。しかし、

実質的に検査済証が存在する既存適格または既存不適格の建築物でなければ申請はでき

ず、それ以外の建築物の場合は現行法における遵法性を証明する必要がある注5）。

　適法性が確認できることは、その時点での検査済証が取得されていることであり、検査

済証が取得されていない状況は、手続き違反である既存不適格建築物もしくは違法建築物

かの判別に困難が生じる。

2-3　建築関連法規制が及ぼす影響

2-3-1　法改正が及ぼす影響

　既存不適格を生じさせる直接的な原因は規制強化である。地震や災害などの事象が発端

となり、都市空間の安全水準の向上や技術の多様化促進、合理的な設計などを目的として

行われる法改正だが、それにより既存建築ストックは次々と最新の法に適合できなくなる。

ここでは、その改正事項を概観し、それらが及ぼす影響を整理する。次項以降では構造・

防火・避難規定に着目することとし、その全体像として表 2-6 に主要な法改正を示す。

（１）構造規定

　建築基準法の耐震設計の変遷を図 2-3 に示す。

　構造規定の変遷で建物を区分すると、着工が 1970 年 12 月以前の旧耐震基準建物、1971

年 1 月から 1981 年 5 月の移行期の建物、1981 年 6 月以降の新耐震基準建物に分けられる。

 

 

 

  各設計法に基づく耐震性の特徴を以下にまとめる。

　① 着工が 1970年 12月以前

　　柱のフープ筋の間隔が 30cm 以下と粗く、柱の靭性が乏しい。

　② 着工が 1971年 1月～1981年 5月

　　柱のフープ筋の間隔の規定を 15cm（梁、柱脚付近は 10cm）以下にして柱に粘りを持

　　たせた。ただし、大地震時の抵抗の程度を検討していないため、建物の骨組みの形式

　　によっては大きな被害が発生する恐れがある。

　③ 着工が 1981年 6月以降

　　動的な配慮が取り入れられ、次の二段階設計が導入された。

　　ⅰ）比較的頻度の高い中地震に対する１次設計

　　ⅱ） 極めて稀に起こる大地震（概ね震度 6強）での建物の崩壊防止を検討する２次設計

　1995 年に発生した兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）は、全半壊建物 20 数万棟とい

う被害があった。この被害建物棟数を上記の①〜③の建築年代で分類すると、①の 1971 年

以前の靭性が低い建物の被害が顕著であり（図 2-4）、この年代に建てられた建物を改修す

る場合には、せん断破壊を起こさないよう靭性補強による強化が必要である。

（２）防火・避難規定

　建築基準法における防火・避難規定の主要な改正を図 2-5 に示す。

　防火関係の仕様規定は、火災事例を教訓とした規制項目の付加などにより改正が頻繁に

行われているが、防火・避難の分野では昭和 40 年代後半の改正により、現状の法規とほ

ぼ同等の形式になった文 9）。1973 年（昭和 48 年）までは安全水準の向上を目指し、竪穴区

画の規制や内装制限の強化および避難経路の安全確保などが図られたが、それ以降ではど

ちらかというと不具合の是正や避難安全検証法に代表される性能規定化など技術の多様化

促進という傾向が強い。したがって、昭和 40 年代以前に建てられた既存建築ストックの

改修時には、防火・避難関係規定への十分な対策が必要である。

2-3-2　用途変更が及ぼす影響

　既存の建築物を構造的な変更を加えることなく、用途だけを変えて特殊建築物とするこ

とを「用途変更」という。建築基準法別表第一に掲げられている用途に供される特殊建築

物で、延床面積が 100 ㎡を超えるものに該当する場合は、用途変更の確認申請および工事

完了届の手続きが必要になるが、下表 2-7 における同じ号の類似の用途間で行われる用途

変更では、床面積に関係なく確認済証の交付を受ける必要がない注 6）。しかし、建物の機能

を刷新する目的で行われる総合的改修における用途変更では、類似の用途間で転用される

ケースは珍しく、緩和規定は用いられないことが多いといえる。

　用途変更する際に、特に考慮すべき法規定を表 2-8 に整理する。建築関連法規の規定は

建物用途によって最低基準が異なるため、法規定の最低基準が異なる用途に変更する場合

（特に変更後の水準の方が高い場合）には、建物の物理的な性能を水準まで引き上げる必

要がある。

　用途変更という行為は「建築」ではないため、建築基準法の重要な規定が適用されない。

また、用途変更では建築基準法第 7 条で規定する完了検査が義務づけられていないため、

検査済証が交付されない。しかし、既存不適格建築物の用途変更時に準用される規定があ

る注 7）（表 2-9）。この既存不適格建築物の用途変更で制限の緩和を受ける場合には、既存不

適格調書と現況の調査書、既存の図面、過去の工事履歴、新築または増築時の基準時を示

す書類、基準時以前の建築基準関係規定に適合していることを示す図書などが必要になる。

　

　

2-3-3　増改築が及ぼす影響

　既存不適格建築物に対して増築や改築を行う場合には、現行法の不遡及という扱いが無

く、原則として既存部分も現行法の適用を受ける。しかし、最新の法規制をすべて既存建

物に適用させることは物理的および経済的な支障を来し、建物の利用価値に著しい制約を

与えかねないため、改正後の法令が一部適用されないとする緩和規定が設けられている注8）。

なお、確認申請において、この遡及適用の緩和規定を活用し既存不適格部分を残す場合に

は、既存不適格調書の提出が必要となる。

　次項に遡及緩和規定の一覧を整理する（表 2-10）。

　基本型は同一用途での改修であり、構造規定を中心に同一用途間の法規への対応が課題

となる。用途変更型はそれに加え、表 2-8 に示したような用途が変わることによる法規の

確認がさらに必要となる。増築型は 2-3-3 で述べたように、増築部分の床面積による既存

遡及などが法的な対応として挙げられる。複合型では、用途変更および増築の両側面で必

要となる法対応が増えると考えられる。

　以上から、類型を行った 4 つの改修タイプの中では、基本型が最も法対応は少ないと考

えられ、複合型では留意すべき法対応は最も多く、複雑な設計プロセスが想定される。用

途変更型および増築型は、その中間に位置するといえる。

2-5　まとめ

　2 章では本研究が対象とする建築関連法規が総合的改修設計に及ぼす影響について整理

を行った。

　まず、確認申請の関連事項を概観し、検査済証の有無により既存建築ストックの分類を

図った。また、建築関連法規制が及ぼす影響として、建物の安全性を満たすために最低限

必要な構造・防火・避難規定を中心に、その法変遷を整理した。その整理に基づき、構造

規定では 1971 年以前、防火・避難規定では 1973 年以前に建設された建物では重要な性能

が既存不適格となる場合が多いため、そのような既存ストックを改修する際には留意すべ

き事項が増えることが明らかになった。

　さらに、改修特有の要素として耐震性向上・用途変更・増築という行為に着目し、既存

の改修行為の概念を踏襲することなく、総合的改修は①基本型、②用途変更型、③増築型、

④複合型の 4 タイプに分類可能であることを提示した。そして、そのタイプごとに影響の

程度を定性的に示した。

　次章以降、3 章では性能価値、4 章では法的価値の視点からこれらの影響の程度を定量

　増改築に関しては 2005 年の厳格化が大きな転換点となっており、既存部分に対して図

2-6 のような増改築の流れが定められている注 9）。増改築部分の床面積および既存部分との

連結方法により以下に示すような対応が必要である。

　① 既存部分の延べ面積が 50 ㎡以下かつ増築部分の床面積が既存部分の 1/20 の場合　　　

　　増改築部分のみ現行基準が遡及され、既存部分の遡及はされず現時点での耐震性を維

　　持することが前提となる。

　② 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 以下の場合

  　既存部分と増築部分をエキスパンションジョイント（以下、Exp.J）で分離するか否

　　かで対応は異なる。

　（a）Exp.J で分離する場合

　　既存部分は耐震診断が必要となり、その診断基準に適合させなければならない。増改

　　築部分は①と同様、現行基準が遡及される。

　（b）Exp.J で分離しない場合

　　既存部分も現行法が遡及されるため、建築物全体で構造耐力上の安全性を確認する必

　　要がある。

　③ 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 を超える場合

  　建築物全体を現行の耐震基準に適合させる必要がある。

　以下に、図 2-6 で挙げたフローの問題点を整理する。

まず、「既存部分の延べ面積 50 ㎡以下」という基準であるが、元々この 50 ㎡という数値

は住宅におけるエレベーターの設置を対象としたものであり、それ以外の方法によって増

床を計画している場合では本来の趣旨と一致しない。つまり、主眼となる所は今と昔では

異なり、エレベーター設置のために制定した法律ではなく、既存ストックの活用という社

会的命題のもと法整備をしていく必要がある。

　次に、「既存部分の床面積の 1/2 以下」という基準に関してである。2005 年 6 月 1 日に

施行された改正建築基準法以前は、特定行政庁の独断により増築部分が 1/2 を超える場合

においても EXP.J によって既存不適格部分と増改築部分を構造上切り離せば、既存部分へ

の構造的影響は殆ど無いため増築時に遡及を考える必要はなかった。ただし、この扱いは

事実上建築主事の運用上の判断となっていたため、法的には既存部分は増築時に最新の法

適合を求めていた文 10）。したがって、2005 年の法改正により、1/2 規定を例外的に設けた

ことは、表面上は「緩和」として法令に定められたが、実態としては「緩和」ではなく「規制」

処置につながった面が否めない。国交省は運用方法を明確にし、統一する意向を示したが、

設計者にとっては改正以前は増築面積に依存すること無く実現できたことを規制されたた

め、不満が残る形となっている注10）。

　また、この増改築時の緩和規定は、増築部分の面積が既存部分の 1/2 以下である場合に

適用され、この場合の既存部分とはあくまでも「既存不適格」部分であり、既存建物のす

べてを指しているわけではない。したがって、図 2-7 のような既存不適格と既存適格の建

物が混在する場合、面積が（B＋C）≦A/2 となる必要がある文 10）。しかし、広大な敷地に施

設が多数存在する総合病院などでは、増築を繰り返していくことで（既存適格＋増築）部

分の面積が A/2 を超えてしまう可能性も否定できない。ゆえに、1/2 規定には限界がある

と考えられる。

　以上から、増改築に関連する法規制は非常に複雑になっており、改修時には既存不適格

部分の構造耐力や増築部分の面積などを考慮した上での適切な判断が求められるといえよ

う。

2-4　改修タイプにおける影響

2-4-1　改修タイプ

　前項までは、建築関連法規制が改修設計に及ぼす影響を整理した。ここでは、その整理

を踏まえ、総合的改修を建築行為の視点で分類する。一般的に、改修行為はリノベーショ

ンとコンバージョンという大きな括りで捉えられる。文 4によると、

　　【リノベーション】

　　広く再生を指す英語であり、日本ではコンバージョンの対語として用途を変更しない

　　大規模な再生行為を指すことがある。

　　【コンバージョン】

　　英語の用法と同様に用いられている語。建築の用途を変更する行為を指す。「用途変更」

　　「転用」とも呼ばれる。

と説明されており、両者の関係は図 2-8 のように捉えることができる。

　しかし、既存建築物の改修は複雑化しており、耐震性向上や増改築などで資産価値の向

上を図る場合もあるため、リノベーションとコンバージョンという単純な分類だけで改修

を捉えることは十分ではない。そこで、新築には無い 3つの改修要素として、「耐震性向上」

「用途変更」「増築」に着目する。また、本研究では耐震改修の中でも建物全体の付加価値

を伴う耐震性向上を対象とするため（図 2-9）、それを踏まえると改修のタイプは図 2-10

のように分類できよう。

　以上から、耐震性向上を伴う総合的改修は、図 2-10 の塗りつぶし部分に該当する。こ

のうち、付加価値を伴う耐震性向上（①部分）を「基本型」、基本型に用途変更が加わっ

た改修（②部分）を「用途変更型」、基本型に増築が加わった改修（③部分）を「増築型」、

基本型に用途変更および増築が加わった改修（④部分）を「複合型」と定義する（表 2-11）。

なお、この分類では、確認申請上の法的な区分ではなく、その現象として用途変更や増築

を捉えている。つまり、用途変更型や増築型であっても、設計者の法解釈によって確認申

請を行わずに建物用途の変更や増床を可能にしているものも含む注11）。

　以降の章では、上記の「基本型」「用途変更型」「増築型」「複合型」という改修タイプ

に基づき分析を行うこととする。

2-4-2　改修タイプ別の法的な影響

　2-4-1 で分類した各々の改修タイプが受ける法的な影響の程度を図 2-11 に示す。　

的に検証していく。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」
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図２-４　分譲マンションの耐震診断を実施しない理由 1)
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対象：管理組合、N=981

2-2　分譲マンションの現状

2-2-1　分譲マンションにおける問題

　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ストックのおよそ 22.3％

が旧耐震基準によって建てられたマンションである 1）。それらにおける管理上の課題とし

て以下の事項がある（図２−１）。

　旧耐震基準の分譲マンションでは半数以上の管理組合において「配管・給水設備の劣化」

「地震などに対する安全性への不安」が課題として認識されていることから、計画的な修

繕および改修の実施のため、マンション管理を先導する存在が必要とされている。

2-1　本章の概要

2-1-1　本章の目的

　本章では、分譲マンションの現状を把握した上で、耐震改修における関係主体の関わりと、

その中で改修設計者に求められる役割について明らかにし、分譲マンションの耐震改修で

改修設計者が行なう業務を整理することを目的とする。

2-1-2　調査手法

　
　分譲マンションの耐震性や住民に関する問題を把握するため、文献1）2）3）調査を行なってい

る。また、分譲マンションの耐震改修と大規模修繕の場合の改修設計者の役割を比較する部

分では、大規模修繕工事のコンサルタント専門会社 1 社へのヒアリング調査結果も参考とし

た。

　しかし、旧耐震基準の分譲マンションは既に築 30 年以上が経過しているため、住民の

高齢化が顕著である（図２−２）。また、区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸

されている住戸の割合も高い（図２−３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修に関して自ら主導して

進めようとする管理組合が一層減少していくことが予想される。

2-2-2　分譲マンションにおける耐震改修の現状

　旧耐震基準の分譲マンションのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実施

されたのはわずか 5.9％という現状にある 1)。耐震診断および耐震改修を実施しない理由と

しては、以下のように「費用不足」に続いて「高齢化・賃貸化による関心の低下」や「実

施方法がわからない」、「取りまとめる人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いこ

とがわかっている（図２−４）。

2-３　改修設計者に求められる役割

2-3-1　改修設計者の役割

　前項での分譲マンションの現状把握から、改修設計者が耐震改修計画において担うべき

役割を整理する。

　改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、それ

らを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場から住民の合意形成を支援

していくことが求められる。

　大規模修繕工事や設備工事においては、コンサルタント専門会社などの第三者がソフト面

の業務を担当するケースが存在する。大規模修繕のコンサルタント専門会社へのヒアリング

調査により、その概要を把握した。主な業務内容は工事費削減業務であり、数 10社のゼネコ

ン及び専門工事業者に工事項目ごとの見積もりを提出させ、工事項目ごとに業者を選定する。

その後、選定したゼネコンと専門工事業者の顔合わせを行う。また、分譲マンションでは修

繕のための費用不足が大きな課題であるため、数 10社の管理会社及びその委託業者に、管理

項目ごとの見積もりを提出させ、管理費を削っていくことで根本の費用不足から解消してい

く管理費削減業務も行っている。

　大規模修繕のような設計業務をほぼ必要としない工事においては、このような第三者の関

わりも非常に有効であると考えられるが、耐震改修工事のようなハード面での高い専門性を

必要とする分野においては、改修設計者がソフト面の業務も同時進行で行なう必要があると

思われる。そういった点を踏まえ、分譲マンションの耐震改修計画においての関係主体の

関わりを以下に示す（図２−５）。

　

　耐震診断や耐震改修設計を進める段階では、住民の合意形成に向けて理事会との連携が

求められる。また、耐震診断・補強設計・耐震工事に対する評定及び助成金取得のために

は自治体や評定機関との協議や手続きが必要となる。施工者選定に関しては情報の無い管

理組合が多いため、改修設計者が先導して行なう必要がある。

2-４　改修設計者の業務の分類

　他の関係主体との関わりとその中での改修設計者の役割を踏まえ、分譲マンションの耐

震改修において設計者が行なう業務について整理する（図２−６）。

　分譲マンションの耐震改修以外においても設計者が必ず行なう業務である「設計」「工

事監理」を通常業務とし、それ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務で

ある「耐震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随業務と定義する。

2-5　まとめ

　分譲マンションの現状として住民の高齢化と住戸の賃貸化が顕著であることから、マン

ション管理を先導する人材の減少が一層進行することが予想される。そのため、分譲マン

ションの耐震改修設計を行なう改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業

務（ハード面）のほか、それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立

場から住民の合意形成を支援していくことが求められる。

　それらの改修設計者の役割を踏まえ、改修設計者が分譲マンションの耐震改修において

行なう業務について、通常業務「設計」「工事監理」と付随業務「耐震診断」「合意形成支援」「施

工者選定」「評定・助成金取得」に分類する。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成 25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」

　

　ここでは、改修における検査済証の重要性を述べたいと思う。図 2-2 は検査済証の有無

で既存建築ストックを分類したものである。この分類に基づくと、既存建築ストックは、

　1. 現行法規の基準を満たす既存適格の建築物

　2. 建築時には適法に建てられたが、その後の法令改正や都市計画変更等によって現行

　　 法に適合しなくなった既存不適格建築物

　3. 検査済証を取得していないため適法性を未検証な建築物

　4. 法規に違反して建設された違法建築物

の 4 種類に大別できる文 3）。このうち、既存適格と既存不適格の建築物は、検査済証の保管

の有無でさらに分類ができよう。また、適法性未検証および違法な建築物は、検査済証を

未取得と考えられる。

　増改築や用途変更などの改修行為を行う際、表 2-5 に挙げた場合や改修箇所が主要構造

部の過半に満たない場合を除き、基本的には確認申請を行わなければならない。しかし、

実質的に検査済証が存在する既存適格または既存不適格の建築物でなければ申請はでき

ず、それ以外の建築物の場合は現行法における遵法性を証明する必要がある注5）。

　適法性が確認できることは、その時点での検査済証が取得されていることであり、検査

済証が取得されていない状況は、手続き違反である既存不適格建築物もしくは違法建築物

かの判別に困難が生じる。

2-3　建築関連法規制が及ぼす影響

2-3-1　法改正が及ぼす影響

　既存不適格を生じさせる直接的な原因は規制強化である。地震や災害などの事象が発端

となり、都市空間の安全水準の向上や技術の多様化促進、合理的な設計などを目的として

行われる法改正だが、それにより既存建築ストックは次々と最新の法に適合できなくなる。

ここでは、その改正事項を概観し、それらが及ぼす影響を整理する。次項以降では構造・

防火・避難規定に着目することとし、その全体像として表 2-6 に主要な法改正を示す。

（１）構造規定

　建築基準法の耐震設計の変遷を図 2-3 に示す。

　構造規定の変遷で建物を区分すると、着工が 1970 年 12 月以前の旧耐震基準建物、1971

年 1 月から 1981 年 5 月の移行期の建物、1981 年 6 月以降の新耐震基準建物に分けられる。

 

 

 

  各設計法に基づく耐震性の特徴を以下にまとめる。

　① 着工が 1970年 12月以前

　　柱のフープ筋の間隔が 30cm 以下と粗く、柱の靭性が乏しい。

　② 着工が 1971年 1月～1981年 5月

　　柱のフープ筋の間隔の規定を 15cm（梁、柱脚付近は 10cm）以下にして柱に粘りを持

　　たせた。ただし、大地震時の抵抗の程度を検討していないため、建物の骨組みの形式

　　によっては大きな被害が発生する恐れがある。

　③ 着工が 1981年 6月以降

　　動的な配慮が取り入れられ、次の二段階設計が導入された。

　　ⅰ）比較的頻度の高い中地震に対する１次設計

　　ⅱ） 極めて稀に起こる大地震（概ね震度 6強）での建物の崩壊防止を検討する２次設計

　1995 年に発生した兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）は、全半壊建物 20 数万棟とい

う被害があった。この被害建物棟数を上記の①〜③の建築年代で分類すると、①の 1971 年

以前の靭性が低い建物の被害が顕著であり（図 2-4）、この年代に建てられた建物を改修す

る場合には、せん断破壊を起こさないよう靭性補強による強化が必要である。

（２）防火・避難規定

　建築基準法における防火・避難規定の主要な改正を図 2-5 に示す。

　防火関係の仕様規定は、火災事例を教訓とした規制項目の付加などにより改正が頻繁に

行われているが、防火・避難の分野では昭和 40 年代後半の改正により、現状の法規とほ

ぼ同等の形式になった文 9）。1973 年（昭和 48 年）までは安全水準の向上を目指し、竪穴区

画の規制や内装制限の強化および避難経路の安全確保などが図られたが、それ以降ではど

ちらかというと不具合の是正や避難安全検証法に代表される性能規定化など技術の多様化

促進という傾向が強い。したがって、昭和 40 年代以前に建てられた既存建築ストックの

改修時には、防火・避難関係規定への十分な対策が必要である。

2-3-2　用途変更が及ぼす影響

　既存の建築物を構造的な変更を加えることなく、用途だけを変えて特殊建築物とするこ

とを「用途変更」という。建築基準法別表第一に掲げられている用途に供される特殊建築

物で、延床面積が 100 ㎡を超えるものに該当する場合は、用途変更の確認申請および工事

完了届の手続きが必要になるが、下表 2-7 における同じ号の類似の用途間で行われる用途

変更では、床面積に関係なく確認済証の交付を受ける必要がない注 6）。しかし、建物の機能

を刷新する目的で行われる総合的改修における用途変更では、類似の用途間で転用される

ケースは珍しく、緩和規定は用いられないことが多いといえる。

　用途変更する際に、特に考慮すべき法規定を表 2-8 に整理する。建築関連法規の規定は

建物用途によって最低基準が異なるため、法規定の最低基準が異なる用途に変更する場合

（特に変更後の水準の方が高い場合）には、建物の物理的な性能を水準まで引き上げる必

要がある。

　用途変更という行為は「建築」ではないため、建築基準法の重要な規定が適用されない。

また、用途変更では建築基準法第 7 条で規定する完了検査が義務づけられていないため、

検査済証が交付されない。しかし、既存不適格建築物の用途変更時に準用される規定があ

る注 7）（表 2-9）。この既存不適格建築物の用途変更で制限の緩和を受ける場合には、既存不

適格調書と現況の調査書、既存の図面、過去の工事履歴、新築または増築時の基準時を示

す書類、基準時以前の建築基準関係規定に適合していることを示す図書などが必要になる。

　

　

2-3-3　増改築が及ぼす影響

　既存不適格建築物に対して増築や改築を行う場合には、現行法の不遡及という扱いが無

く、原則として既存部分も現行法の適用を受ける。しかし、最新の法規制をすべて既存建

物に適用させることは物理的および経済的な支障を来し、建物の利用価値に著しい制約を

与えかねないため、改正後の法令が一部適用されないとする緩和規定が設けられている注8）。

なお、確認申請において、この遡及適用の緩和規定を活用し既存不適格部分を残す場合に

は、既存不適格調書の提出が必要となる。

　次項に遡及緩和規定の一覧を整理する（表 2-10）。

　基本型は同一用途での改修であり、構造規定を中心に同一用途間の法規への対応が課題

となる。用途変更型はそれに加え、表 2-8 に示したような用途が変わることによる法規の

確認がさらに必要となる。増築型は 2-3-3 で述べたように、増築部分の床面積による既存

遡及などが法的な対応として挙げられる。複合型では、用途変更および増築の両側面で必

要となる法対応が増えると考えられる。

　以上から、類型を行った 4 つの改修タイプの中では、基本型が最も法対応は少ないと考

えられ、複合型では留意すべき法対応は最も多く、複雑な設計プロセスが想定される。用

途変更型および増築型は、その中間に位置するといえる。

2-5　まとめ

　2 章では本研究が対象とする建築関連法規が総合的改修設計に及ぼす影響について整理

を行った。

　まず、確認申請の関連事項を概観し、検査済証の有無により既存建築ストックの分類を

図った。また、建築関連法規制が及ぼす影響として、建物の安全性を満たすために最低限

必要な構造・防火・避難規定を中心に、その法変遷を整理した。その整理に基づき、構造

規定では 1971 年以前、防火・避難規定では 1973 年以前に建設された建物では重要な性能

が既存不適格となる場合が多いため、そのような既存ストックを改修する際には留意すべ

き事項が増えることが明らかになった。

　さらに、改修特有の要素として耐震性向上・用途変更・増築という行為に着目し、既存

の改修行為の概念を踏襲することなく、総合的改修は①基本型、②用途変更型、③増築型、

④複合型の 4 タイプに分類可能であることを提示した。そして、そのタイプごとに影響の

程度を定性的に示した。

　次章以降、3 章では性能価値、4 章では法的価値の視点からこれらの影響の程度を定量

　増改築に関しては 2005 年の厳格化が大きな転換点となっており、既存部分に対して図

2-6 のような増改築の流れが定められている注 9）。増改築部分の床面積および既存部分との

連結方法により以下に示すような対応が必要である。

　① 既存部分の延べ面積が 50 ㎡以下かつ増築部分の床面積が既存部分の 1/20 の場合　　　

　　増改築部分のみ現行基準が遡及され、既存部分の遡及はされず現時点での耐震性を維

　　持することが前提となる。

　② 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 以下の場合

  　既存部分と増築部分をエキスパンションジョイント（以下、Exp.J）で分離するか否

　　かで対応は異なる。

　（a）Exp.J で分離する場合

　　既存部分は耐震診断が必要となり、その診断基準に適合させなければならない。増改

　　築部分は①と同様、現行基準が遡及される。

　（b）Exp.J で分離しない場合

　　既存部分も現行法が遡及されるため、建築物全体で構造耐力上の安全性を確認する必

　　要がある。

　③ 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 を超える場合

  　建築物全体を現行の耐震基準に適合させる必要がある。

　以下に、図 2-6 で挙げたフローの問題点を整理する。

まず、「既存部分の延べ面積 50 ㎡以下」という基準であるが、元々この 50 ㎡という数値

は住宅におけるエレベーターの設置を対象としたものであり、それ以外の方法によって増

床を計画している場合では本来の趣旨と一致しない。つまり、主眼となる所は今と昔では

異なり、エレベーター設置のために制定した法律ではなく、既存ストックの活用という社

会的命題のもと法整備をしていく必要がある。

　次に、「既存部分の床面積の 1/2 以下」という基準に関してである。2005 年 6 月 1 日に

施行された改正建築基準法以前は、特定行政庁の独断により増築部分が 1/2 を超える場合

においても EXP.J によって既存不適格部分と増改築部分を構造上切り離せば、既存部分へ

の構造的影響は殆ど無いため増築時に遡及を考える必要はなかった。ただし、この扱いは

事実上建築主事の運用上の判断となっていたため、法的には既存部分は増築時に最新の法

適合を求めていた文 10）。したがって、2005 年の法改正により、1/2 規定を例外的に設けた

ことは、表面上は「緩和」として法令に定められたが、実態としては「緩和」ではなく「規制」

処置につながった面が否めない。国交省は運用方法を明確にし、統一する意向を示したが、

設計者にとっては改正以前は増築面積に依存すること無く実現できたことを規制されたた

め、不満が残る形となっている注10）。

　また、この増改築時の緩和規定は、増築部分の面積が既存部分の 1/2 以下である場合に

適用され、この場合の既存部分とはあくまでも「既存不適格」部分であり、既存建物のす

べてを指しているわけではない。したがって、図 2-7 のような既存不適格と既存適格の建

物が混在する場合、面積が（B＋C）≦A/2 となる必要がある文 10）。しかし、広大な敷地に施

設が多数存在する総合病院などでは、増築を繰り返していくことで（既存適格＋増築）部

分の面積が A/2 を超えてしまう可能性も否定できない。ゆえに、1/2 規定には限界がある

と考えられる。

　以上から、増改築に関連する法規制は非常に複雑になっており、改修時には既存不適格

部分の構造耐力や増築部分の面積などを考慮した上での適切な判断が求められるといえよ

う。

2-4　改修タイプにおける影響

2-4-1　改修タイプ

　前項までは、建築関連法規制が改修設計に及ぼす影響を整理した。ここでは、その整理

を踏まえ、総合的改修を建築行為の視点で分類する。一般的に、改修行為はリノベーショ

ンとコンバージョンという大きな括りで捉えられる。文 4によると、

　　【リノベーション】

　　広く再生を指す英語であり、日本ではコンバージョンの対語として用途を変更しない

　　大規模な再生行為を指すことがある。

　　【コンバージョン】

　　英語の用法と同様に用いられている語。建築の用途を変更する行為を指す。「用途変更」

　　「転用」とも呼ばれる。

と説明されており、両者の関係は図 2-8 のように捉えることができる。

　しかし、既存建築物の改修は複雑化しており、耐震性向上や増改築などで資産価値の向

上を図る場合もあるため、リノベーションとコンバージョンという単純な分類だけで改修

を捉えることは十分ではない。そこで、新築には無い 3つの改修要素として、「耐震性向上」

「用途変更」「増築」に着目する。また、本研究では耐震改修の中でも建物全体の付加価値

を伴う耐震性向上を対象とするため（図 2-9）、それを踏まえると改修のタイプは図 2-10

のように分類できよう。

　以上から、耐震性向上を伴う総合的改修は、図 2-10 の塗りつぶし部分に該当する。こ

のうち、付加価値を伴う耐震性向上（①部分）を「基本型」、基本型に用途変更が加わっ

た改修（②部分）を「用途変更型」、基本型に増築が加わった改修（③部分）を「増築型」、

基本型に用途変更および増築が加わった改修（④部分）を「複合型」と定義する（表 2-11）。

なお、この分類では、確認申請上の法的な区分ではなく、その現象として用途変更や増築

を捉えている。つまり、用途変更型や増築型であっても、設計者の法解釈によって確認申

請を行わずに建物用途の変更や増床を可能にしているものも含む注11）。

　以降の章では、上記の「基本型」「用途変更型」「増築型」「複合型」という改修タイプ

に基づき分析を行うこととする。

2-4-2　改修タイプ別の法的な影響

　2-4-1 で分類した各々の改修タイプが受ける法的な影響の程度を図 2-11 に示す。　

的に検証していく。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」
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図２-５　耐震改修計画における関係主体の関わり
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2-2　分譲マンションの現状

2-2-1　分譲マンションにおける問題

　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ストックのおよそ 22.3％

が旧耐震基準によって建てられたマンションである 1）。それらにおける管理上の課題とし

て以下の事項がある（図２−１）。

　旧耐震基準の分譲マンションでは半数以上の管理組合において「配管・給水設備の劣化」

「地震などに対する安全性への不安」が課題として認識されていることから、計画的な修

繕および改修の実施のため、マンション管理を先導する存在が必要とされている。

2-1　本章の概要

2-1-1　本章の目的

　本章では、分譲マンションの現状を把握した上で、耐震改修における関係主体の関わりと、

その中で改修設計者に求められる役割について明らかにし、分譲マンションの耐震改修で

改修設計者が行なう業務を整理することを目的とする。

2-1-2　調査手法

　
　分譲マンションの耐震性や住民に関する問題を把握するため、文献1）2）3）調査を行なってい

る。また、分譲マンションの耐震改修と大規模修繕の場合の改修設計者の役割を比較する部

分では、大規模修繕工事のコンサルタント専門会社 1 社へのヒアリング調査結果も参考とし

た。

　しかし、旧耐震基準の分譲マンションは既に築 30 年以上が経過しているため、住民の

高齢化が顕著である（図２−２）。また、区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸

されている住戸の割合も高い（図２−３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修に関して自ら主導して

進めようとする管理組合が一層減少していくことが予想される。

2-2-2　分譲マンションにおける耐震改修の現状

　旧耐震基準の分譲マンションのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実施

されたのはわずか 5.9％という現状にある 1)。耐震診断および耐震改修を実施しない理由と

しては、以下のように「費用不足」に続いて「高齢化・賃貸化による関心の低下」や「実

施方法がわからない」、「取りまとめる人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いこ

とがわかっている（図２−４）。

2-３　改修設計者に求められる役割

2-3-1　改修設計者の役割

　前項での分譲マンションの現状把握から、改修設計者が耐震改修計画において担うべき

役割を整理する。

　改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、それ

らを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場から住民の合意形成を支援

していくことが求められる。

　大規模修繕工事や設備工事においては、コンサルタント専門会社などの第三者がソフト面

の業務を担当するケースが存在する。大規模修繕のコンサルタント専門会社へのヒアリング

調査により、その概要を把握した。主な業務内容は工事費削減業務であり、数 10社のゼネコ

ン及び専門工事業者に工事項目ごとの見積もりを提出させ、工事項目ごとに業者を選定する。

その後、選定したゼネコンと専門工事業者の顔合わせを行う。また、分譲マンションでは修

繕のための費用不足が大きな課題であるため、数 10社の管理会社及びその委託業者に、管理

項目ごとの見積もりを提出させ、管理費を削っていくことで根本の費用不足から解消してい

く管理費削減業務も行っている。

　大規模修繕のような設計業務をほぼ必要としない工事においては、このような第三者の関

わりも非常に有効であると考えられるが、耐震改修工事のようなハード面での高い専門性を

必要とする分野においては、改修設計者がソフト面の業務も同時進行で行なう必要があると

思われる。そういった点を踏まえ、分譲マンションの耐震改修計画においての関係主体の

関わりを以下に示す（図２−５）。

　

　耐震診断や耐震改修設計を進める段階では、住民の合意形成に向けて理事会との連携が

求められる。また、耐震診断・補強設計・耐震工事に対する評定及び助成金取得のために

は自治体や評定機関との協議や手続きが必要となる。施工者選定に関しては情報の無い管

理組合が多いため、改修設計者が先導して行なう必要がある。

2-４　改修設計者の業務の分類

　他の関係主体との関わりとその中での改修設計者の役割を踏まえ、分譲マンションの耐

震改修において設計者が行なう業務について整理する（図２−６）。

　分譲マンションの耐震改修以外においても設計者が必ず行なう業務である「設計」「工

事監理」を通常業務とし、それ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務で

ある「耐震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随業務と定義する。

2-5　まとめ

　分譲マンションの現状として住民の高齢化と住戸の賃貸化が顕著であることから、マン

ション管理を先導する人材の減少が一層進行することが予想される。そのため、分譲マン

ションの耐震改修設計を行なう改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業

務（ハード面）のほか、それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立

場から住民の合意形成を支援していくことが求められる。

　それらの改修設計者の役割を踏まえ、改修設計者が分譲マンションの耐震改修において

行なう業務について、通常業務「設計」「工事監理」と付随業務「耐震診断」「合意形成支援」「施

工者選定」「評定・助成金取得」に分類する。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成 25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」

　

　ここでは、改修における検査済証の重要性を述べたいと思う。図 2-2 は検査済証の有無

で既存建築ストックを分類したものである。この分類に基づくと、既存建築ストックは、

　1. 現行法規の基準を満たす既存適格の建築物

　2. 建築時には適法に建てられたが、その後の法令改正や都市計画変更等によって現行

　　 法に適合しなくなった既存不適格建築物

　3. 検査済証を取得していないため適法性を未検証な建築物

　4. 法規に違反して建設された違法建築物

の 4 種類に大別できる文 3）。このうち、既存適格と既存不適格の建築物は、検査済証の保管

の有無でさらに分類ができよう。また、適法性未検証および違法な建築物は、検査済証を

未取得と考えられる。

　増改築や用途変更などの改修行為を行う際、表 2-5 に挙げた場合や改修箇所が主要構造

部の過半に満たない場合を除き、基本的には確認申請を行わなければならない。しかし、

実質的に検査済証が存在する既存適格または既存不適格の建築物でなければ申請はでき

ず、それ以外の建築物の場合は現行法における遵法性を証明する必要がある注5）。

　適法性が確認できることは、その時点での検査済証が取得されていることであり、検査

済証が取得されていない状況は、手続き違反である既存不適格建築物もしくは違法建築物

かの判別に困難が生じる。

2-3　建築関連法規制が及ぼす影響

2-3-1　法改正が及ぼす影響

　既存不適格を生じさせる直接的な原因は規制強化である。地震や災害などの事象が発端

となり、都市空間の安全水準の向上や技術の多様化促進、合理的な設計などを目的として

行われる法改正だが、それにより既存建築ストックは次々と最新の法に適合できなくなる。

ここでは、その改正事項を概観し、それらが及ぼす影響を整理する。次項以降では構造・

防火・避難規定に着目することとし、その全体像として表 2-6 に主要な法改正を示す。

（１）構造規定

　建築基準法の耐震設計の変遷を図 2-3 に示す。

　構造規定の変遷で建物を区分すると、着工が 1970 年 12 月以前の旧耐震基準建物、1971

年 1 月から 1981 年 5 月の移行期の建物、1981 年 6 月以降の新耐震基準建物に分けられる。

 

 

 

  各設計法に基づく耐震性の特徴を以下にまとめる。

　① 着工が 1970年 12月以前

　　柱のフープ筋の間隔が 30cm 以下と粗く、柱の靭性が乏しい。

　② 着工が 1971年 1月～1981年 5月

　　柱のフープ筋の間隔の規定を 15cm（梁、柱脚付近は 10cm）以下にして柱に粘りを持

　　たせた。ただし、大地震時の抵抗の程度を検討していないため、建物の骨組みの形式

　　によっては大きな被害が発生する恐れがある。

　③ 着工が 1981年 6月以降

　　動的な配慮が取り入れられ、次の二段階設計が導入された。

　　ⅰ）比較的頻度の高い中地震に対する１次設計

　　ⅱ） 極めて稀に起こる大地震（概ね震度 6強）での建物の崩壊防止を検討する２次設計

　1995 年に発生した兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）は、全半壊建物 20 数万棟とい

う被害があった。この被害建物棟数を上記の①〜③の建築年代で分類すると、①の 1971 年

以前の靭性が低い建物の被害が顕著であり（図 2-4）、この年代に建てられた建物を改修す

る場合には、せん断破壊を起こさないよう靭性補強による強化が必要である。

（２）防火・避難規定

　建築基準法における防火・避難規定の主要な改正を図 2-5 に示す。

　防火関係の仕様規定は、火災事例を教訓とした規制項目の付加などにより改正が頻繁に

行われているが、防火・避難の分野では昭和 40 年代後半の改正により、現状の法規とほ

ぼ同等の形式になった文 9）。1973 年（昭和 48 年）までは安全水準の向上を目指し、竪穴区

画の規制や内装制限の強化および避難経路の安全確保などが図られたが、それ以降ではど

ちらかというと不具合の是正や避難安全検証法に代表される性能規定化など技術の多様化

促進という傾向が強い。したがって、昭和 40 年代以前に建てられた既存建築ストックの

改修時には、防火・避難関係規定への十分な対策が必要である。

2-3-2　用途変更が及ぼす影響

　既存の建築物を構造的な変更を加えることなく、用途だけを変えて特殊建築物とするこ

とを「用途変更」という。建築基準法別表第一に掲げられている用途に供される特殊建築

物で、延床面積が 100 ㎡を超えるものに該当する場合は、用途変更の確認申請および工事

完了届の手続きが必要になるが、下表 2-7 における同じ号の類似の用途間で行われる用途

変更では、床面積に関係なく確認済証の交付を受ける必要がない注 6）。しかし、建物の機能

を刷新する目的で行われる総合的改修における用途変更では、類似の用途間で転用される

ケースは珍しく、緩和規定は用いられないことが多いといえる。

　用途変更する際に、特に考慮すべき法規定を表 2-8 に整理する。建築関連法規の規定は

建物用途によって最低基準が異なるため、法規定の最低基準が異なる用途に変更する場合

（特に変更後の水準の方が高い場合）には、建物の物理的な性能を水準まで引き上げる必

要がある。

　用途変更という行為は「建築」ではないため、建築基準法の重要な規定が適用されない。

また、用途変更では建築基準法第 7 条で規定する完了検査が義務づけられていないため、

検査済証が交付されない。しかし、既存不適格建築物の用途変更時に準用される規定があ

る注 7）（表 2-9）。この既存不適格建築物の用途変更で制限の緩和を受ける場合には、既存不

適格調書と現況の調査書、既存の図面、過去の工事履歴、新築または増築時の基準時を示

す書類、基準時以前の建築基準関係規定に適合していることを示す図書などが必要になる。

　

　

2-3-3　増改築が及ぼす影響

　既存不適格建築物に対して増築や改築を行う場合には、現行法の不遡及という扱いが無

く、原則として既存部分も現行法の適用を受ける。しかし、最新の法規制をすべて既存建

物に適用させることは物理的および経済的な支障を来し、建物の利用価値に著しい制約を

与えかねないため、改正後の法令が一部適用されないとする緩和規定が設けられている注8）。

なお、確認申請において、この遡及適用の緩和規定を活用し既存不適格部分を残す場合に

は、既存不適格調書の提出が必要となる。

　次項に遡及緩和規定の一覧を整理する（表 2-10）。

　基本型は同一用途での改修であり、構造規定を中心に同一用途間の法規への対応が課題

となる。用途変更型はそれに加え、表 2-8 に示したような用途が変わることによる法規の

確認がさらに必要となる。増築型は 2-3-3 で述べたように、増築部分の床面積による既存

遡及などが法的な対応として挙げられる。複合型では、用途変更および増築の両側面で必

要となる法対応が増えると考えられる。

　以上から、類型を行った 4 つの改修タイプの中では、基本型が最も法対応は少ないと考

えられ、複合型では留意すべき法対応は最も多く、複雑な設計プロセスが想定される。用

途変更型および増築型は、その中間に位置するといえる。

2-5　まとめ

　2 章では本研究が対象とする建築関連法規が総合的改修設計に及ぼす影響について整理

を行った。

　まず、確認申請の関連事項を概観し、検査済証の有無により既存建築ストックの分類を

図った。また、建築関連法規制が及ぼす影響として、建物の安全性を満たすために最低限

必要な構造・防火・避難規定を中心に、その法変遷を整理した。その整理に基づき、構造

規定では 1971 年以前、防火・避難規定では 1973 年以前に建設された建物では重要な性能

が既存不適格となる場合が多いため、そのような既存ストックを改修する際には留意すべ

き事項が増えることが明らかになった。

　さらに、改修特有の要素として耐震性向上・用途変更・増築という行為に着目し、既存

の改修行為の概念を踏襲することなく、総合的改修は①基本型、②用途変更型、③増築型、

④複合型の 4 タイプに分類可能であることを提示した。そして、そのタイプごとに影響の

程度を定性的に示した。

　次章以降、3 章では性能価値、4 章では法的価値の視点からこれらの影響の程度を定量

　増改築に関しては 2005 年の厳格化が大きな転換点となっており、既存部分に対して図

2-6 のような増改築の流れが定められている注 9）。増改築部分の床面積および既存部分との

連結方法により以下に示すような対応が必要である。

　① 既存部分の延べ面積が 50 ㎡以下かつ増築部分の床面積が既存部分の 1/20 の場合　　　

　　増改築部分のみ現行基準が遡及され、既存部分の遡及はされず現時点での耐震性を維

　　持することが前提となる。

　② 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 以下の場合

  　既存部分と増築部分をエキスパンションジョイント（以下、Exp.J）で分離するか否

　　かで対応は異なる。

　（a）Exp.J で分離する場合

　　既存部分は耐震診断が必要となり、その診断基準に適合させなければならない。増改

　　築部分は①と同様、現行基準が遡及される。

　（b）Exp.J で分離しない場合

　　既存部分も現行法が遡及されるため、建築物全体で構造耐力上の安全性を確認する必

　　要がある。

　③ 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 を超える場合

  　建築物全体を現行の耐震基準に適合させる必要がある。

　以下に、図 2-6 で挙げたフローの問題点を整理する。

まず、「既存部分の延べ面積 50 ㎡以下」という基準であるが、元々この 50 ㎡という数値

は住宅におけるエレベーターの設置を対象としたものであり、それ以外の方法によって増

床を計画している場合では本来の趣旨と一致しない。つまり、主眼となる所は今と昔では

異なり、エレベーター設置のために制定した法律ではなく、既存ストックの活用という社

会的命題のもと法整備をしていく必要がある。

　次に、「既存部分の床面積の 1/2 以下」という基準に関してである。2005 年 6 月 1 日に

施行された改正建築基準法以前は、特定行政庁の独断により増築部分が 1/2 を超える場合

においても EXP.J によって既存不適格部分と増改築部分を構造上切り離せば、既存部分へ

の構造的影響は殆ど無いため増築時に遡及を考える必要はなかった。ただし、この扱いは

事実上建築主事の運用上の判断となっていたため、法的には既存部分は増築時に最新の法

適合を求めていた文 10）。したがって、2005 年の法改正により、1/2 規定を例外的に設けた

ことは、表面上は「緩和」として法令に定められたが、実態としては「緩和」ではなく「規制」

処置につながった面が否めない。国交省は運用方法を明確にし、統一する意向を示したが、

設計者にとっては改正以前は増築面積に依存すること無く実現できたことを規制されたた

め、不満が残る形となっている注10）。

　また、この増改築時の緩和規定は、増築部分の面積が既存部分の 1/2 以下である場合に

適用され、この場合の既存部分とはあくまでも「既存不適格」部分であり、既存建物のす

べてを指しているわけではない。したがって、図 2-7 のような既存不適格と既存適格の建

物が混在する場合、面積が（B＋C）≦A/2 となる必要がある文 10）。しかし、広大な敷地に施

設が多数存在する総合病院などでは、増築を繰り返していくことで（既存適格＋増築）部

分の面積が A/2 を超えてしまう可能性も否定できない。ゆえに、1/2 規定には限界がある

と考えられる。

　以上から、増改築に関連する法規制は非常に複雑になっており、改修時には既存不適格

部分の構造耐力や増築部分の面積などを考慮した上での適切な判断が求められるといえよ

う。

2-4　改修タイプにおける影響

2-4-1　改修タイプ

　前項までは、建築関連法規制が改修設計に及ぼす影響を整理した。ここでは、その整理

を踏まえ、総合的改修を建築行為の視点で分類する。一般的に、改修行為はリノベーショ

ンとコンバージョンという大きな括りで捉えられる。文 4によると、

　　【リノベーション】

　　広く再生を指す英語であり、日本ではコンバージョンの対語として用途を変更しない

　　大規模な再生行為を指すことがある。

　　【コンバージョン】

　　英語の用法と同様に用いられている語。建築の用途を変更する行為を指す。「用途変更」

　　「転用」とも呼ばれる。

と説明されており、両者の関係は図 2-8 のように捉えることができる。

　しかし、既存建築物の改修は複雑化しており、耐震性向上や増改築などで資産価値の向

上を図る場合もあるため、リノベーションとコンバージョンという単純な分類だけで改修

を捉えることは十分ではない。そこで、新築には無い 3つの改修要素として、「耐震性向上」

「用途変更」「増築」に着目する。また、本研究では耐震改修の中でも建物全体の付加価値

を伴う耐震性向上を対象とするため（図 2-9）、それを踏まえると改修のタイプは図 2-10

のように分類できよう。

　以上から、耐震性向上を伴う総合的改修は、図 2-10 の塗りつぶし部分に該当する。こ

のうち、付加価値を伴う耐震性向上（①部分）を「基本型」、基本型に用途変更が加わっ

た改修（②部分）を「用途変更型」、基本型に増築が加わった改修（③部分）を「増築型」、

基本型に用途変更および増築が加わった改修（④部分）を「複合型」と定義する（表 2-11）。

なお、この分類では、確認申請上の法的な区分ではなく、その現象として用途変更や増築

を捉えている。つまり、用途変更型や増築型であっても、設計者の法解釈によって確認申

請を行わずに建物用途の変更や増床を可能にしているものも含む注11）。

　以降の章では、上記の「基本型」「用途変更型」「増築型」「複合型」という改修タイプ

に基づき分析を行うこととする。

2-4-2　改修タイプ別の法的な影響

　2-4-1 で分類した各々の改修タイプが受ける法的な影響の程度を図 2-11 に示す。　

的に検証していく。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」
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図２-６　分譲マンションの耐震改修計画で設計者が行なう業務の分類
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2-2　分譲マンションの現状

2-2-1　分譲マンションにおける問題

　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ストックのおよそ 22.3％

が旧耐震基準によって建てられたマンションである 1）。それらにおける管理上の課題とし

て以下の事項がある（図２−１）。

　旧耐震基準の分譲マンションでは半数以上の管理組合において「配管・給水設備の劣化」

「地震などに対する安全性への不安」が課題として認識されていることから、計画的な修

繕および改修の実施のため、マンション管理を先導する存在が必要とされている。

2-1　本章の概要

2-1-1　本章の目的

　本章では、分譲マンションの現状を把握した上で、耐震改修における関係主体の関わりと、

その中で改修設計者に求められる役割について明らかにし、分譲マンションの耐震改修で

改修設計者が行なう業務を整理することを目的とする。

2-1-2　調査手法

　
　分譲マンションの耐震性や住民に関する問題を把握するため、文献1）2）3）調査を行なってい

る。また、分譲マンションの耐震改修と大規模修繕の場合の改修設計者の役割を比較する部

分では、大規模修繕工事のコンサルタント専門会社 1 社へのヒアリング調査結果も参考とし

た。

　しかし、旧耐震基準の分譲マンションは既に築 30 年以上が経過しているため、住民の

高齢化が顕著である（図２−２）。また、区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸

されている住戸の割合も高い（図２−３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修に関して自ら主導して

進めようとする管理組合が一層減少していくことが予想される。

2-2-2　分譲マンションにおける耐震改修の現状

　旧耐震基準の分譲マンションのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実施

されたのはわずか 5.9％という現状にある 1)。耐震診断および耐震改修を実施しない理由と

しては、以下のように「費用不足」に続いて「高齢化・賃貸化による関心の低下」や「実

施方法がわからない」、「取りまとめる人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いこ

とがわかっている（図２−４）。

2-３　改修設計者に求められる役割

2-3-1　改修設計者の役割

　前項での分譲マンションの現状把握から、改修設計者が耐震改修計画において担うべき

役割を整理する。

　改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、それ

らを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場から住民の合意形成を支援

していくことが求められる。

　大規模修繕工事や設備工事においては、コンサルタント専門会社などの第三者がソフト面

の業務を担当するケースが存在する。大規模修繕のコンサルタント専門会社へのヒアリング

調査により、その概要を把握した。主な業務内容は工事費削減業務であり、数 10社のゼネコ

ン及び専門工事業者に工事項目ごとの見積もりを提出させ、工事項目ごとに業者を選定する。

その後、選定したゼネコンと専門工事業者の顔合わせを行う。また、分譲マンションでは修

繕のための費用不足が大きな課題であるため、数 10社の管理会社及びその委託業者に、管理

項目ごとの見積もりを提出させ、管理費を削っていくことで根本の費用不足から解消してい

く管理費削減業務も行っている。

　大規模修繕のような設計業務をほぼ必要としない工事においては、このような第三者の関

わりも非常に有効であると考えられるが、耐震改修工事のようなハード面での高い専門性を

必要とする分野においては、改修設計者がソフト面の業務も同時進行で行なう必要があると

思われる。そういった点を踏まえ、分譲マンションの耐震改修計画においての関係主体の

関わりを以下に示す（図２−５）。

　

　耐震診断や耐震改修設計を進める段階では、住民の合意形成に向けて理事会との連携が

求められる。また、耐震診断・補強設計・耐震工事に対する評定及び助成金取得のために

は自治体や評定機関との協議や手続きが必要となる。施工者選定に関しては情報の無い管

理組合が多いため、改修設計者が先導して行なう必要がある。

2-４　改修設計者の業務の分類

　他の関係主体との関わりとその中での改修設計者の役割を踏まえ、分譲マンションの耐

震改修において設計者が行なう業務について整理する（図２−６）。

　分譲マンションの耐震改修以外においても設計者が必ず行なう業務である「設計」「工

事監理」を通常業務とし、それ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務で

ある「耐震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随業務と定義する。

2-5　まとめ

　分譲マンションの現状として住民の高齢化と住戸の賃貸化が顕著であることから、マン

ション管理を先導する人材の減少が一層進行することが予想される。そのため、分譲マン

ションの耐震改修設計を行なう改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業

務（ハード面）のほか、それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立

場から住民の合意形成を支援していくことが求められる。

　それらの改修設計者の役割を踏まえ、改修設計者が分譲マンションの耐震改修において

行なう業務について、通常業務「設計」「工事監理」と付随業務「耐震診断」「合意形成支援」「施

工者選定」「評定・助成金取得」に分類する。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成 25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」

　

　ここでは、改修における検査済証の重要性を述べたいと思う。図 2-2 は検査済証の有無

で既存建築ストックを分類したものである。この分類に基づくと、既存建築ストックは、

　1. 現行法規の基準を満たす既存適格の建築物

　2. 建築時には適法に建てられたが、その後の法令改正や都市計画変更等によって現行

　　 法に適合しなくなった既存不適格建築物

　3. 検査済証を取得していないため適法性を未検証な建築物

　4. 法規に違反して建設された違法建築物

の 4 種類に大別できる文 3）。このうち、既存適格と既存不適格の建築物は、検査済証の保管

の有無でさらに分類ができよう。また、適法性未検証および違法な建築物は、検査済証を

未取得と考えられる。

　増改築や用途変更などの改修行為を行う際、表 2-5 に挙げた場合や改修箇所が主要構造

部の過半に満たない場合を除き、基本的には確認申請を行わなければならない。しかし、

実質的に検査済証が存在する既存適格または既存不適格の建築物でなければ申請はでき

ず、それ以外の建築物の場合は現行法における遵法性を証明する必要がある注5）。

　適法性が確認できることは、その時点での検査済証が取得されていることであり、検査

済証が取得されていない状況は、手続き違反である既存不適格建築物もしくは違法建築物

かの判別に困難が生じる。

2-3　建築関連法規制が及ぼす影響

2-3-1　法改正が及ぼす影響

　既存不適格を生じさせる直接的な原因は規制強化である。地震や災害などの事象が発端

となり、都市空間の安全水準の向上や技術の多様化促進、合理的な設計などを目的として

行われる法改正だが、それにより既存建築ストックは次々と最新の法に適合できなくなる。

ここでは、その改正事項を概観し、それらが及ぼす影響を整理する。次項以降では構造・

防火・避難規定に着目することとし、その全体像として表 2-6 に主要な法改正を示す。

（１）構造規定

　建築基準法の耐震設計の変遷を図 2-3 に示す。

　構造規定の変遷で建物を区分すると、着工が 1970 年 12 月以前の旧耐震基準建物、1971

年 1 月から 1981 年 5 月の移行期の建物、1981 年 6 月以降の新耐震基準建物に分けられる。

 

 

 

  各設計法に基づく耐震性の特徴を以下にまとめる。

　① 着工が 1970年 12月以前

　　柱のフープ筋の間隔が 30cm 以下と粗く、柱の靭性が乏しい。

　② 着工が 1971年 1月～1981年 5月

　　柱のフープ筋の間隔の規定を 15cm（梁、柱脚付近は 10cm）以下にして柱に粘りを持

　　たせた。ただし、大地震時の抵抗の程度を検討していないため、建物の骨組みの形式

　　によっては大きな被害が発生する恐れがある。

　③ 着工が 1981年 6月以降

　　動的な配慮が取り入れられ、次の二段階設計が導入された。

　　ⅰ）比較的頻度の高い中地震に対する１次設計

　　ⅱ） 極めて稀に起こる大地震（概ね震度 6強）での建物の崩壊防止を検討する２次設計

　1995 年に発生した兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）は、全半壊建物 20 数万棟とい

う被害があった。この被害建物棟数を上記の①〜③の建築年代で分類すると、①の 1971 年

以前の靭性が低い建物の被害が顕著であり（図 2-4）、この年代に建てられた建物を改修す

る場合には、せん断破壊を起こさないよう靭性補強による強化が必要である。

（２）防火・避難規定

　建築基準法における防火・避難規定の主要な改正を図 2-5 に示す。

　防火関係の仕様規定は、火災事例を教訓とした規制項目の付加などにより改正が頻繁に

行われているが、防火・避難の分野では昭和 40 年代後半の改正により、現状の法規とほ

ぼ同等の形式になった文 9）。1973 年（昭和 48 年）までは安全水準の向上を目指し、竪穴区

画の規制や内装制限の強化および避難経路の安全確保などが図られたが、それ以降ではど

ちらかというと不具合の是正や避難安全検証法に代表される性能規定化など技術の多様化

促進という傾向が強い。したがって、昭和 40 年代以前に建てられた既存建築ストックの

改修時には、防火・避難関係規定への十分な対策が必要である。

2-3-2　用途変更が及ぼす影響

　既存の建築物を構造的な変更を加えることなく、用途だけを変えて特殊建築物とするこ

とを「用途変更」という。建築基準法別表第一に掲げられている用途に供される特殊建築

物で、延床面積が 100 ㎡を超えるものに該当する場合は、用途変更の確認申請および工事

完了届の手続きが必要になるが、下表 2-7 における同じ号の類似の用途間で行われる用途

変更では、床面積に関係なく確認済証の交付を受ける必要がない注 6）。しかし、建物の機能

を刷新する目的で行われる総合的改修における用途変更では、類似の用途間で転用される

ケースは珍しく、緩和規定は用いられないことが多いといえる。

　用途変更する際に、特に考慮すべき法規定を表 2-8 に整理する。建築関連法規の規定は

建物用途によって最低基準が異なるため、法規定の最低基準が異なる用途に変更する場合

（特に変更後の水準の方が高い場合）には、建物の物理的な性能を水準まで引き上げる必

要がある。

　用途変更という行為は「建築」ではないため、建築基準法の重要な規定が適用されない。

また、用途変更では建築基準法第 7 条で規定する完了検査が義務づけられていないため、

検査済証が交付されない。しかし、既存不適格建築物の用途変更時に準用される規定があ

る注 7）（表 2-9）。この既存不適格建築物の用途変更で制限の緩和を受ける場合には、既存不

適格調書と現況の調査書、既存の図面、過去の工事履歴、新築または増築時の基準時を示

す書類、基準時以前の建築基準関係規定に適合していることを示す図書などが必要になる。

　

　

2-3-3　増改築が及ぼす影響

　既存不適格建築物に対して増築や改築を行う場合には、現行法の不遡及という扱いが無

く、原則として既存部分も現行法の適用を受ける。しかし、最新の法規制をすべて既存建

物に適用させることは物理的および経済的な支障を来し、建物の利用価値に著しい制約を

与えかねないため、改正後の法令が一部適用されないとする緩和規定が設けられている注8）。

なお、確認申請において、この遡及適用の緩和規定を活用し既存不適格部分を残す場合に

は、既存不適格調書の提出が必要となる。

　次項に遡及緩和規定の一覧を整理する（表 2-10）。

　基本型は同一用途での改修であり、構造規定を中心に同一用途間の法規への対応が課題

となる。用途変更型はそれに加え、表 2-8 に示したような用途が変わることによる法規の

確認がさらに必要となる。増築型は 2-3-3 で述べたように、増築部分の床面積による既存

遡及などが法的な対応として挙げられる。複合型では、用途変更および増築の両側面で必

要となる法対応が増えると考えられる。

　以上から、類型を行った 4 つの改修タイプの中では、基本型が最も法対応は少ないと考

えられ、複合型では留意すべき法対応は最も多く、複雑な設計プロセスが想定される。用

途変更型および増築型は、その中間に位置するといえる。

2-5　まとめ

　2 章では本研究が対象とする建築関連法規が総合的改修設計に及ぼす影響について整理

を行った。

　まず、確認申請の関連事項を概観し、検査済証の有無により既存建築ストックの分類を

図った。また、建築関連法規制が及ぼす影響として、建物の安全性を満たすために最低限

必要な構造・防火・避難規定を中心に、その法変遷を整理した。その整理に基づき、構造

規定では 1971 年以前、防火・避難規定では 1973 年以前に建設された建物では重要な性能

が既存不適格となる場合が多いため、そのような既存ストックを改修する際には留意すべ

き事項が増えることが明らかになった。

　さらに、改修特有の要素として耐震性向上・用途変更・増築という行為に着目し、既存

の改修行為の概念を踏襲することなく、総合的改修は①基本型、②用途変更型、③増築型、

④複合型の 4 タイプに分類可能であることを提示した。そして、そのタイプごとに影響の

程度を定性的に示した。

　次章以降、3 章では性能価値、4 章では法的価値の視点からこれらの影響の程度を定量

　増改築に関しては 2005 年の厳格化が大きな転換点となっており、既存部分に対して図

2-6 のような増改築の流れが定められている注 9）。増改築部分の床面積および既存部分との

連結方法により以下に示すような対応が必要である。

　① 既存部分の延べ面積が 50 ㎡以下かつ増築部分の床面積が既存部分の 1/20 の場合　　　

　　増改築部分のみ現行基準が遡及され、既存部分の遡及はされず現時点での耐震性を維

　　持することが前提となる。

　② 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 以下の場合

  　既存部分と増築部分をエキスパンションジョイント（以下、Exp.J）で分離するか否

　　かで対応は異なる。

　（a）Exp.J で分離する場合

　　既存部分は耐震診断が必要となり、その診断基準に適合させなければならない。増改

　　築部分は①と同様、現行基準が遡及される。

　（b）Exp.J で分離しない場合

　　既存部分も現行法が遡及されるため、建築物全体で構造耐力上の安全性を確認する必

　　要がある。

　③ 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 を超える場合

  　建築物全体を現行の耐震基準に適合させる必要がある。

　以下に、図 2-6 で挙げたフローの問題点を整理する。

まず、「既存部分の延べ面積 50 ㎡以下」という基準であるが、元々この 50 ㎡という数値

は住宅におけるエレベーターの設置を対象としたものであり、それ以外の方法によって増

床を計画している場合では本来の趣旨と一致しない。つまり、主眼となる所は今と昔では

異なり、エレベーター設置のために制定した法律ではなく、既存ストックの活用という社

会的命題のもと法整備をしていく必要がある。

　次に、「既存部分の床面積の 1/2 以下」という基準に関してである。2005 年 6 月 1 日に

施行された改正建築基準法以前は、特定行政庁の独断により増築部分が 1/2 を超える場合

においても EXP.J によって既存不適格部分と増改築部分を構造上切り離せば、既存部分へ

の構造的影響は殆ど無いため増築時に遡及を考える必要はなかった。ただし、この扱いは

事実上建築主事の運用上の判断となっていたため、法的には既存部分は増築時に最新の法

適合を求めていた文 10）。したがって、2005 年の法改正により、1/2 規定を例外的に設けた

ことは、表面上は「緩和」として法令に定められたが、実態としては「緩和」ではなく「規制」

処置につながった面が否めない。国交省は運用方法を明確にし、統一する意向を示したが、

設計者にとっては改正以前は増築面積に依存すること無く実現できたことを規制されたた

め、不満が残る形となっている注10）。

　また、この増改築時の緩和規定は、増築部分の面積が既存部分の 1/2 以下である場合に

適用され、この場合の既存部分とはあくまでも「既存不適格」部分であり、既存建物のす

べてを指しているわけではない。したがって、図 2-7 のような既存不適格と既存適格の建

物が混在する場合、面積が（B＋C）≦A/2 となる必要がある文 10）。しかし、広大な敷地に施

設が多数存在する総合病院などでは、増築を繰り返していくことで（既存適格＋増築）部

分の面積が A/2 を超えてしまう可能性も否定できない。ゆえに、1/2 規定には限界がある

と考えられる。

　以上から、増改築に関連する法規制は非常に複雑になっており、改修時には既存不適格

部分の構造耐力や増築部分の面積などを考慮した上での適切な判断が求められるといえよ

う。

2-4　改修タイプにおける影響

2-4-1　改修タイプ

　前項までは、建築関連法規制が改修設計に及ぼす影響を整理した。ここでは、その整理

を踏まえ、総合的改修を建築行為の視点で分類する。一般的に、改修行為はリノベーショ

ンとコンバージョンという大きな括りで捉えられる。文 4によると、

　　【リノベーション】

　　広く再生を指す英語であり、日本ではコンバージョンの対語として用途を変更しない

　　大規模な再生行為を指すことがある。

　　【コンバージョン】

　　英語の用法と同様に用いられている語。建築の用途を変更する行為を指す。「用途変更」

　　「転用」とも呼ばれる。

と説明されており、両者の関係は図 2-8 のように捉えることができる。

　しかし、既存建築物の改修は複雑化しており、耐震性向上や増改築などで資産価値の向

上を図る場合もあるため、リノベーションとコンバージョンという単純な分類だけで改修

を捉えることは十分ではない。そこで、新築には無い 3つの改修要素として、「耐震性向上」

「用途変更」「増築」に着目する。また、本研究では耐震改修の中でも建物全体の付加価値

を伴う耐震性向上を対象とするため（図 2-9）、それを踏まえると改修のタイプは図 2-10

のように分類できよう。

　以上から、耐震性向上を伴う総合的改修は、図 2-10 の塗りつぶし部分に該当する。こ

のうち、付加価値を伴う耐震性向上（①部分）を「基本型」、基本型に用途変更が加わっ

た改修（②部分）を「用途変更型」、基本型に増築が加わった改修（③部分）を「増築型」、

基本型に用途変更および増築が加わった改修（④部分）を「複合型」と定義する（表 2-11）。

なお、この分類では、確認申請上の法的な区分ではなく、その現象として用途変更や増築

を捉えている。つまり、用途変更型や増築型であっても、設計者の法解釈によって確認申

請を行わずに建物用途の変更や増床を可能にしているものも含む注11）。

　以降の章では、上記の「基本型」「用途変更型」「増築型」「複合型」という改修タイプ

に基づき分析を行うこととする。

2-4-2　改修タイプ別の法的な影響

　2-4-1 で分類した各々の改修タイプが受ける法的な影響の程度を図 2-11 に示す。　

的に検証していく。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」
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2-2　分譲マンションの現状

2-2-1　分譲マンションにおける問題

　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ストックのおよそ 22.3％

が旧耐震基準によって建てられたマンションである 1）。それらにおける管理上の課題とし

て以下の事項がある（図２−１）。

　旧耐震基準の分譲マンションでは半数以上の管理組合において「配管・給水設備の劣化」

「地震などに対する安全性への不安」が課題として認識されていることから、計画的な修

繕および改修の実施のため、マンション管理を先導する存在が必要とされている。

2-1　本章の概要

2-1-1　本章の目的

　本章では、分譲マンションの現状を把握した上で、耐震改修における関係主体の関わりと、

その中で改修設計者に求められる役割について明らかにし、分譲マンションの耐震改修で

改修設計者が行なう業務を整理することを目的とする。

2-1-2　調査手法

　
　分譲マンションの耐震性や住民に関する問題を把握するため、文献1）2）3）調査を行なってい

る。また、分譲マンションの耐震改修と大規模修繕の場合の改修設計者の役割を比較する部

分では、大規模修繕工事のコンサルタント専門会社 1 社へのヒアリング調査結果も参考とし

た。

　しかし、旧耐震基準の分譲マンションは既に築 30 年以上が経過しているため、住民の

高齢化が顕著である（図２−２）。また、区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸

されている住戸の割合も高い（図２−３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修に関して自ら主導して

進めようとする管理組合が一層減少していくことが予想される。

2-2-2　分譲マンションにおける耐震改修の現状

　旧耐震基準の分譲マンションのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実施

されたのはわずか 5.9％という現状にある 1)。耐震診断および耐震改修を実施しない理由と

しては、以下のように「費用不足」に続いて「高齢化・賃貸化による関心の低下」や「実

施方法がわからない」、「取りまとめる人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いこ

とがわかっている（図２−４）。

2-３　改修設計者に求められる役割

2-3-1　改修設計者の役割

　前項での分譲マンションの現状把握から、改修設計者が耐震改修計画において担うべき

役割を整理する。

　改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、それ

らを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場から住民の合意形成を支援

していくことが求められる。

　大規模修繕工事や設備工事においては、コンサルタント専門会社などの第三者がソフト面

の業務を担当するケースが存在する。大規模修繕のコンサルタント専門会社へのヒアリング

調査により、その概要を把握した。主な業務内容は工事費削減業務であり、数 10社のゼネコ

ン及び専門工事業者に工事項目ごとの見積もりを提出させ、工事項目ごとに業者を選定する。

その後、選定したゼネコンと専門工事業者の顔合わせを行う。また、分譲マンションでは修

繕のための費用不足が大きな課題であるため、数 10社の管理会社及びその委託業者に、管理

項目ごとの見積もりを提出させ、管理費を削っていくことで根本の費用不足から解消してい

く管理費削減業務も行っている。

　大規模修繕のような設計業務をほぼ必要としない工事においては、このような第三者の関

わりも非常に有効であると考えられるが、耐震改修工事のようなハード面での高い専門性を

必要とする分野においては、改修設計者がソフト面の業務も同時進行で行なう必要があると

思われる。そういった点を踏まえ、分譲マンションの耐震改修計画においての関係主体の

関わりを以下に示す（図２−５）。

　

　耐震診断や耐震改修設計を進める段階では、住民の合意形成に向けて理事会との連携が

求められる。また、耐震診断・補強設計・耐震工事に対する評定及び助成金取得のために

は自治体や評定機関との協議や手続きが必要となる。施工者選定に関しては情報の無い管

理組合が多いため、改修設計者が先導して行なう必要がある。

2-４　改修設計者の業務の分類

　他の関係主体との関わりとその中での改修設計者の役割を踏まえ、分譲マンションの耐

震改修において設計者が行なう業務について整理する（図２−６）。

　分譲マンションの耐震改修以外においても設計者が必ず行なう業務である「設計」「工

事監理」を通常業務とし、それ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務で

ある「耐震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随業務と定義する。

2-5　まとめ

　分譲マンションの現状として住民の高齢化と住戸の賃貸化が顕著であることから、マン

ション管理を先導する人材の減少が一層進行することが予想される。そのため、分譲マン

ションの耐震改修設計を行なう改修設計者は、耐震診断や補強設計などの物に関連する業

務（ハード面）のほか、それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立

場から住民の合意形成を支援していくことが求められる。

　それらの改修設計者の役割を踏まえ、改修設計者が分譲マンションの耐震改修において

行なう業務について、通常業務「設計」「工事監理」と付随業務「耐震診断」「合意形成支援」「施

工者選定」「評定・助成金取得」に分類する。

参考文献
1）　 東京都都市整備局：平成 25年 3月「マンション実態調査結果」

2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」

　

　ここでは、改修における検査済証の重要性を述べたいと思う。図 2-2 は検査済証の有無

で既存建築ストックを分類したものである。この分類に基づくと、既存建築ストックは、

　1. 現行法規の基準を満たす既存適格の建築物

　2. 建築時には適法に建てられたが、その後の法令改正や都市計画変更等によって現行

　　 法に適合しなくなった既存不適格建築物

　3. 検査済証を取得していないため適法性を未検証な建築物

　4. 法規に違反して建設された違法建築物

の 4 種類に大別できる文 3）。このうち、既存適格と既存不適格の建築物は、検査済証の保管

の有無でさらに分類ができよう。また、適法性未検証および違法な建築物は、検査済証を

未取得と考えられる。

　増改築や用途変更などの改修行為を行う際、表 2-5 に挙げた場合や改修箇所が主要構造

部の過半に満たない場合を除き、基本的には確認申請を行わなければならない。しかし、

実質的に検査済証が存在する既存適格または既存不適格の建築物でなければ申請はでき

ず、それ以外の建築物の場合は現行法における遵法性を証明する必要がある注5）。

　適法性が確認できることは、その時点での検査済証が取得されていることであり、検査

済証が取得されていない状況は、手続き違反である既存不適格建築物もしくは違法建築物

かの判別に困難が生じる。

2-3　建築関連法規制が及ぼす影響

2-3-1　法改正が及ぼす影響

　既存不適格を生じさせる直接的な原因は規制強化である。地震や災害などの事象が発端

となり、都市空間の安全水準の向上や技術の多様化促進、合理的な設計などを目的として

行われる法改正だが、それにより既存建築ストックは次々と最新の法に適合できなくなる。

ここでは、その改正事項を概観し、それらが及ぼす影響を整理する。次項以降では構造・

防火・避難規定に着目することとし、その全体像として表 2-6 に主要な法改正を示す。

（１）構造規定

　建築基準法の耐震設計の変遷を図 2-3 に示す。

　構造規定の変遷で建物を区分すると、着工が 1970 年 12 月以前の旧耐震基準建物、1971

年 1 月から 1981 年 5 月の移行期の建物、1981 年 6 月以降の新耐震基準建物に分けられる。

 

 

 

  各設計法に基づく耐震性の特徴を以下にまとめる。

　① 着工が 1970年 12月以前

　　柱のフープ筋の間隔が 30cm 以下と粗く、柱の靭性が乏しい。

　② 着工が 1971年 1月～1981年 5月

　　柱のフープ筋の間隔の規定を 15cm（梁、柱脚付近は 10cm）以下にして柱に粘りを持

　　たせた。ただし、大地震時の抵抗の程度を検討していないため、建物の骨組みの形式

　　によっては大きな被害が発生する恐れがある。

　③ 着工が 1981年 6月以降

　　動的な配慮が取り入れられ、次の二段階設計が導入された。

　　ⅰ）比較的頻度の高い中地震に対する１次設計

　　ⅱ） 極めて稀に起こる大地震（概ね震度 6強）での建物の崩壊防止を検討する２次設計

　1995 年に発生した兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）は、全半壊建物 20 数万棟とい

う被害があった。この被害建物棟数を上記の①〜③の建築年代で分類すると、①の 1971 年

以前の靭性が低い建物の被害が顕著であり（図 2-4）、この年代に建てられた建物を改修す

る場合には、せん断破壊を起こさないよう靭性補強による強化が必要である。

（２）防火・避難規定

　建築基準法における防火・避難規定の主要な改正を図 2-5 に示す。

　防火関係の仕様規定は、火災事例を教訓とした規制項目の付加などにより改正が頻繁に

行われているが、防火・避難の分野では昭和 40 年代後半の改正により、現状の法規とほ

ぼ同等の形式になった文 9）。1973 年（昭和 48 年）までは安全水準の向上を目指し、竪穴区

画の規制や内装制限の強化および避難経路の安全確保などが図られたが、それ以降ではど

ちらかというと不具合の是正や避難安全検証法に代表される性能規定化など技術の多様化

促進という傾向が強い。したがって、昭和 40 年代以前に建てられた既存建築ストックの

改修時には、防火・避難関係規定への十分な対策が必要である。

2-3-2　用途変更が及ぼす影響

　既存の建築物を構造的な変更を加えることなく、用途だけを変えて特殊建築物とするこ

とを「用途変更」という。建築基準法別表第一に掲げられている用途に供される特殊建築

物で、延床面積が 100 ㎡を超えるものに該当する場合は、用途変更の確認申請および工事

完了届の手続きが必要になるが、下表 2-7 における同じ号の類似の用途間で行われる用途

変更では、床面積に関係なく確認済証の交付を受ける必要がない注 6）。しかし、建物の機能

を刷新する目的で行われる総合的改修における用途変更では、類似の用途間で転用される

ケースは珍しく、緩和規定は用いられないことが多いといえる。

　用途変更する際に、特に考慮すべき法規定を表 2-8 に整理する。建築関連法規の規定は

建物用途によって最低基準が異なるため、法規定の最低基準が異なる用途に変更する場合

（特に変更後の水準の方が高い場合）には、建物の物理的な性能を水準まで引き上げる必

要がある。

　用途変更という行為は「建築」ではないため、建築基準法の重要な規定が適用されない。

また、用途変更では建築基準法第 7 条で規定する完了検査が義務づけられていないため、

検査済証が交付されない。しかし、既存不適格建築物の用途変更時に準用される規定があ

る注 7）（表 2-9）。この既存不適格建築物の用途変更で制限の緩和を受ける場合には、既存不

適格調書と現況の調査書、既存の図面、過去の工事履歴、新築または増築時の基準時を示

す書類、基準時以前の建築基準関係規定に適合していることを示す図書などが必要になる。

　

　

2-3-3　増改築が及ぼす影響

　既存不適格建築物に対して増築や改築を行う場合には、現行法の不遡及という扱いが無

く、原則として既存部分も現行法の適用を受ける。しかし、最新の法規制をすべて既存建

物に適用させることは物理的および経済的な支障を来し、建物の利用価値に著しい制約を

与えかねないため、改正後の法令が一部適用されないとする緩和規定が設けられている注8）。

なお、確認申請において、この遡及適用の緩和規定を活用し既存不適格部分を残す場合に

は、既存不適格調書の提出が必要となる。

　次項に遡及緩和規定の一覧を整理する（表 2-10）。

　基本型は同一用途での改修であり、構造規定を中心に同一用途間の法規への対応が課題

となる。用途変更型はそれに加え、表 2-8 に示したような用途が変わることによる法規の

確認がさらに必要となる。増築型は 2-3-3 で述べたように、増築部分の床面積による既存

遡及などが法的な対応として挙げられる。複合型では、用途変更および増築の両側面で必

要となる法対応が増えると考えられる。

　以上から、類型を行った 4 つの改修タイプの中では、基本型が最も法対応は少ないと考

えられ、複合型では留意すべき法対応は最も多く、複雑な設計プロセスが想定される。用

途変更型および増築型は、その中間に位置するといえる。

2-5　まとめ

　2 章では本研究が対象とする建築関連法規が総合的改修設計に及ぼす影響について整理

を行った。

　まず、確認申請の関連事項を概観し、検査済証の有無により既存建築ストックの分類を

図った。また、建築関連法規制が及ぼす影響として、建物の安全性を満たすために最低限

必要な構造・防火・避難規定を中心に、その法変遷を整理した。その整理に基づき、構造

規定では 1971 年以前、防火・避難規定では 1973 年以前に建設された建物では重要な性能

が既存不適格となる場合が多いため、そのような既存ストックを改修する際には留意すべ

き事項が増えることが明らかになった。

　さらに、改修特有の要素として耐震性向上・用途変更・増築という行為に着目し、既存

の改修行為の概念を踏襲することなく、総合的改修は①基本型、②用途変更型、③増築型、

④複合型の 4 タイプに分類可能であることを提示した。そして、そのタイプごとに影響の

程度を定性的に示した。

　次章以降、3 章では性能価値、4 章では法的価値の視点からこれらの影響の程度を定量

　増改築に関しては 2005 年の厳格化が大きな転換点となっており、既存部分に対して図

2-6 のような増改築の流れが定められている注 9）。増改築部分の床面積および既存部分との

連結方法により以下に示すような対応が必要である。

　① 既存部分の延べ面積が 50 ㎡以下かつ増築部分の床面積が既存部分の 1/20 の場合　　　

　　増改築部分のみ現行基準が遡及され、既存部分の遡及はされず現時点での耐震性を維

　　持することが前提となる。

　② 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 以下の場合

  　既存部分と増築部分をエキスパンションジョイント（以下、Exp.J）で分離するか否

　　かで対応は異なる。

　（a）Exp.J で分離する場合

　　既存部分は耐震診断が必要となり、その診断基準に適合させなければならない。増改

　　築部分は①と同様、現行基準が遡及される。

　（b）Exp.J で分離しない場合

　　既存部分も現行法が遡及されるため、建築物全体で構造耐力上の安全性を確認する必

　　要がある。

　③ 増築部分の床面積が既存部分の 1/2 を超える場合

  　建築物全体を現行の耐震基準に適合させる必要がある。

　以下に、図 2-6 で挙げたフローの問題点を整理する。

まず、「既存部分の延べ面積 50 ㎡以下」という基準であるが、元々この 50 ㎡という数値

は住宅におけるエレベーターの設置を対象としたものであり、それ以外の方法によって増

床を計画している場合では本来の趣旨と一致しない。つまり、主眼となる所は今と昔では

異なり、エレベーター設置のために制定した法律ではなく、既存ストックの活用という社

会的命題のもと法整備をしていく必要がある。

　次に、「既存部分の床面積の 1/2 以下」という基準に関してである。2005 年 6 月 1 日に

施行された改正建築基準法以前は、特定行政庁の独断により増築部分が 1/2 を超える場合

においても EXP.J によって既存不適格部分と増改築部分を構造上切り離せば、既存部分へ

の構造的影響は殆ど無いため増築時に遡及を考える必要はなかった。ただし、この扱いは

事実上建築主事の運用上の判断となっていたため、法的には既存部分は増築時に最新の法

適合を求めていた文 10）。したがって、2005 年の法改正により、1/2 規定を例外的に設けた

ことは、表面上は「緩和」として法令に定められたが、実態としては「緩和」ではなく「規制」

処置につながった面が否めない。国交省は運用方法を明確にし、統一する意向を示したが、

設計者にとっては改正以前は増築面積に依存すること無く実現できたことを規制されたた

め、不満が残る形となっている注10）。

　また、この増改築時の緩和規定は、増築部分の面積が既存部分の 1/2 以下である場合に

適用され、この場合の既存部分とはあくまでも「既存不適格」部分であり、既存建物のす

べてを指しているわけではない。したがって、図 2-7 のような既存不適格と既存適格の建

物が混在する場合、面積が（B＋C）≦A/2 となる必要がある文 10）。しかし、広大な敷地に施

設が多数存在する総合病院などでは、増築を繰り返していくことで（既存適格＋増築）部

分の面積が A/2 を超えてしまう可能性も否定できない。ゆえに、1/2 規定には限界がある

と考えられる。

　以上から、増改築に関連する法規制は非常に複雑になっており、改修時には既存不適格

部分の構造耐力や増築部分の面積などを考慮した上での適切な判断が求められるといえよ

う。

2-4　改修タイプにおける影響

2-4-1　改修タイプ

　前項までは、建築関連法規制が改修設計に及ぼす影響を整理した。ここでは、その整理

を踏まえ、総合的改修を建築行為の視点で分類する。一般的に、改修行為はリノベーショ

ンとコンバージョンという大きな括りで捉えられる。文 4によると、

　　【リノベーション】

　　広く再生を指す英語であり、日本ではコンバージョンの対語として用途を変更しない

　　大規模な再生行為を指すことがある。

　　【コンバージョン】

　　英語の用法と同様に用いられている語。建築の用途を変更する行為を指す。「用途変更」

　　「転用」とも呼ばれる。

と説明されており、両者の関係は図 2-8 のように捉えることができる。

　しかし、既存建築物の改修は複雑化しており、耐震性向上や増改築などで資産価値の向

上を図る場合もあるため、リノベーションとコンバージョンという単純な分類だけで改修

を捉えることは十分ではない。そこで、新築には無い 3つの改修要素として、「耐震性向上」

「用途変更」「増築」に着目する。また、本研究では耐震改修の中でも建物全体の付加価値

を伴う耐震性向上を対象とするため（図 2-9）、それを踏まえると改修のタイプは図 2-10

のように分類できよう。

　以上から、耐震性向上を伴う総合的改修は、図 2-10 の塗りつぶし部分に該当する。こ

のうち、付加価値を伴う耐震性向上（①部分）を「基本型」、基本型に用途変更が加わっ

た改修（②部分）を「用途変更型」、基本型に増築が加わった改修（③部分）を「増築型」、

基本型に用途変更および増築が加わった改修（④部分）を「複合型」と定義する（表 2-11）。

なお、この分類では、確認申請上の法的な区分ではなく、その現象として用途変更や増築

を捉えている。つまり、用途変更型や増築型であっても、設計者の法解釈によって確認申

請を行わずに建物用途の変更や増床を可能にしているものも含む注11）。

　以降の章では、上記の「基本型」「用途変更型」「増築型」「複合型」という改修タイプ

に基づき分析を行うこととする。

2-4-2　改修タイプ別の法的な影響

　2-4-1 で分類した各々の改修タイプが受ける法的な影響の程度を図 2-11 に示す。　

的に検証していく。

参考文献
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2）　 国土交通省：「分譲マンションの建替え等の検討状況に関するアンケート調査」

3）　国土交通省：平成24年１月「マンションの新たな管理方式の検討」
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表３-1　ヒアリング調査対象事例

基本型
35％
28事例

用途変更型
33％
26事例①

②

③

④

⑤

1979

1980

1974

1978

1970

2009

2010

2009

2009

2014

SRC
＋一部RC
SRC

SRC
＋RC
RC

RC

96

208

34

31

43

12

4

4

4

10

1F:0.45→0.68

1F:0.46→0.61

1F:0.34→0.66

1F: 0.4→0.65

1F: 0.36→0.7

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

地上 9,
塔屋 1
地上 14,
塔屋 2
地上 9,
塔屋 2

地下 1, 地上 3,
塔屋 1
地上 7,
塔屋 2

7,314

18,511

3,439

3,887

6,244

事例
番号

改修
竣工年

最低 Is 値
の変化

既存
竣工年 構造 階数 住戸数 工期

（ヶ月）
改修内容

耐震補強 設備 内外装
延床面積
（㎡）

3-1　本章の概要

3-1-1　本章の目的
　

　本章では、耐震改修計画への影響事項を明らかにする。また、改修設計者が実際に行な

った実務内容から、改修設計者はどのような業務によってそれらの影響事項に対応したの

かについて実態を明らかにする。

3-1-2　調査手法

　1981 年以前の旧耐震基準で建てられた分譲マンションのうち、助成制度を活用して耐震

診断を含む耐震改修を行なった改修設計者へのヒアリング調査を行なっている。ヒアリン

グ調査対象事例の概要は以下の通りである。

　ヒアリング調査実施前に、事前調査としてインターネットのホームページ等 1) で、それ

ぞれのマンション建物と耐震改修計画の概要について整理した上で、次頁の表３−２に記

載した項目を中心に改修設計者に対してヒアリング調査を行なっている。
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表３-２　ヒアリング調査の質問項目

１．分譲マンションの耐震改修計画において御社が行う業務について　　　

２．御社が耐震改修計画を担当された分譲マンションについて　　

３．マンションの当時の状況、及び御社がその耐震改修計画に着手するまでの経緯　
４．改修設計者として行なった業務内容について　
５．その他、分譲マンションの耐震改修に関する意見等　

a. 建築物・設備の現状調査　　　　　　　　　　
b. 耐震診断、耐震補強設計　　　　　　　　　　
c. 改修設計　　　　　　　　　　　　　　　　
d. 仕様書・見積書式の作成　　　　　　　　　
e. 工事会社選定　　　　　　　　　　　　　　
f. 住民説明会・理事会・総会等のサポート　　　
g. 住民へのアンケートの実施　　　　　　　　　
h. 工事監理　　　　　　　　　　　　　　　　　
i. アフターサービス（定期点検）　　　　　　
j. 長期修繕計画書策定・見直し　　　　　　　
k. マンション経費削減のための支援
l. 助成金等の制度および耐震化手法等に関する情報提供　　　
m. 建物診断法の確立のための業務　　　　　　
n. その他（　　　　　　　　　　）

既存建物竣工年
計画着工年
改修竣工年
構造
住戸数
建築面積
延床面積

発注者
管理会社
意匠設計者
構造設計者
建物調査会社
施工者
工期

Is 値、CTU・SD、柱壁配置のバランス
改修内容（耐震補強、その他）

　以上のような質問項目により得られたヒアリング調査結果（詳しいヒアリング調査結果

については資料編「ヒアリング調査結果」に掲載）から、それぞれの事例における「耐震

改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改修計画への影響事

項）」を洗い出している。また、それらの影響事項に対してそれぞれの改修設計者はどの

ような業務を行なうことで対応したのかという視点から、業務内容とそのフローをまとめ

ている。
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3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを 50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。
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3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを 50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。
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影響事項 評価項目 評価指標 2)3)4)

100 戸以上：２
50戸以上 100戸未満：１
50戸未満：0
6階以上：２
3階～５階：１
1階～2階：０

５ヶ月以上：２　５ヶ月未満：0

５回以上：２　５回未満：0

耐震補強＋設備工事＋内外装：2

全階（共用廊下のみ）：4
1階のみ（共用部のみ）：2
基礎のみ：0

耐震補強＋内外装：1
耐震補強：0

有（額が大）：2
有（額が小）：1
無（修繕積立金のみ充当）：0

無（管理組合が自らマンションの
運営管理を行なっている）：２　有：0

（１）マンションの規模

ⅰ  住戸数

ⅰ  工事の種類

ⅱ  耐震補強工事箇所

ⅲ  工期

ⅰ 一時徴収金または
　 借入金の有無、またその額

ⅱ  管理会社の有無

有：１　無：0ⅲ  自治会の有無

ⅰ  総会、住民説明会の回数

自社で行なえる業務
および、
最も得意とする分野

ⅱ  階数

（３）工事の範囲

（４）住民の負担額

（５）管理組合の体制

（６）改修設計者の
　　  専門・得意分野

建物調査、意匠設計、構造設計、建築再生、
コンサルティングの
５分野について、
自社で行なえる：○　最も得意：◎

ⅲ  Is 値（最低値） Is≧0.6：２　0.6＞Is＞0.4：１　0.4≧Is：０

ⅰ  建設時の耐震基準 新耐震：１　旧耐震：0

良：２　悪：0（２）既存建物の耐震性 ⅱ  柱壁の配置バランス

表３-３　影響事項の評価方法

5000万円超：２　5000万円以下：０ⅱ 改修工事金額

3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを 50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。
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評価項目 影響を受ける業務評価指標

100戸以上：２
50戸以上 100戸未満：１
50戸未満：0

6階以上：２
3階～５階：１
1階～2階：０

ⅰ  住戸数

ⅱ  階数

・耐震診断業務の期間
・評定・助成金取得業務の期間
・合意形成支援業務の期間

マ
ン
シ
ョ
ン
の
規
模

表３-４　「マンションの規模」の評価方法及び影響を及ぼす業務3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを 50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。
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評価項目 影響を受ける業務評価指標

既
存
建
物
の
耐
震
性
ⅲ  Is 値

Is≧0.6：２
0.6＞Is＞0.4：１
0.4≧Is：０

ⅰ  建設時の
　  耐震基準

新耐震：１　
旧耐震：0

良：２　悪：0
ⅱ  柱壁の配置
　  バランス

・耐震改修を行なうか否か
・設計業務の内容及び期間

表３-５　「既存建物の耐震性」の評価方法及び影響を及ぼす業務3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを 50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。
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3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを 50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。

　

　

　



第３章　耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容
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評価項目 影響を受ける業務評価指標

工
事
の
範
囲

5 ヶ月以上：２
5ヶ月未満：0

耐震補強＋設備＋内外装：2
耐震補強＋内外装：1
耐震補強：0

全階（共用廊下のみ）：4
1階のみ（共用部のみ）：2
基礎のみ：0

ⅰ  工事の種類

ⅱ  補強箇所

ⅲ  工期

・設計業務の内容
・工事監理業務の期間
・施工者選定業務の内容
　及び期間
・合意形成支援業務の内容
　及び期間

表３-６　「工事の範囲」の評価方法及び影響を及ぼす業務3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを 50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。
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3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを 50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。

　

　

　



第３章　耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容
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・合意形成支援業務の内容
有（額が大）：2
有（額が小）：1
無（修繕積立金のみを充当）：０

ⅰ 一時徴収金や
　借入金の有無、
　またその額

評価項目 影響を受ける業務評価指標
住
民
の
負
担
額

5000 万円超：２
5000万円以下：０

ⅱ 改修工事金額

表３-７　「住民の負担額」の評価方法及び影響を及ぼす業務3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを 50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。
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評価項目 影響を受ける業務評価指標

管
理
組
合
の
体
制

・合意形成支援業務の内容
　及び期間

５回以上：２
５回未満：0

無：２　有：0
ⅱ  管理会社
　  の有無

有：１　無：0ⅲ  自治会の有無

ⅰ  総会・説明会
　  の回数

表３-８　「管理組合の体制」の評価方法及び影響を及ぼす業務

3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを 50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。
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3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを 50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。
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評価項目 影響を受ける業務評価指標改
修
設
計
者
の
専
門
・

得
意
分
野

・全ての業務の内容及び期間建物調査
意匠設計
構造設計
建築再生
コンサルティング

自社で行なえる：○
最も得意：◎の５分野について

自社で技術を有するか

表３-９　「改修設計者の専門・得意分野」の評価方法及び影響を及ぼす業務

3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。

　

　

　



第３章　耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容
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耐震診断・耐震補強設計・耐震工事に対する評定および助成金を取得する
ために行なわれる業務。

耐震改修工事を発注する施工者を選定するために行なわれる業務。

既存建物の耐震性を明らかにするために行なわれる業務。耐震診断業務

合意形成支援業務

施工者選定業務

評定・助成金取得業務

耐震診断終了後から耐震改修工事竣工までの間に行なわれる、住民の合意
を得るための業務。

表３-10　付随業務種別ごとの定義

3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを 50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

3-3　改修設計者の業務による影響事項への対応

3-3-1　業務種別ごとの実務内容

　前項で述べた耐震改修計画への影響事項に対して、改修設計者が実際に行なった業務の

具体的内容を把握する。まず改修設計者へのヒアリング調査により得られた様々な実務を、

６つの業務種別に分類し、表にまとめている（表３−10）。付随業務の実務の分類は、以下

の定義に従って行なった。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。

　

　

　



第３章　耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容

-31-

設計

　

工事監理

　耐震診断

　合意形成支援

　施工者選定

　評定・助成金取得

通
常
業
務

実務内容

区への事前相談、助成申請手続き、着手届けの提出、評定申込手続き、評定審
査中の協議、完了報告手続き

施工者選定に関する協議・提案、見積発注資料の作成、公募書類作成補助、見
積参加業者への書面審査・ヒアリング審査・現場説明会、工事金額比較表の作成、
施工者との協議・金額調整、設計変更に伴う見積り変更・再調整

簡易診断、既存の簡易診断結果への見解書・構造調査概要資料・耐震診断計画
書の作成、耐震診断費用の見積もり概算、建物調査（建物目視調査、仕上材付
着力強度試験、コンクリート中性化深度試験）、構造調査（鉄筋探査機による配
筋調査、駆体精度調査）、耐震調査（部材寸法確認調査、コンクリート圧縮強度
試験、はつり検査）、耐震計算

基本計画、補強基本設計図面・補強実施設計図面の作成、構造設計担当の事務所
との協議、評定審査による設計変更、大規模修繕の設計図面・仕様書の作成、耐
震改修（補強・設備・内外装全て含む）に関する基本設計図面・実施設計図面の
作成、意匠設計、竣工後の現場と図面の相違による法律上・構造上の再検討

工事中の現場訪問（定期的または施工業者からの要請による）、施工者との定例
工程会議での協議

業務種別

付
随
業
務

耐震基準や助成制度などに関する情報提供、住民アンケートの作成・集計・結果
説明、改修方針企画書・業務内容提案書・診断結果の報告資料・基本構想の資料・
設計案提示用の資料・工事項目と費用の説明資料の作成および説明、議案書の作
成、住民説明会や総会での説明・質疑応答、修繕委員会での協議、施工者による
工事説明の補助、管理組合参加の定例工程会議での質疑応答、工事中の住民対応

表３-11　業務種別ごとの実務内容3-2　耐震改修計画への影響事項

3-2-1　影響事項

　マンションの状況や改修設計者が行なった業務内容、改修内容などは事例ごとに様々で

あったが、「耐震改修計画の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項（耐震改

修計画への影響事項）」に関しては、共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震

改修計画への影響事項としてまとめる。

（１）マンションの規模

　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震診断業務に時間がかか

る。それに加え、耐震診断評定の取得のために第三者機関に診断方針や診断結果を説明す

る必要があるため、評定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統制するため

の仕組みづくりが一層求められる、という回答もみられた。

（２）既存建物の耐震性

　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改修を行なう必要性の有

無や、建替えも含めて検討する必要があるかの重要な判断要素となる。そして、耐震改修の

必要がある場合には、耐震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要が

ある。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業務に要する期間が長

くなる。

（３）工事の範囲

　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、工期は、耐震改修計画

の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大き

く、「専有部に立ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全て

の改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活への影響が大きく補強

による専有面積の減少の可能性もあることから、住民の合意が得られにくい。つまり、共用

3-2-2　影響事項の評価方法

　耐震改修計画への６つの影響事項それぞれに対して、以下のように評価項目および評価

指標を設ける（表３−３）。これにより、事例によって個別解であるマンションや管理組

合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えることを可能とする。評価指標

については、どんな事例を評価する際にもそのまま汎用できるといった指標ではなく、あ

くまで今回調査対象とした５事例についてうまく比較できるように値を設定している。

　

　

　次頁より、影響事項ごとにその評価項目と評価指標について解説していく。また、それ

ぞれの評価項目が具体的にどの業務の内容または期間に影響を及ぼすかについても整理す

る。

部のみで補強を行なうことが、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額

　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自治体からの助成金を合

計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズに計画を進めやすい。収まらない場合には、

一時金として改修費用を住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当する

こととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積りの段階で予算を超

える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修設計者が実感していた。複数のマンション

で耐震改修設計の経験がある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至

らないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響事項であることがわ

かる。

（５）管理組合の体制

　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民が耐震改修計画当初か

ら当事者として関わり、改修内容を十分に理解する必要がある。そのためには、理事会員

が住民と改修設計者との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他に

自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により効率良く計画を進めてい

くことも、有効な方法の一つとして考えられる。管理組合の体制が十分に整っていない場

合は、改修設計者が合意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野

　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれる業務内容に影響を

及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分野への技術を活かして業務を進める上、場

合によっては必要であっても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修

設計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内容への影響事項とな

る。

　「マンションの規模」に対する評価は、ⅰ住戸数、ⅱ階数の２項目によって行なう。

　ⅰ住戸数が多い場合、それに対応して意見・要望の数も多くなるため、合意形成支援業

務の期間に影響を及ぼす。評価指標はマンション標準管理規約 2) の基準をもとに本研究にお

いては大規模マンションの住戸数を 100 戸以上、中規模マンションを 50 戸以上 100 戸未満、

小規模マンションを50戸未満と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　ⅱ階数は、耐震診断業務の期間と、評定・助成金取得業務の期間に影響する。階数が多

い場合、現地調査箇所が増え、また耐震診断においても階別に Is 値等の算定を行なうため、

耐震診断業務は長期化する。耐震診断業務の長期化に伴い、耐震診断の完了報告にも遅れ

が生じるほか、第三者機関や自治体への診断結果の解説においても長い期間を要する。評

価指標は都市計画法 3) の基準をもとに本研究においては高層を６階以上、中層を３〜５階、

低層を１階〜２階と定義し、それぞれの点数を２、１、０点と設定している。

　

0.6 の建物では多くの建物に中破以上の被害」「Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊また

は大破」とされており、本研究の評価指標はこの基準を基に設定している。

　

　

　

　「工事の範囲」に対する評価は、ⅰ工事の種類、ⅱ耐震補強工事箇所、ⅲ工期の３項目によ

って行なう。

　ⅰ工事の種類は、設計業務の内容に関わる。耐震補強だけでなく設備の更新や内外装の

改修も併せて行なう場合、補強設計と設備設計や内外装の意匠設計などを同時進行で行な

うこととなる。また工事種類が増えると見積書の作成や工事金額調整に時間を要すること

から、施工者選定業務の期間にも影響する。評価指標は工事種類が耐震補強のみの場合を

０点とし、内外装改修も同時に行なった場合を１点、内外装改修および設備改修を同時に

行なった場合を２点と設定する。

　ⅱ耐震補強工事箇所は、「専有部近くでの補強工事が発生する場合の、住民の合意形成

の難しさ」は全ての改修設計者の共通の意見だったことから、合意形成支援業務の内容と

期間に非常に影響する。耐震補強工事箇所が合意形成支援業務に及ぼす影響は甚大である

ことがヒアリング調査より明らかとなったため、評価指標の配点も他の項目よりも大きく

設定した。評価指標は基礎のみで補強工事を行なった場合を０点とし、１階共用部のみの

場合を２点、全階の共用廊下において補強工事を行なった場合を４点とした。他の評価項

目と比較して、補強箇所が業務に与える影響は大変大きいことがヒアリング調査により明

らかとなったため、他の項目よりも配点を多く設定している。

　ⅲ工期は、工事監理業務の期間に直結する。また「工事が長期化する場合、住民からの

苦情・要望の発生リスクが高まることから、工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定

する必要が生じる」という意見があり、施工者選定業務の内容と期間にも影響することが

明らかとなった。評価指標は工期が５ヶ月未満の場合を０点、５ヶ月以上の場合を２点と

している。今回調査対象とした５事例では、工期が５ヶ月以上の事例においてのみ「工事

期間中の住民対応に苦労した」という改修設計者の意見があったため、５ヶ月を境として

評価する。

　「住民の負担額」に対する評価は、ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額、ⅱ改修工事

金額の２項目によって行なう。

　ⅰ一時徴収金や借入金の有無またその額は、合意形成支援業務の内容に影響する。修繕

積立金のみを充当することで耐震改修が実施できる場合には、住民の合意を得られやすい。

今回の調査対象においては、５事例のうち４事例は修繕積立金のみで耐震改修を完了でき

た。残り１事例は借入を行い、耐震改修費用に充当している。修繕積立金のみでは賄えな

い場合には、費用の捻出方法の提案や、借入を行なった場合でも今後の修繕積立金によっ

て計画的に返済できることについての解説を行なう等の業務が生じる。評価指標は一時徴

収金や借入金が発生し、かつ額が大きい場合を２点、発生するが額が小さい場合を１点、

修繕積立金のみで充当できた場合を０点と設定する。

　ⅱ改修工事金額においても、合意形成支援業務の内容への影響が見られた。額が大きい

場合には、何故そのような金額がかかるのかについての説明や、他社の見積りとの比較結

果の提示などを住民にわかりやすいかたちで行なう必要がある。今回調査対象とした事例

では 5000 万円弱で耐震改修工事を行なっている事例が多く、管理組合の方からは「その

程度の額であればなんとか修繕積立金のみで賄えた」という話を頂けたことから、本研究

では 5000 万円をボーダーとして評価指標を設定する。

　通常業務に関しては、工事の種類や項目数の差異による違いはあるものの、実務内容とし

てはどの事例においてもほぼ同様であった。一方、付随業務に関しては、具体的な実務内容

やそのフローは事例ごとに様々であった。特に、合意形成支援業務については、業務期間や

その内容に大きな差異が見られた。

　以降で、それぞれの事例における影響事項の評価結果、業務フロー、実施した改修工事内

容をまとめ、事例ごとに耐震改修計画の詳細を把握する。

　「既存建物の耐震性」に対する評価は、ⅰ建設時の耐震基準、ⅱ柱壁の配置バランス、ⅲIs

値（最低値）の３項目によって行なう。

　ⅰ建設時の耐震基準が旧耐震基準であるか新耐震基準であるかは、耐震改修計画を行な

う上で必ず考慮に入れる必要がある。本研究で調査対象として扱った事例は全て旧耐震基

準で建てられたマンションだが、今後新耐震基準のマンションにおいても築年数の経過と

ともに、耐震改修が検討されることが考えられるため、この評価項目を設けた。評価指標

は新耐震基準によって建てられたマンションの場合１点、旧耐震基準の場合０点と設定し

ている。

　ⅱ柱壁の配置バランスは、設計業務の内容に非常に影響を及ぼす。柱壁の配置バランス

が著しく悪い場合には、建替えも含めて検討されることとなるほか、共用部だけでなく専

有部への立ち入り工事もやむを得ない。なるべく共用部のみの補強で耐震性を向上させる

ために、耐震補強手法の検討に長い期間を要する。調査対象とした事例にも柱壁の配置バ

ランスが悪いマンションがあり、その事例の改修設計者からは「柱壁の配置バランスが悪

かったことで、どのような手法を用いるか設計内容の変更が何度も生じ、案がかたまるま

でに大変苦労した」という意見もあった。評価指標は柱壁の配置バランスが良い場合を２

点、悪い場合を０点としている。

　ⅲIs 値（最低値）は、地震力に対する建物の強度、靱性を示す指標であるため、耐震改

修を行なう必要があるか否かを判断する上で重要な項目の一つである。財団法人日本建築

防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 4) によると、Is 値と大地震の被

害を比較したとき、「Is 値が 0.6 以上のときの被害は、概ね小破以下」「Is 値が 0.4 から

　「管理組合の体制」に対する評価は、ⅰ総会・説明会の回数、ⅱ管理会社の有無、ⅲ自治会

の有無の３項目によって行なう。

　ⅰ総会・説明会の回数は、そのマンションの住民が耐震改修計画に関わる機会の回数と

言え、管理組合役員がどれだけ住民全体を巻き込みながら計画を進行できるかにつながる。

改修設計者は総会や説明会の機会に備えて、スムーズな合意形成のための説明資料の作成

や内容の検討を進めることとなる。評価指標は、改修設計者への業務委託に関する決議の

ために開かれる総会以外にも複数回の総会や住民説明会を行なっていたかを判断するため

の目安として、５回以上を２点、５回未満を０点と設定した。

　ⅱ管理会社の有無は、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となり得る。

今回調査した事例のうち１つの事例においては、管理会社への業務委託を一切しておらず、

日頃の清掃業務や長期修繕計画の策定など全てのマンション管理業務を、管理組合自らで

行なっていた。この事例では改修設計者は合意形成支援業務をほとんど行なうことなく、

管理組合が住民の合意形成を主導することで耐震改修工事の実施に至っているため、管理

会社の有無と合意形成支援業務の内容及び期間には関連性があると考える。評価指標は管

理組合が無く自主的にマンション管理を行なっている場合を２点、管理組合に管理業務を

委託している場合を０点としている。

　ⅲ自治会の有無も、管理組合の体制が整っているか否かを図る一つの基準となる。ここ

ででいう自治会とは、その地域に住む人々が協働で地域内の様々な課題解決に取り組むた

めに設置された住民同士のコミュニケーションの場である。今回の調査対象事例では２つ

の事例で自治会を設置しており、理事会や専門委員会、修繕委員会と連携しながら耐震改

修計画を進めていた。管理組合側がきちんとした体制を組んでいたため、改修設計者が合

意形成支援業務として行なった内容は少ない。評価指標は自治会が設置されている場合を

１点、設置されていない場合を０点とした。ⅰ総会・説明会の回数やⅱ管理会社の有無と

比較すると「管理組合への体制」に直結しないと判断し、配点は低く設定している。

　

　

　「改修設計者の専門・得意分野」に対する評価は、建物調査・意匠設計・構造設計・建築再生・

コンサルティングの５分野について自社で技術を有するか否か、によって行なう。

　ヒアリング調査の中で改修設計者に対し、自社で通常行なっている分野・業務内容につ

いて、またそのうち最も得意とする分野について質問した結果を基にして評価を行なった。

構造設計を専門とする改修設計者からは、「合意形成支援などソフト面の業務については

専門外のため管理組合側に主導してもらい、こちらでは構造的なアドバイスをするにとど

まった」という回答があった。また、意匠設計を得意とする改修設計者からは、「補強箇

所の外観に十分に配慮し意匠面にもこだわったことで、住民の方にも満足して頂けた」と

いう意見があった。これは、設計業務によって合意形成支援業務を補完しているとも言え

る。このように、改修設計者は、自らの専門に併せて行なう業務を選定したり、得意分野

を活かして他の業務を補完していることがわかる。故に改修設計者の専門・得意分野は全

ての業務内容及び期間に影響すると言える。
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表３-12　事例①における影響事項の評価結果

ⅰ　１
ⅱ　２
ⅰ　０
ⅱ　０
ⅲ　１
ⅰ　２
ⅱ　２
ⅲ　２

ⅰ　２
ⅱ　０
ⅲ　１

ⅰ　１
ⅱ　０

影響事項

マンションの規模

点数 評価

既存建物の耐震性

工事の範囲

住民の負担額

管理組合の体制

改修設計者の
専門・得意分野

建物調査
意匠設計
構造設計
建築再生
コンサル

３

１

６

１

３ 高

中

中低

中大

中大

○

○

◎

3-3-2　業務による影響事項への対応

各事例において、どのような影響事項があり、それに対してどのような業務が行なわれた

かを把握する（事例①〜④における業務フローの詳細については資料編「業務フロー詳細」

として掲載、事例⑤における業務フローの詳細については次章で明示）。また、最終的に

実施された改修工事内容も併せて示している。

（１）事例①

　事例①における特徴的な影響事項として、「管理組合の体制」に対する評価が高いこと、

「改修設計者の専門・得意分野」がマンション等での大規模修繕に関するコンサルティング

であることが挙げられる。

　業務フローから、合意形成支援業務が計画の後半期に多く行なわれていることがわかる。

具体的な実務内容は、基本構想の資料作成および説明、工事範囲と費用の説明資料作成およ

び総会での説明、修繕委員会での協議（計５回）、議案書の作成、施工者による工事説明の

補助、管理組合参加の定例工程会議での質疑に対する応答（月２回、計11回程度）、工事中

の住民対応である。計画の前半期に合意形成支援業務が行なわれていない理由としては、

「管理組合の体制」が整っていたため、組合側が自ら住民の合意形成に主体的に取り組んで

いたことが挙げられる。住民へのアンケートの作成・集計・結果説明や、耐震診断や工事内

容への理解を求めるための広報などは、全て管理組合が行なっている（住民アンケートの詳

細については資料編「合意形成に関する実務資料」を参照）。本事例での管理組合の体制に

ついて、次頁で図に示している（図３−１）。また、評定・助成金取得業務にも長い期間を要

していることがわかる。これは、評定取得に伴う第三者機関による審査の際に、１階のピロ

ティ形式の駐車場への補強方法に対する賛同・許可がなかなか得られなかったことによるも

のである。補強工事期間についてもこの影響を受けて後ろにずれ込んだため、補強工事以外

の修繕工事（EVの新設や共用エントランスの内外装改修）と補強工事を同時進行で行なうこ

とが出来ず、工期が長期化した。本事例では、こうした影響事項とは別の個別の事項によっ

て、業務期間が影響を受けている。
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表３-13　事例①における改修設計者の業務フローと改修工事内容

設備

耐震補強工事

住みながら改修改修形式

EVの新設

１階駐車場の柱RC増打ち、袖壁補強
１階共用廊下の柱４本を炭素繊維で剪断補強
駐輪場の壁柱間に耐震スリット設置

共用エントランスの内外装改修内外装

設計
工事監理
耐震診断
合意形成支援
施工者選定
評定・助成金取得

：業務が行なわれた時期および期間

0 (年)             1                       2                      3                     4計画全体の期間

通常
業務

付随
業務

後半期前半期

3-3-2　業務による影響事項への対応

各事例において、どのような影響事項があり、それに対してどのような業務が行なわれた

かを把握する（事例①〜④における業務フローの詳細については資料編「業務フロー詳細」

として掲載、事例⑤における業務フローの詳細については次章で明示）。また、最終的に

実施された改修工事内容も併せて示している。

（１）事例①

　事例①における特徴的な影響事項として、「管理組合の体制」に対する評価が高いこと、

「改修設計者の専門・得意分野」がマンション等での大規模修繕に関するコンサルティング

であることが挙げられる。

　業務フローから、合意形成支援業務が計画の後半期に多く行なわれていることがわかる。

具体的な実務内容は、基本構想の資料作成および説明、工事範囲と費用の説明資料作成およ

び総会での説明、修繕委員会での協議（計５回）、議案書の作成、施工者による工事説明の

補助、管理組合参加の定例工程会議での質疑に対する応答（月２回、計11回程度）、工事中

の住民対応である。計画の前半期に合意形成支援業務が行なわれていない理由としては、

「管理組合の体制」が整っていたため、組合側が自ら住民の合意形成に主体的に取り組んで

いたことが挙げられる。住民へのアンケートの作成・集計・結果説明や、耐震診断や工事内

容への理解を求めるための広報などは、全て管理組合が行なっている（住民アンケートの詳

細については資料編「合意形成に関する実務資料」を参照）。本事例での管理組合の体制に

ついて、次頁で図に示している（図３−１）。また、評定・助成金取得業務にも長い期間を要

していることがわかる。これは、評定取得に伴う第三者機関による審査の際に、１階のピロ

ティ形式の駐車場への補強方法に対する賛同・許可がなかなか得られなかったことによるも

のである。補強工事期間についてもこの影響を受けて後ろにずれ込んだため、補強工事以外

の修繕工事（EVの新設や共用エントランスの内外装改修）と補強工事を同時進行で行なうこ

とが出来ず、工期が長期化した。本事例では、こうした影響事項とは別の個別の事項によっ

て、業務期間が影響を受けている。
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図３-１　事例①における管理組合の組織図
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総務　　15

委員長
副委員長　２（名）
書記　　　２
委員　　　理事長含み他３～４名

理事長
副理事長　２（名）
会計　　　２
書記　　　２
監査　　　１
相談役　　前期理事より若干名

自治会

協力
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表３-14　事例②における影響事項の評価結果

ⅰ　２
ⅱ　２
ⅰ　０
ⅱ　２
ⅲ　１
ⅰ　１
ⅱ　０
ⅲ　０

ⅰ　０
ⅱ　２
ⅲ　１

ⅰ　０
ⅱ　０

影響事項

マンションの規模

点数 評価

既存建物の耐震性

工事の範囲

住民の負担額

管理組合の体制

改修設計者の
専門・得意分野

建物調査
意匠設計
構造設計
建築再生
コンサル

４

３

１

０

３ 高

小

小

大

中高

○

◎

（２）事例②

　事例②の影響事項は、「マンションの規模」が大きいこと、「工事の範囲」が小さいこ

と、「住民の負担額」が小さいこと、「管理組合の体制」への評価が高いこと、「改修設計

者の専門・得意分野」が構造に特化していることが特徴として挙げられる。
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表３-15　事例②における改修設計者の業務フローと改修工事内容

：業務が行なわれた時期および期間

設計
工事監理
耐震診断
合意形成支援
施工者選定
評定・助成金取得

0 (年)             1                       2                      3                     4計画全体の期間

通常
業務

付随
業務

後半期前半期

設備

耐震補強工事

住みながら改修改修形式

地下ピット内部の補強

１階集会室内装、共用トイレの改修内外装

　業務フローから、「マンションの規模」が大きいため現地調査や評定機関への診断結果の

解説に時間を要し、耐震診断業務と評定・助成金取得業務を長期間行なっていることがわか

る。この事例では複数棟に対して耐震診断を行なった結果、１棟のみ補強の必要性があると

わかり、耐震改修を実施した。それも耐震診断業務に時間がかかっている要因の一つである。

また、「工事の範囲」「住民の負担額」が小さく「管理組合の体制」が整っていたことから、

ほぼ管理組合のみの力で住民の合意形成を図ることができたため、合意形成支援業務はほと

んど必要とされなかったと考えられる。また、「改修設計者の専門・得意分野」が構造分野

に特化していることも、合意形成支援業務が短期間しか行なわれていない理由の一つである。

合意形成支援業務の実務内容は、診断結果の報告資料の作成および説明、設計案提示用の資

料の作成および説明のみである。この事例では、日頃のマンション運営・管理に関しても、

管理会社に業務委託することなく管理組合が自ら行なうほど「管理組合の体制」が整ってお

り、また補強工事箇所も地下ピットのみであったため、合意形成支援業務が少なくても耐震

改修が実現されたと考えられる。
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表３-16　事例③における影響事項の評価結果

ⅰ　０
ⅱ　２
ⅰ　０
ⅱ　０
ⅲ　０
ⅰ　２
ⅱ　２
ⅲ　０

ⅰ　０
ⅱ　０
ⅲ　０

ⅰ　０
ⅱ　０

影響事項

マンションの規模

点数 評価

既存建物の耐震性

工事の範囲

住民の負担額

管理組合の体制

改修設計者の
専門・得意分野

建物調査
意匠設計
構造設計
建築再生
コンサル

２

０

４

０

０ 低

低

小

中

中

◎

○

○

（３）事例③

　事例③における影響事項の特徴は、「既存建物の耐震性」が低いこと、「住民の負担額」

が小さいこと、「管理組合の体制」への評価が低いことである。
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表３-17　事例③における改修設計者の業務フローと改修工事内容

：業務が行なわれた時期および期間

設計
工事監理
耐震診断
合意形成支援
施工者選定
評定・助成金取得

0 (年)             1                       2                    3計画全体の期間

通常
業務

付随
業務

後半期前半期

設備

耐震補強工事

住みながら改修改修形式

１階共用部の壁３枚増設、柱１本補強

１階共用部の外装改修

設備更新（専有部への侵入あり）

内外装

　業務フローから、設計業務と耐震診断に長期間を要していることがわかる。改修設計者は

耐震診断の結果を受けて、初期の設計では建替え案や全階における補強案を提示したが、専

有部での工事に対する反対や予算の問題により、最終的には”将来の全面的な改修に向けて

の１ステップ”という位置づけで、１階のみの部分補強を行なっている。そのため設計内容

の変更が多く、設計業務に多くの時間を要している。耐震診断に時間がかかった要因として

は、マンションがSRCとRCの混構造で、脆弱箇所が複数存在していたためと考えられる。

　合意形成支援業務の実務内容は、基本構想の資料作成および説明、改修計画書の作成およ

び説明のみにとどまっている。この事例のように、「既存建物の耐震性」が低く、かつ「管

理組合の体制」が十分に整っていないケースにおいて全階における補強工事の実施への合意

を得るためには、徹底した合意形成支援業務が必要になると思われる。具体的には、耐震改

修計画の初期段階から改修設計者が管理組合に向けて住民アンケートや住民説明会の実施を

促し、住民が補強の重要性や改修計画の内容について十分に理解できるよう努めることが有

効だと考えられる。



第３章　耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容

-39-

表３-18　事例④における影響事項の評価結果

ⅰ　０
ⅱ　０
ⅰ　０
ⅱ　２
ⅲ　０
ⅰ　０
ⅱ　４
ⅲ　０

ⅰ　０
ⅱ　０
ⅲ　０

ⅰ　０
ⅱ　０

影響事項

マンションの規模

点数 評価

既存建物の耐震性

工事の範囲

住民の負担額

管理組合の体制

改修設計者の
専門・得意分野

建物調査
意匠設計
構造設計
建築再生
コンサル

０

２

４

０

０ 低

小

中

中

小

○
◎

○

（４）事例④

　事例④における影響事項は、「マンションの規模」が小さいこと、「住民の負担額」が小

さいこと、「管理組合の体制」への評価が低いこと、「改修設計者の専門・得意分野」が意

匠設計であることが特徴として挙げられる。
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表３-19　事例④における改修設計者の業務フローと改修工事内容

：業務が行なわれた時期および期間

設計
工事監理
耐震診断
合意形成支援
施工者選定
評定・助成金取得

0 (年)             1                       2                    3計画全体の期間

通常
業務

付随
業務

後半期前半期

設備

耐震補強工事

住みながら改修改修形式
共用エントランス柱間を鉄骨ブレース補強
共用エントランスホールの柱増打ち
地下駐車場の構造壁増設
１～３階共用廊下にスリット補強

内外装

　業務フローから、全ての業務において比較的短期間で終了していることがわかる。「マン

ションの規模」が小さかったことで全体の統制がとりやすく、「住民の負担額」も小さかっ

たため、耐震改修計画の進行がしやすかったと考えられる。共用部のみで十分な補強が行な

えたため、工事も短期間で実現されている。「管理組合の体制」への評価は低いものの、耐

震改修の実現のため協力的な住民が多かったとの改修設計者の意見もあった。例として、地

下駐車場の構造壁増設工事に伴い乗用車を別の場所に移動する必要があった際にも、一時的

な移動のための別の駐車場の確保を、理事会員の方を中心に管理組合側が自ら行なった。ま

た、共用エントランス部分のブレース補強を磨りガラスでカバーするなど、改修設計者が意

匠面への配慮を徹底したことで、補強部分の仕上がりのイメージに対する住民の合意が得ら

れたことも、スムーズに計画が進められた一因と考えられる。
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表３-20　事例⑤における影響事項の評価結果

ⅰ　０
ⅱ　１
ⅰ　０
ⅱ　０
ⅲ　０
ⅰ　２
ⅱ　４
ⅲ　２

ⅰ　２
ⅱ　０
ⅲ　０

０

２

２

１

８

○
○
○
◎
○

中

大

大

中小

低

ⅰ　０
ⅱ　２

影響事項

マンションの規模

点数 評価

既存建物の耐震性

工事の範囲

住民の負担額

管理組合の体制

改修設計者の
専門・得意分野

建物調査
意匠設計
構造設計
建築再生
コンサル

（５）事例⑤

　事例⑤における影響事項の特徴は、「既存建物の耐震性」が低いこと、「工事の範囲」が

大きいこと、「住民の負担額」が大きいこと、「改修設計者の専門・得意分野」が建築再生

を中心に幅広い分野に渡っていることである。
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表３-21　事例⑤における改修設計者の業務フローと改修工事内容

：業務が行なわれた時期および期間

設計
工事監理
耐震診断
合意形成支援
施工者選定
評定・助成金取得

0 (年)             1                       2                      3                     4計画全体の期間

通常
業務

付随
業務

後半期前半期

設備

耐震補強工事

住みながら改修

PS新設、設備更新（専有部への侵入なし）

共用部の内外装改修

改修形式
１～５階共用廊下の柱RC増打ち
１～５階共用廊下外部側のサッシ更新
共用廊下一部増築
鉄骨避難階段更新

内外装

　「既存建物の耐震性」が低いことから様々な補強手法の検討したため、設計業務を長期間

行なっていることがわかる。また、「工事の範囲」が大きいことで、工事監理業務と施工者

選定業務を長く行なっている。また「工事の範囲」「住民の負担額」が大きいため、計画の

初期から住民の理解を得つつ慎重に進める必要があり、合意形成支援業務を長期に渡って行

なっている。計画の初期から、住民の合意形成のためにアンケートや説明会をコンスタン

トに行なったことで、工事の範囲および住民の負担額の大きい耐震改修でも、実施に至る

ことができたと考えられる。

　この事例は今回調査対象として扱った事例の中で、最も工事規模の大きい耐震改修を行

なっている事例である。工事規模に比例してハード面の業務を円滑に進行するために必要

なソフト面の業務、即ち「付随業務」の分量も増加するはずと考え、次章では事例⑤にお

いて行なわれた付随業務の詳細を把握する。
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3-４　まとめ

　耐震改修計画への影響事項として、「マンションの規模」、「既存建物の耐震性」、「工事

の範囲」、「住民の負担額」、「管理組合の体制」、「改修設計者の専門・得意分野」の６つが

存在する。

　耐震改修計画への影響事項に評価方法と評価指標を設けたことで、事例によって個別解

であるマンションや管理組合の状況や耐震改修計画の特徴を、相対的な視点から捉えるこ

とができた。また、耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容には強い関連性が

あることが明らかとなり、特に合意形成支援業務の内容および期間に関しては、多くの影

響事項からの影響を受けることがわかった。「マンションの規模」が大きい場合には、「住

民数の多さによる、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的に全体を統

制するための仕組みづくりが一層求められる。「工事の範囲」が大きい場合には、合意形成が

難しくなり、特に補強工事箇所の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大きく、「専有部に立

ち入る補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」は改修設計者の共通認識である。「住

民の負担額」に関しては、見積りの段階で予算を超える場合、合意形成が難しくなり、新

たな合意形成支援業務が発生する。「管理組合の体制」が十分に整っていない場合は、改修

設計者が合意形成支援業務をもって、理事会による住民の合意形成を補完する必要性が生じ

る。

　また、事例ごとに耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容の関連を詳しく見て

みると、影響事項への対応として行なっている業務の他に、さらに個別の事項に対応するた

めに行なっている業務の存在も明らかとなった。
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4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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図４-１　事例⑤における付随業務のプロセス

診
断
結
果
報
告

評定・助成金
取得

2012 2013 2014
5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

年
月

2011
5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 41 2 3 4

2010

合意形成
支援

施工者
選定

耐震診断

設計

工事監理

12111098 2

主な
管理組合の
取り組み

通
常
業
務

付
随
業
務

構造設計者との協議

構造調査概要
資料作成

構造調査

耐震調査

基本構想まとめ・提案

耐震診断助成 補強設計助成 耐震工事助成

工事金額比較表
作成・提示 施工者との協議

金額調整
最終金額調整

耐震計算

補強設計基本計画

基本設計 実施設計 全ての改修項目に関する設計

・定例工程会議への出席
・現場訪問（施工者からの要請次第）

・管理組合参加の定例工程会議での質疑応答
・工事中の住民対応補助

着
工

竣
工

既
存
の
簡
易

診
断
結
果
へ
の

見
解
書
提
示

改
修
方
針
企
画
書
提
出
、

耐
震
基
準
や
助
成
制
度

に
関
す
る
情
報
提
供

ア
ン
ケ
ー
ト
①

作
成

ア
ン
ケ
ー
ト
②

作
成・集
計

ア
ン
ケ
ー
ト
③

作
成・集
計集

計

業
務
内
容
提
案
書
提
出

コ
ン
サ
ル
内
容
説
明

事
前
相
談
１

事
前
相
談

助
成
申
請

事
前
相
談
２

助
成
申
請

着
手
届
提
出

診
断
完
了

評
定
完
了

完
了
報
告

審
査
中
の

協
議

評
定
申
込

着
手
届
提
出

補
強
設
計
完
了

評
定
完
了

完
了
報
告

審
査
中
の

協
議

評
定
申
込

助
成
申
請

着
手
届
提
出

報
告
書
提
出

完
了
報
告

中
間
完
了
検
査

改
修
項
目
の
説
明

施
工
者
選
定
方
法

に
関
す
る
協
議

設
計
業
務
内
容
説
明

工
事
項
目
の
説
明

工
事
費
用
の
説
明

施
工
者
決
定

見
積
書
受
渡

再
見
積
受
渡

工
事
監
理
業
務
説
明

工
程
確
認・

工
事
説
明
会

住
説
③

住
説
②

住
民
①③

ア
ン
ケ
ー
ト

②

ア
ン
ケ
ー
ト

①

ア
ン
ケ
ー
ト

総
会

※

コ
ン
サ
ル
業
務

　
委
託
決
議

総
会

※

設
計
業
務

　
委
託
決
議

臨
時
総
会

※

工
事
監
理
業
務

　
委
託
決
議

工
事
中
の
留
意
点
説
明

補
強
方
針
提
示

診
断
助
成
受
取

設
計
助
成
受
取

4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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図４-２　事例⑤における合意形成支援業務のプロセス

表４-１　合意形成支援業務の分類

Ａ　　設計段階に進むための業務

Ｂ　　住民の意見・要望を調査するための業務

Ｃ　　設計内容への合意を得るための業務

Ｄ　　工事への住民の理解を深めるための業務
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4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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図４-３　港区の助成制度における助成金取得までの流れ 2)

事前相談・総会での決議

補強設計の見積り入手等事前手続き

一括設計審査の書類提出（複数年度に渡る場合）

助成申請

審査（１ヶ月程度）

助成決定

補強設計者との契約、着手届の提出

補強設計実施、評定機関の評定

完了報告

審査（１ヶ月程度）

交付金額の決定

助成金の請求

助成金の支払い（請求から約１ヶ月後）

耐震改修工事の見積り入手等事前手続き

施工業者との契約、着手届の提出

耐震改修工事の実施

耐震診断の見積り入手等事前手続き

診断業者との契約、着手届の提出

診断の実施、評定機関の評定

耐震診断助成  　　　　　　　　　耐震補強設計助成　　　　　　　　　 耐震工事助成

4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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図４-４　事例⑤における付随業務と通常業務の位置関係
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4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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図４-５　事例⑤における時期区分

図４-６　設計着手前における業務間の関連性
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4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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図４-７　設計時（前半）における業務間の関連性
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4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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図４-８　設計時（後半）における業務間の関連性
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4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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図４-10　工事監理時における業務間の関連性
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4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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図４-11　管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務
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4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。
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図４-12　住民アンケート及び住民説明会のフロー

内容 実務のフロー

アンケート①

アンケート②

アンケート③

住民説明会①

住民説明会②

住民説明会③

工事説明会

●過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

●改修方針に対する要望について
考えられる要望を20に絞り、要望のあるものにチェックし、意見を書き入れる形式。

●改修項目に対する要望について
アンケート②で要望のあったものに耐震補強の項目を加え、それらの改修について、　
「コストがかかっても行ないたい」「行ないたいがコストによっては我慢する」「どちらで
もよい」「行ないたくない」の４つから選択する形式。

●耐震診断結果の報告　
●耐震補強方針の説明

●工事項目の説明

●工程の確認
●工事中の留意点
施工業者による工事説明の補助として住民説明会③で述べた内容を繰り返し説明。

●改修項目の説明
アンケート③の結果を用いて、マンションにおける「強：耐震補強」「用：建物機能修繕」　
「美：共用部充実」に関する問題点を整理し、その解決のために必要な改修項目を解説。

強・用・美ごとの具体的な工事箇所、工事全体の流れ、各工事で発生する居住性への
影響を説明。特に影響の大きい共用廊下での工事に関しては、工事のステップごとに
通路幅や廊下の様子をパースで提示。

4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。



第４章　実務資料にみる付随業務の実態

-60-

4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。



第４章　実務資料にみる付随業務の実態

-61-

4-1　本章の概要

4-1-1　本章の目的
　

　本章では、事例⑤における付随業務のプロセスについて詳しく分析することで、”「工事

の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随業務のあり方”

を探る。また、耐震改修計画のスムーズな進行のために重要度が高いと思われる合意形成

支援業務に関して、実務資料に沿ってその内容および流れを詳細に把握するとともに、行

なわれた意図やその効果について考察を行なう。

4-1-2　調査手法

　事例⑤の改修設計者へのヒアリング調査と、提供頂いた実務資料の分析により調査を行

なう。

4-2　付随業務のプロセス

4-2-1　各業務のプロセス

　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管理組合の取組みや通

常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセスを図に示す（図４−１）。

　行なわれた付随業務について、まずは各業務ごとにその実務内容と流れを見ていく。

（１）耐震診断業務

　耐震診断業務として、まず既存の簡易診断結果への見解書を管理組合に提出している。

このマンションでは以前に別会社 T による簡易診断が行なわれており、その結果に基づい

た耐震改修工事案を会社 T に提示されていた。本事例の改修設計者は、管理組合から「会

社 T の提示している工事費用について適正かどうかの判断をしてほしい」という依頼があ

ったことをきっかけに、本マンションの耐震改修計画に着手したという経緯がある。見解

書の内容は以下の通りである。

　通常行われている耐震診断のレベルでは無く、簡易診断レベル以下の書類とも見て取れる。（中略）こ

の耐震診断一次診断はあくまで簡易診断であり、躯体調査も行っておらず、建物の弱点を導き出す為の診

断である。よって簡易診断のみにより補強計画まで判断することは本来極めて難しい。（中略）今後の方

針としてより信用のできる調査を行ってゆく必要があると思われる。今後の方針としてまず、適切な構造

調査を行い、耐震診断二次診断にて的確な既存躯体性能の判断を行う必要があると思われる。本建物管轄

の港区では耐震診断、耐震改修等の事業促進の為の助成が充実している。本建物は助成対象物件となると

判断しており、助成金の取得も視野に入れ検討を行うことも可能である。1)

　行なわれた簡易診断のみでは不十分であることを示し、今後の方針としてより詳しい構

造調査・耐震診断を行なう必要性があると結論づけ、助成制度の活用についても触れてい

る。また上記の内容に併せて「耐震診断基準の変遷」や「耐震診断に関する説明」、「助

成金リスト」、「（設計業務契約をする場合の）設計料について」についても同提示資料

に記載している。

　その後、構造調査概要資料の作成を行ない、事前調査と構造調査に関する契約を行なっ

ている（契約時期とさらに詳しい業務プロセスについては資料編「事例⑤における付随業

務の日程表」を参照）。その後耐震診断に関する契約を交わし、およそ４ヶ月半の間に構

造調査、耐震調査、耐震計算を行ない、耐震診断業務を終了している。

（２）合意形成支援業務

　まず、合意形成支援業務はその目的別に以下の A〜D の４種類に分類できることがわか

った（表４−１）。そのため、この分類ごとにその実務内容と流れを見ていくこととする。

　まず合意形成支援業務 A は計画の初期段階で行なわれており、初めの実務として、改修

方針企画書の提出、耐震基準や助成制度に関する具体的な情報の提供を行なっている。次

に、計画の参考となるよう、東日本大震災が起きた直後の建物全体の被害状況や、地震時

の住戸内での破損状況等を把握するための「過去の地震時の体感震度と被害状況に関して

のアンケート」を作成し、集計している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」

のアンケート①を参照）。その後、業務内容に関する提案書を管理組合へ提出し、コンサ

ル業務の内容の詳細について総会にて説明を行なっている。

　続いて合意形成支援業務 B では、まず「改修方針に対する要望についてのアンケート」

を実施している（詳しくは、資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート②を参照）。

改修の方向性を決定するにあたり、住民の要望を吸い上げるために作成されたもので、理

事会や建物調査報告書から事前に要望として考えられるものを挙げ、理事会での協議を経

てアンケート項目を決定している。アンケート結果として得られた要望は、住民に理解し

やすいかたちで「強（耐震補強）」「用（建物機能修繕）」「美（共用部充実）」の３カテゴ

リーに分け、住民に周知している。次に、その結果を受けてさらに詳しい改修項目を決定

していくために「改修項目に対する要望についてのアンケート」を実施している（詳しくは、

資料編「合意形成に関する実務資料」のアンケート③を参照）。アンケートの内容につい

ては、アンケート②で得られた要望事項から土台を作成し、理事会と調整し決定している。

　計画の中期に行なわれている合意形成支援業務 C では、合意形成支援業務 B のアンケー

トの実施と並行して基本構想のまとめ・提案が行なわれている。アンケートで吸い上げた

住民の改修に対する要望を基に、耐震改修計画における基本構想をかためている。次に、

耐震診断業務によって明らかになった耐震診断結果を住民説明会にて報告している。併せ

て診断結果を踏まえて策定した補強方針を提示している。また、二回目の住民説明会でお

およそ決定した改修項目について住民に説明を行なっている。そして総会で設計業務の委

託決議が行なわれるタイミングにあわせて、住民に対し設計業務内容の説明を行なってい

る。

　計画の後半に行なわれている合意形成支援業務 D では、合意形成支援業務 C で決定した

改修項目から必要となる工事について、費用および工事項目の説明を住民説明会を通じて

行なっている。そして、総会で工事監理業務委託決議を行なう際に、住民に対して工事監

理業務の内容に関しての説明を行なっている。その後は、理事会との間で細かい工事項目

の調整を行うとともに、工事着工前の施工者による工事説明会に同席する等して工事中の

留意点に関して、住民に繰り返し説明している。また、工事中も管理組合が参加する定例

工程会議の場で住民からの質疑に応答したり、施工者による住民対応の補佐役を務めてい

る。工事が大規模であり工期も長い耐震改修工事の際には、工事中に住民から新たな要望

が発生したり、様々な問題が起こり得ることから、このような工事中の住民対応にも改修

設計者が関与する必要がある。

（３）施工者選定業務

　施工者選定業務としてまず行なわれた実務は、施工者選定方法に関する理事会との協議

である。どのような方法で施工者を決定すべきか、専門家の視点から管理組合側に対しア

ドバイスを行ない、改修設計者が管理組合側の状況や改修内容から適切であると判断した

施工者３社を紹介している。その後、３社の施工者間の工事金額を比較するための資料を

作成し、理事会との協議の末、施工者を決定している。工事項目が多いため、施工者との

金額調整や見積書の作成には長期間を要している。

（４）評定・助成金取得業務

　評定・助成金取得業務は、基本的にはそのマンションの所在する地域の自治体の助成制

度の進行手順に沿って行なわれる。以下に、事例⑤が所在する港区における助成金取得ま

での流れを示す（図４−３）。

　

　事例⑤においても図４−３に示した流れに沿って実務が進められた。耐震診断助成取得

には約７ヶ月、補強設計助成取得には約９ヶ月、耐震工事助成取得には約１年を要してい

る。評定・助成金取得業務は、３つの助成取得それぞれについて着手届や完了報告が必要

であるため、耐震診断業務・設計業務・工事監理業務の進捗状況にあわせて進めなければ

ならない。そのため、評定・助成金取得に要する期間は他の業務期間に非常に影響される。

また、区との事前相談の回数や、第三者評定機関による審査期間によっても業務期間は大

きく左右される。

4-2-2　業務間の関連性

　まず全体像として通常業務と付随業務の位置関係は以下の図に示す通りである（図４−

４）。耐震診断業務と合意形成支援業務は通常業務の開始前から行われており、施工者選

定業務と評定・助成金取得業務は通常業務とほぼ同時期から開始されている。また、合意

形成支援業務は耐震改修計画中終始行われていることから、計画において大変比重が大き

く、重要な付随業務であることがわかる。

　以降で、図４−５の時期区分ごとに業務間の関連性を見ていく。

　

（１）設計着手前

　設計着手前の時期には、耐震診断業務と設計段階に進むための合意形成支援業務（A）

を同時進行していることがわかる。これにより、診断後の設計業務への移行を円滑にして

いる。

（２）設計時（前半）

　設計の前半時期には、設計業務の基本計画と住民の意見・要望を調査するための合意形

成支援業務（B）を同時進行している。これは、アンケートで得られた住民の要望を即座

に設計に反映する意図が見受けられ、設計内容への合意を得やすくする効果があると言え

る。また、基本計画や住民の意見・要望を調査するための合意形成支援業務を耐震診断業

務と同時期から開始することによって、耐震診断結果に併せておおまかな改修内容や仕上

がりイメージを住民にプレゼンすることができる。それにより、耐震診断のみで業務が終

了することなく、住民の意識を耐震改修設計・工事の実施へとつなげている。

（３）設計時（後半）

　設計の後半時期には、設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支援業務（C）

を同時進行していることがわかる。設計業務と設計内容への合意を得るための合意形成支

援業務は住民説明会を通じて、住民に対して行なわれていいる。構造設計者との協議など

の設計業務を住民の合意をこまめに得つつ進めていることで、設計業務の効率化につなが

っている。

（４）設計後

　

　設計後には、施工者決定後のタイミングに併せて工事への住民の理解を深めるための合

意形成支援業務（D）を開始している。施工者との連携体制の中で、工事への合意形成を

進めていることがわかり、施工者との金額調整や工事項目の細かな変更に沿って合意形成

支援業務を行なっている。また工事の着工直前には工事説明会を通して工事中の留意点に

ついて説明を行なっている。ここで工事中の生活への影響に関しての住民の理解を促して

おくことで、工事中に住民と設計者・施工者の間に意思の相違が発生するリスクを低減し

ている。またここでは、工事期間中に施工者が十分な住民対応ができるよう、住民の特徴

などそれまでの合意形成支援業務を行なってきた中で知り得た情報を、施工者にきちんと

伝達しておくことが求められる。

（５）工事監理時

　

　工事監理時には、工事監理業務と工事への住民の理解を深めるための合意形成支援業務

（D）を同時進行している。これにより、工事中に発生する問題や住民の要望への対応を可

能としている。工事の規模の大きい耐震改修においては、工事中に住民から新たな要望が

生じやすい。また、それまで図面やイメージ図通して見ていたものが、工事が進むにつれ

実際のものとして出来上がると、「イメージしていたものと異なった」などの住民の意見

も生じる可能性があるため、設計者としてそれらに適宜対応していくことが求められる。

4-３　合意形成支援業務の実態

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性が明らかとなった。

そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難しい工事規模の耐震改修計画における合意

形成支援のあり方、という視点から、事例⑤における合意形成支援業務の実態について探

る。

　

　事例⑤における管理組合の取り組みと改修設計者の合意形成支援業務を示した（図４−

11）。合意形成支援業務においては、管理組合の取り組みとの連動性が非常に強い。管理

組合の取り組みは図４−11に示した主なものだけでなく、計40回以上もの理事会を必要に

応じて開き、理事会員と改修設計者との間で協議を行なっている。総会はあくまで決議を

目的とした場であり、その準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の

業務の大部分を占めている。合意形成のために理事会で協議された内容は、総会に関する

事柄のほか、住民アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙げ

られる。（理事会の日程・協議の内容・参加した関係主体等については、資料編「事例⑤

における付随業務の日程表」を参照）。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決議要

件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理事会員とともに協力して

決議に向けてのシナリオを組んでいくためには、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を

得て、住民と改修設計者との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。専門

的な内容であっても理解しやすいよう説明方法を工夫することに加えて、理事会員との良

好な関係性を構築することが最も重要である。本事例では、改修設計者が耐震化への情報

提供や業務内容の提案、アンケートの実施等を通して、設計の前段階から理事会員とのコ

ミュニケーションを密に取り準備期間を十分に設けたことで、理事会員からの信頼を得る

ことができたと考えられる。

　理事会との協力体制を築いた上で、住民全体が耐震改修計画に関われるように努めるこ

とも合意形成において大変重要である。そのための合意形成支援業務として、住民アンケ

ートと住民説明会の実施が挙げられる。事例⑤における住民アンケートと住民説明会は、

以下のようなフローで進められた（図４−12）。

　

　アンケート①では、診断結果などの数値的なもののみではなく、住民の感覚としてマン

ションの耐震性に不安があることを明らかにしている。そして、アンケート結果に関して

住民全体で共有することで、耐震化への住民の意識を高める効果があると考えられる。ア

ンケート②では、あらかじめ要望に選択肢を提示していることで、要望がまとまりやすく、

その後の改修項目の選定にスムーズにつながるようにしている。アンケート③は、アンケ

ート②の要望および耐震補強について住民にその優先順位をつけてもらうことで、改修項

目を住民自ら選定したという実感につなげていると考えられる。

　住民説明会①では、耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具体的な

補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示することで、耐震診断から設計段階へ

と住民の意識を先導する役割を果たしていると言える。住民説明会②では、耐震補強とと

もに大規模修繕の改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示している。これにより、

総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。住民説明会③では、居住性への影

響など、工事によって発生する住民側にとってのデメリットに触れることで、説明責任を

果たすとともに、工事に対する住民の心構えにつなげている。最後に、工事直前に行なっ

た工事説明会をもって住民対応等について施工業者に引き継ぐ意図が見受けられる。改修

設計者としても、工事中の住民の生活への影響について繰り返し説明を行なっていること

から、施工者の住民対応をフォローする姿勢が伺える。これらの住民説明会における住民

の参加率は60％前後と比較的高かった。住民説明会以前に住民アンケートを実施していた

ことで住民の耐震改修計画への関心が高まったことにより、このような参加率が実現され

たと考えられる。

　住民アンケートと住民説明会の実施により、マンションの耐震性把握から工事項目の決

定まで、住民が継続的に耐震改修計画に関わる機会をつくっていることがわかる。また、

住民アンケートで得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映しているこ

とを住民説明会にてわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最も重要だと言

える。

4-4　まとめ

「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するためには、付随

業務の中でも合意形成支援業務のあり方が最も重要となる。「設計段階に進むための業務」

「住民の意見・要望を調査するための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事

への住民の理解を深めるための業務」の合意形成支援業務を、通常業務とその他の付随業

務の実施時期を見ながら、適切なタイミングで行なうことが求められる。

　「住民の意見・要望を調査するための業務」の一つの手法として、住民アンケートが有

効である。「設計内容への合意を得るための業務」の一例としては、総会に加えて住民説

明会を実施することが挙げられ、住民との頻繁な接触・意思疎通を図ることが、合意形成

支援業務における鍵となる。

　

4-4　まとめ

　4 章では、前半部分で既存図書の有無、確認申請行為、緩和規定の利用状況、設計者が

制約と感じる法規制の種類を概観することで、改修設計の阻害要因を把握することができ

た。その中で、確認申請を提出しない（できない）最大の阻害因子として、「既存遡及」

の難しさを明らかにすることができた。改修計画は、総事業費および工事費が意思決定の

決め手になる場合が多く、既存不適格部分への遡及対応に要するコストが大きな課題であ

ると考えられる。改修では、安全性や遵法性、機能性を考慮した上での費用対効果が重要

な判断材料になるといえよう。

　後半部分では、上記の既存遡及に着目し、具体的な既存不適格事項が及ぼす影響をポイ

ント化することで定量的な把握を試みた。その結果として、集団規定の中では日影規制が

最も影響を及ぼしやすい項目であり、単体規定では構造耐力が制約となる可能性が圧倒的

に高いことがわかった。他にも床の積載荷重、竪穴区画、避難階段、排煙設備が影響を及

ぼす項目として挙げられる。また、それらの既存不適格事項を現行法に適合させ、建物の

法的価値を向上させるためには、緩和の活用や性能規定の評価、綿密な行政協議などが必

要不可欠であることがヒアリング調査により明らかになった。

参考資料
1）　 事例⑤実務資料「2010.08.04 打合せ資料」

2）　 港区まちづくり支援部「港区住宅・建築物支援事業の案内」
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図５-1　付随業務が発生する時期と具体的な実務内容
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5-1　本章の目的
　

　本章では、３、４章の分析を基に、通常業務に対して付随業務が発生する時期とその業

務内容をまとめ、それらの付随業務を「必ず行われる付随業務」と「影響事項によって発

生し得る付随業務」の通常業務に対する実施手順と、それぞれの詳細な業務内容を明らか

にし、分譲マンションの耐震改修における付随業務の全容を整理することを目的とする。

5-2　耐震改修における付随業務の全容

　改修設計者が行なった業務に関して、通常業務を行なう時期に対して付随業務が発生す

る時期とその具体的な業務内容をまとめた（図５−１）。

 

　その上で、それら付随業務を「必ず行われる付随業務」と「影響事項によって発生し得

る付随業務」に分類し、耐震改修設計時に発生する付随業務のフローマップとして提示す

る（図５−２）。

　「必ず行われる付随業務」に分類した付随業務内容は、今回調査対象とした事例①〜⑤

全ての事例において改修設計者が行なっていた付随業務である。対して、「影響事項によ

って発生し得る付随業務」は、影響事項の評価結果に特徴のあった事例においてのみ改修

設計者が行なっていた付随業務であり、影響事項の種類によって発生する業務内容が異な

る。「必ず行われる付随業務」に対してどのような「影響事項によって発生し得る付随業務」

がいつのタイミングで発生するのか、また、通常業務との位置関係が非常に重要である。「必

ず行われる付随業務」と「影響事項によって発生し得る付随業務」それぞれについて、以

降で詳しく論じる。

5-2-1　必ず行われる付随業務

　「必ず行われる付随業務」について、通常業務との位置関係を踏まえながら、その内容

と実施手順を矢印で示し、流れを整理する（図５−３）。

　

　「必ず行われる付随業務」は、耐震診断業務、合意形成支援業務、施工者選定業務とい

う手順で進められ、評定・助成取得業務は必ず耐震診断・設計・工事監理と同時進行で行

なわれる。また、「必ず行われる合意形成支援業務」は、設計内容への合意を得るための

業務（C）と工事に対する住民の理解を深めるための業務（D）のみであることが明らかにな

った。

5-2-2　影響事項によって発生し得る付随業務　

　「影響事項によって発生し得る付随業務」について、通常業務との位置関係を踏まえな

がら、「管理組合の体制」「住民の負担額」「工事の範囲」の３つの影響事項によって発生

し得る付随業務の内容と実施手順を示す（図５−４）。

　

　影響事項によっては、設計段階に進むための合意形成支援業務（A）や住民の意見・要望

を調査するための合意形成支援業務（B）も必要とされる。「影響事項によって発生し得る付

随業務」の中で合意形成支援業務の実務が最も多いことから、影響事項への対応が必要な

ケースにおいては合意形成支援業務の比重が増すことがわかる。また、施工者選定業務に

関しても、影響事項によって行なう必要のある実務内容が異なる。改修設計者は「管理組

合の体制」「工事の範囲」「住民の負担額」といった影響事項の種類によって必要な実務を組

み合わせ、適切なタイミングで行なっていくことが重要である。

（１）「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務

　「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務について、業務内容ごとに、

その業務が必要とされる理由をまとめる（表５−１）。
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図５-２　耐震改修設計時に発生する付随業務のフローマップ
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5-1　本章の目的
　

　本章では、３、４章の分析を基に、通常業務に対して付随業務が発生する時期とその業

務内容をまとめ、それらの付随業務を「必ず行われる付随業務」と「影響事項によって発

生し得る付随業務」の通常業務に対する実施手順と、それぞれの詳細な業務内容を明らか

にし、分譲マンションの耐震改修における付随業務の全容を整理することを目的とする。

5-2　耐震改修における付随業務の全容

　改修設計者が行なった業務に関して、通常業務を行なう時期に対して付随業務が発生す

る時期とその具体的な業務内容をまとめた（図５−１）。
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全ての事例において改修設計者が行なっていた付随業務である。対して、「影響事項によ
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ず行われる付随業務」と「影響事項によって発生し得る付随業務」それぞれについて、以
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　「必ず行われる付随業務」について、通常業務との位置関係を踏まえながら、その内容

と実施手順を矢印で示し、流れを整理する（図５−３）。

　

　「必ず行われる付随業務」は、耐震診断業務、合意形成支援業務、施工者選定業務とい

う手順で進められ、評定・助成取得業務は必ず耐震診断・設計・工事監理と同時進行で行

なわれる。また、「必ず行われる合意形成支援業務」は、設計内容への合意を得るための

業務（C）と工事に対する住民の理解を深めるための業務（D）のみであることが明らかにな

った。

5-2-2　影響事項によって発生し得る付随業務　

　「影響事項によって発生し得る付随業務」について、通常業務との位置関係を踏まえな

がら、「管理組合の体制」「住民の負担額」「工事の範囲」の３つの影響事項によって発生

し得る付随業務の内容と実施手順を示す（図５−４）。

　

　影響事項によっては、設計段階に進むための合意形成支援業務（A）や住民の意見・要望

を調査するための合意形成支援業務（B）も必要とされる。「影響事項によって発生し得る付

随業務」の中で合意形成支援業務の実務が最も多いことから、影響事項への対応が必要な

ケースにおいては合意形成支援業務の比重が増すことがわかる。また、施工者選定業務に

関しても、影響事項によって行なう必要のある実務内容が異なる。改修設計者は「管理組

合の体制」「工事の範囲」「住民の負担額」といった影響事項の種類によって必要な実務を組

み合わせ、適切なタイミングで行なっていくことが重要である。

（１）「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務

　「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務について、業務内容ごとに、

その業務が必要とされる理由をまとめる（表５−１）。
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図５-３　「必ず行われる付随業務」の内容と実施手順
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　本章では、３、４章の分析を基に、通常業務に対して付随業務が発生する時期とその業

務内容をまとめ、それらの付随業務を「必ず行われる付随業務」と「影響事項によって発

生し得る付随業務」の通常業務に対する実施手順と、それぞれの詳細な業務内容を明らか

にし、分譲マンションの耐震改修における付随業務の全容を整理することを目的とする。

5-2　耐震改修における付随業務の全容

　改修設計者が行なった業務に関して、通常業務を行なう時期に対して付随業務が発生す

る時期とその具体的な業務内容をまとめた（図５−１）。

 

　その上で、それら付随業務を「必ず行われる付随業務」と「影響事項によって発生し得

る付随業務」に分類し、耐震改修設計時に発生する付随業務のフローマップとして提示す

る（図５−２）。

　「必ず行われる付随業務」に分類した付随業務内容は、今回調査対象とした事例①〜⑤

全ての事例において改修設計者が行なっていた付随業務である。対して、「影響事項によ

って発生し得る付随業務」は、影響事項の評価結果に特徴のあった事例においてのみ改修

設計者が行なっていた付随業務であり、影響事項の種類によって発生する業務内容が異な

る。「必ず行われる付随業務」に対してどのような「影響事項によって発生し得る付随業務」

がいつのタイミングで発生するのか、また、通常業務との位置関係が非常に重要である。「必

ず行われる付随業務」と「影響事項によって発生し得る付随業務」それぞれについて、以

降で詳しく論じる。

5-2-1　必ず行われる付随業務

　「必ず行われる付随業務」について、通常業務との位置関係を踏まえながら、その内容

と実施手順を矢印で示し、流れを整理する（図５−３）。

　

　「必ず行われる付随業務」は、耐震診断業務、合意形成支援業務、施工者選定業務とい

う手順で進められ、評定・助成取得業務は必ず耐震診断・設計・工事監理と同時進行で行

なわれる。また、「必ず行われる合意形成支援業務」は、設計内容への合意を得るための

業務（C）と工事に対する住民の理解を深めるための業務（D）のみであることが明らかにな

った。

5-2-2　影響事項によって発生し得る付随業務　

　「影響事項によって発生し得る付随業務」について、通常業務との位置関係を踏まえな

がら、「管理組合の体制」「住民の負担額」「工事の範囲」の３つの影響事項によって発生

し得る付随業務の内容と実施手順を示す（図５−４）。

　

　影響事項によっては、設計段階に進むための合意形成支援業務（A）や住民の意見・要望

を調査するための合意形成支援業務（B）も必要とされる。「影響事項によって発生し得る付

随業務」の中で合意形成支援業務の実務が最も多いことから、影響事項への対応が必要な

ケースにおいては合意形成支援業務の比重が増すことがわかる。また、施工者選定業務に

関しても、影響事項によって行なう必要のある実務内容が異なる。改修設計者は「管理組

合の体制」「工事の範囲」「住民の負担額」といった影響事項の種類によって必要な実務を組

み合わせ、適切なタイミングで行なっていくことが重要である。

（１）「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務

　「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務について、業務内容ごとに、

その業務が必要とされる理由をまとめる（表５−１）。
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図５-４　「影響事項によって発生し得る付随業務」の内容と実施手順

■：「住民の負担額」が大きい場合に発生し得る付随業務
●：「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務
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5-1　本章の目的
　

　本章では、３、４章の分析を基に、通常業務に対して付随業務が発生する時期とその業

務内容をまとめ、それらの付随業務を「必ず行われる付随業務」と「影響事項によって発

生し得る付随業務」の通常業務に対する実施手順と、それぞれの詳細な業務内容を明らか

にし、分譲マンションの耐震改修における付随業務の全容を整理することを目的とする。

5-2　耐震改修における付随業務の全容

　改修設計者が行なった業務に関して、通常業務を行なう時期に対して付随業務が発生す

る時期とその具体的な業務内容をまとめた（図５−１）。

 

　その上で、それら付随業務を「必ず行われる付随業務」と「影響事項によって発生し得

る付随業務」に分類し、耐震改修設計時に発生する付随業務のフローマップとして提示す

る（図５−２）。

　「必ず行われる付随業務」に分類した付随業務内容は、今回調査対象とした事例①〜⑤

全ての事例において改修設計者が行なっていた付随業務である。対して、「影響事項によ

って発生し得る付随業務」は、影響事項の評価結果に特徴のあった事例においてのみ改修

設計者が行なっていた付随業務であり、影響事項の種類によって発生する業務内容が異な

る。「必ず行われる付随業務」に対してどのような「影響事項によって発生し得る付随業務」

がいつのタイミングで発生するのか、また、通常業務との位置関係が非常に重要である。「必

ず行われる付随業務」と「影響事項によって発生し得る付随業務」それぞれについて、以

降で詳しく論じる。

5-2-1　必ず行われる付随業務

　「必ず行われる付随業務」について、通常業務との位置関係を踏まえながら、その内容

と実施手順を矢印で示し、流れを整理する（図５−３）。

　

　「必ず行われる付随業務」は、耐震診断業務、合意形成支援業務、施工者選定業務とい

う手順で進められ、評定・助成取得業務は必ず耐震診断・設計・工事監理と同時進行で行

なわれる。また、「必ず行われる合意形成支援業務」は、設計内容への合意を得るための

業務（C）と工事に対する住民の理解を深めるための業務（D）のみであることが明らかにな

った。

5-2-2　影響事項によって発生し得る付随業務　

　「影響事項によって発生し得る付随業務」について、通常業務との位置関係を踏まえな

がら、「管理組合の体制」「住民の負担額」「工事の範囲」の３つの影響事項によって発生

し得る付随業務の内容と実施手順を示す（図５−４）。

　

　影響事項によっては、設計段階に進むための合意形成支援業務（A）や住民の意見・要望

を調査するための合意形成支援業務（B）も必要とされる。「影響事項によって発生し得る付

随業務」の中で合意形成支援業務の実務が最も多いことから、影響事項への対応が必要な

ケースにおいては合意形成支援業務の比重が増すことがわかる。また、施工者選定業務に

関しても、影響事項によって行なう必要のある実務内容が異なる。改修設計者は「管理組

合の体制」「工事の範囲」「住民の負担額」といった影響事項の種類によって必要な実務を組

み合わせ、適切なタイミングで行なっていくことが重要である。

（１）「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務

　「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務について、業務内容ごとに、

その業務が必要とされる理由をまとめる（表５−１）。
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表５-１　「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務の詳細

業務内容

耐震基準や助成制度
に関する情報提供

住民全体の統制が十分にとれておらず、耐震改修が必要
であるという意識を住民が共有できていないことが考え
られるため。
改修設計者が、住民がマンションの耐震性にどういった
不安を持っているか把握するとともに、結果の提示によ
り住民全体で意識を共有させることで、その後の合意形
成を進めやすくする必要がある。手法の一つとして住民
アンケートの実施が有効である。

耐震改修を行なうにあたってどういった業務を改修設計
者に実施してほしくて依頼しているのか、どういった業
務を行なえる改修設計者であるのかを、住民同士が共有
できていない可能性があるため。
業務内容が不明であると不信感につながりやすいため、
改修設計者側から積極的に提示することが求められる。

設計業務委託決議のために有用な説明資料を管理組合側
で作成できない可能性があるため。
総会で設計業務委託に関して住民の賛成を得るために有
用な説明方法、そのために必要な資料の作成を改修設計
者主導で行なう必要がある。

専門的な知識や情報の収集を主導する住民がいないこと
が考えられるため。
耐震診断を行なう以前に、耐震基準に関して説明し、建
物がどのような状況であれば耐震改修の必要性があるの
かを明確にしておく。また、助成制度など耐震改修費用
を出来る限り抑える具体的な手段としてどういった方法
があるかを示すことも、住民が耐震改修を前向きに検討
するきっかけとなる。

マンションの耐震性
に関する住民の意識
把握
[例：アンケート実施 ]

業務内容の提案

住民に対する
設計内容の解説
[住民説明会や総会での
説明用資料の作成 ]

必要とされる理由及び具体的な業務内容業務種別

合意形成
支援
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務内容をまとめ、それらの付随業務を「必ず行われる付随業務」と「影響事項によって発

生し得る付随業務」の通常業務に対する実施手順と、それぞれの詳細な業務内容を明らか

にし、分譲マンションの耐震改修における付随業務の全容を整理することを目的とする。

5-2　耐震改修における付随業務の全容

　改修設計者が行なった業務に関して、通常業務を行なう時期に対して付随業務が発生す

る時期とその具体的な業務内容をまとめた（図５−１）。

 

　その上で、それら付随業務を「必ず行われる付随業務」と「影響事項によって発生し得

る付随業務」に分類し、耐震改修設計時に発生する付随業務のフローマップとして提示す

る（図５−２）。

　「必ず行われる付随業務」に分類した付随業務内容は、今回調査対象とした事例①〜⑤

全ての事例において改修設計者が行なっていた付随業務である。対して、「影響事項によ

って発生し得る付随業務」は、影響事項の評価結果に特徴のあった事例においてのみ改修

設計者が行なっていた付随業務であり、影響事項の種類によって発生する業務内容が異な

る。「必ず行われる付随業務」に対してどのような「影響事項によって発生し得る付随業務」

がいつのタイミングで発生するのか、また、通常業務との位置関係が非常に重要である。「必

ず行われる付随業務」と「影響事項によって発生し得る付随業務」それぞれについて、以

降で詳しく論じる。

5-2-1　必ず行われる付随業務

　「必ず行われる付随業務」について、通常業務との位置関係を踏まえながら、その内容

と実施手順を矢印で示し、流れを整理する（図５−３）。

　

　「必ず行われる付随業務」は、耐震診断業務、合意形成支援業務、施工者選定業務とい

う手順で進められ、評定・助成取得業務は必ず耐震診断・設計・工事監理と同時進行で行

なわれる。また、「必ず行われる合意形成支援業務」は、設計内容への合意を得るための

業務（C）と工事に対する住民の理解を深めるための業務（D）のみであることが明らかにな

った。

5-2-2　影響事項によって発生し得る付随業務　

　「影響事項によって発生し得る付随業務」について、通常業務との位置関係を踏まえな

がら、「管理組合の体制」「住民の負担額」「工事の範囲」の３つの影響事項によって発生

し得る付随業務の内容と実施手順を示す（図５−４）。

　

　影響事項によっては、設計段階に進むための合意形成支援業務（A）や住民の意見・要望

を調査するための合意形成支援業務（B）も必要とされる。「影響事項によって発生し得る付

随業務」の中で合意形成支援業務の実務が最も多いことから、影響事項への対応が必要な

ケースにおいては合意形成支援業務の比重が増すことがわかる。また、施工者選定業務に

関しても、影響事項によって行なう必要のある実務内容が異なる。改修設計者は「管理組

合の体制」「工事の範囲」「住民の負担額」といった影響事項の種類によって必要な実務を組

み合わせ、適切なタイミングで行なっていくことが重要である。

（１）「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務

　「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務について、業務内容ごとに、

その業務が必要とされる理由をまとめる（表５−１）。
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管理組合側で改修に関する住民全体の要望をまとめきれ
ていない可能性があるため。
設計内容への合意を得るためには、なるべく多くの住民
の要望を調査し、それらを設計内容に反映させることが
有効である。

改修設計者の設計業務の進行状況やその内容が、住民全
体で共有できていない可能性があるため。
設計内容を決めていく段階で改修設計者と理事会員の間
の意思疎通のみしかなされていない場合、その後の工事
実施への決議の際に住民全体の合意が得られにくい。こ
まめに住民の要望と設計内容の擦り合わせを行なうべき
である。

施工者選定の方法としてどういったものがあるのかに関
する知識不足や、選定を主導する住民がいないことが考
えられるため。
専門家として改修内容や住民の要望に合った施工者を選
定するサポートをすることはもちろん、改修設計者から
施工者の選定に着手するきっかけをつくっていくことが
求められる。

施工者選定の方法として公募を行なうことが決定した場
合に、具体的にどのような書類を用いて実施すればよい
か知識がない、またそれらを主導する住民がいないこと
が考えられるため。
具体的にはマンションの掲示板等を通じて住民に知り合
いの施工者への声掛けを呼びかけたり、地域の広報誌や
インターネットの掲示板に公募の概要を掲載するといっ
たことが挙げられる。

住民の改修への要望
把握
[アンケート実施 ]

住民に対する
設計内容の解説
[住民説明会や総会での
説明用資料作成 ]

施工者選定方法に関
する協議・提案

公募方法の
解説・補助

施工者
選定

合意形成
支援
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表５-２　「住民の負担額」が大きい場合に発生し得る付随業務の詳細

業務内容

改修資金調達方法
の提案

修繕積立金のみでは、改修費用を賄えないとなった場合
に、耐震改修計画の進行が滞ってしまう可能性が考えら
れるため。
マンションにおいて改修を行なう際の、資金の調達方法
としては、管理組合として外部機関から借入を行なう方
法や、一時金を住民から徴収することで賄う方法などが
ある。借入を行なうことに抵抗がある住民も多いことが
考えられる。そういった場合には、長期修繕計画を見直し、
将来的な修繕積立金の金額の推移から計画的な返済が可
能であることを、グラフ等で明示すること等が有効であ
る。

必要とされる理由及び具体的な業務内容業務種別

合意形成
支援

（２）「住民の負担額」が大きい場合に発生し得る付随業務

　「住民の負担額」が大きい場合に発生し得る付随業務について、その業務が必要とされ

る理由を以下に示す（表５−２）。
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表５-３　「工事の範囲」が大きい場合に発生し得る付随業務の詳細

業務内容

見積参加企業の
住民対応力の審査
[現場見学会・
ヒアリング審査 ]

工事期間中の騒音や振動など、工事による住民の生活へ
の影響が大きいことが予想されるため、それらについて
事前に住民にきちんと理解し納得してもらう必要がある
ため。
理事会員に対してだけではなく、住民全体に対して複数
回、説明の機会を設けることが求められる。工事中の留
意点に関しては、階・住戸の位置によって異なる可能性
があるため、個別対応として詳しい説明を行なっておく
ことも重要である。

施工者は計画当初から耐震改修計画に携わっていたわけ
ではないため、マンションや住民の状況をよく知る改修
設計者が施工者をサポートする必要があるため。
工事項目や工事金額などに関しては施工者が行い、工事
中に住民が注意すべき事項や工程会議の日程調整などソ
フト面の業務は改修設計者が先導することが求められる。

住民からの苦情・要望の発生リスクが高まることから、
工事中の住民対応に強い施工者を慎重に選定する必要が
生じるため。
書面審査により、工事金額の確認に加えて、予定してい
る工事項目に対する技術・経験があるかについても把握
する。現場見学会を通じて、改修工事だけでなくマンショ
ン住民の状況や住みながら改修の留意点に関しても、施
工者に理解してもらう必要がある。また、ヒアリング審
査によって、現場監督の人柄や住みながら改修現場での
監督の経験の有無や住民対応業務への適正を見ることも
重要となる。

住民に対する
工事中の留意点の
解説

施工者による工事説
明の補助

必要とされる理由及び具体的な業務内容業務種別

合意形成
支援

施工者
選定

（３）「工事の範囲」が大きい場合に発生し得る付随業務

　「工事の範囲」が大きい場合に発生し得る付随業務について、業務内容ごとに、その業

務が必要とされる理由をまとめる（表５−３）。
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住民からの工事に関する質問や新たな要望に対して、改
修設計者がその工事箇所に関する設計意図等を交えて回
答する必要があるため。また、工事中に工事項目を追加
する必要が生じたり、住民の要望により設計変更が生じ
る場合もあるため。
そうすることにより、住民の理解や納得を得やすくする
ことにもつながる。施工者は計画当初の住民の要望まで
は十分に把握しきれていない。改修設計者が工程会議に
同席し、設計業務時の資料等を振り返りながら、適宜説
明することが求められる。

住民それぞれの特徴を知っている立場として施工者の住
民対応をサポートする必要が生じるため。
工事に対する意見や要望は、住民によって様々であるた
め、場合によっては個別対応も必要となる。そういった
施工者の手の行き届かない対応業務については、住民の
特徴に詳しい改修設計者が補完する必要がある。

管理組合参加の
定例工程会議での
質疑応答

工事中の住民対応の
補助

合意形成
支援
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5-５　まとめ

　分譲マンションの耐震改修計画を進めていくためには、改修設計者は通常業務に併せて

「必ず行われる付随業務」をフローマップに示した適切なタイミングで着実に実施するこ

とが必要である。また、「管理組合の体制」が十分に整っていない場合や、「住民の負担額」

が大きい場合、「工事の範囲」が大きい場合には、それぞれの影響事項によって発生し得

る付随業務を、適切なタイミングで業務に組み込むことが求められる。



第6章　終章
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6-1　本研究のまとめ

　本研究で得られた知見および到達点を以下にまとめる。

1.耐震改修計画への影響事項は、「マンションの規模」、「既存建物の耐震性」、「工事の範囲」、

「住民の負担額」、「管理組合の体制」、「改修設計者の専門・得意分野」の６つであることを明

らかにした。

2．耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容には強い関連性があることを示し、

特に合意形成支援業務の内容および期間に関しては、多くの影響事項から影響を受けるこ

とを明らかにした。

3．改修設計者の業務による影響事項への対応は、合意形成支援業務によってなされるこ

とが多く、付随業務において合意形成支援業務の比重が大きく重要であることを示した。

4．「工事の範囲」や「住民の負担額」の大きい場合でも耐震改修を実施するための付随

業務のあり方を探り、「設計段階に進むための業務」「住民の意見・要望を調査するため

の業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事への住民の理解を深めるための業

務」の合意形成支援業務を適切なタイミングで行なうことが重要であることを明らかにし

た。

5．分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務について「必ず行われる付随業

務」の全容を明らかにし、それらを適切なタイミングで着実に実施することの重要性を示

した。

6．「管理組合の体制」「工事の範囲」「住民の負担額」の３つの影響事項によって発生し

得る付随業務の具体的な業務内容について、通常業務や必ず行われる付随業務との位置関係

とともに明示し、フローマップとして提示した。
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6-2　本研究の成果

　本研究の成果を以下に示す。

1. 分譲マンションにおける耐震改修はまだ事例数が少ない。現在までに行われた事例に関

しても、マンションや管理組合の状況や耐震改修計画の特徴は事例ごとに様々であった。

その個別の状況や特徴から、耐震改修計画への影響事項を明らかにした。

2.合意形成支援業務を目的別に「設計段階に進むための業務」「住民の意見・要望を調査す

るための業務」「設計内容への合意を得るための業務」「工事に対する住民の理解を深め、工

事段階に進むための業務」に分類し、それぞれの実務内容と行なうべき時期を明快に表現

した。

3.本論文では分譲マンションの耐震改修での設計者の業務を「通常業務」と「付随業務」

に分類した。実際にこれらの業務を行なった改修設計者にとっては、業務種別など意識す

ることなく状況に応じて行なった業務の積み重ねに過ぎないが、その自然発生的な業務の

具体的内容と実施手順を自分なりの視点で整理した。

　本研究では、耐震改修計画への影響事項を明示し、改修設計者の業務内容との関連性を

明らかにした。また改修設計者が実際に行なった業務から「必ず行われる付随業務」を抽

出し、「発生し得る付随業務」についても影響事項の種類別に整理した。これらの整理に

より、発生する業務内容の事前の想定や影響事項に応じた業務の取捨選択が可能であるこ

とを示したことは、耐震改修促進の一助になると考えている。
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6-３　今後の研究課題

　今後の研究課題として考えられることを以下に示す。

１．今回の調査で、分譲マンションの耐震改修計画の進行は管理組合側の状況に大きく左

右されることがわかった。改修設計者の視点に併せて管理組合の視点からも事例分析を行

なうことで、分譲マンションの耐震改修の実状をより掴むことができると思われる。

２．改修設計者が行なった業務について時期および期間を「業務フロー」で示したが、実

際その期間内に行なわれた業務の密度は改修設計者ごとに様々であるため、事例間の業務

量の比較が十分に行なえなかった。業務期間だけでなくその間の実際の作業量まで踏み込

み調査することにより、十分な比較が可能になると考える。

３．分譲マンションにおいて耐震改修が実施された事例はまだ少ないものの、今回ヒアリ

ング調査を行なうことができた５つの事例以外にも様々な事例が存在し、今後も増加して

いくと考えられる。対象事例数を増やし同様の分析を行なう場合には、耐震改修計画への

影響事項の評価指標は更新していく必要がある。また、「影響事項によって発生し得る付

随業務」の内容についても、より充実させることができると考えられる。
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ふわっとしてるけど、実は色々考えてて堅実で頼もしかったです。選んだ道は美仁ちゃんにとっ

て絶対正しいから、自信を持って、来年からも楽しむことを忘れずに頑張ってね。

　加藤理紗さん。いつも研究室を明るくしてくれてありがとう。実は角研一、周りに気を遣え

る子だよね。研究に対しても本当に真面目で、考えて、考え過ぎて、自分の頭の中を人に伝え

るにはどうすればいいか、悩んだこともあったと思います。でもそういうところが素敵だし、

見習いたいと思うところでもあります。社会人になってもそのままの理紗ちゃんでいてね。

　佐野鞠子さん。初めに会ったときはサバサバしてるイメージだったけど、意外に繊細なとこ

ろもあって、さのまりはすごく魅力的でした。合宿の夜、廊下でまこっちゃんに引きずられて

た姿はまだ脳裏に焼き付いてるけど、社会に出てからもそんな元気を忘れずにね。

　竹本汐里さん。研究も卒制も時間を使ってじっくり考えているところ、本当に尊敬してまし

た。しおりんは知れば知るほど興味が湧いてくるから、来年もちょくちょく角研にしおりんに

絡みに来ようと思います。角研は自分を成長させるにはもってこいの環境だと思うし、その調

子で頑張ってね。

　そして、ヒアリング調査にご協力頂いた、（株）青木茂建築工房　丸山徹朗様、（株）あくと

総合計画　岡部成様、アワーブレーン環境設計（株）　蛇口洋平様、山田千代和様、（株）シー

アイピー　須藤桂一様、マンション NPO　山野井武様、川上美知代様、（株）堀江建築工学研究

所　清原俊彦様。

　ご多忙の中、貴重なお時間を割いて頂き、懇親的にご対応くださいまして、本当にありがと

うございました。実務に則した貴重なお話やご提供頂いた実務資料が研究の根幹を成し、本研

究を作成することができました。また、調査を通じて設計者やコンサルタントとして改修に携

わる方々に直接お会いし、多くの事を学ばせて頂けたことは、私個人にとっても大変貴重な経

験であり、今後の糧となると強く感じております。この場を借りまして、深く御礼申し上げます。

　

　最後に、この研究でお世話になったすべての方々、すべてのご縁に感謝の意を表し、本論文

の締めくくりといたします。

平成 26 年 2 月 3 日
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1. ヒアリング調査シート

資料編



 
 
■ヒアリング調査内容	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
 
１．分譲マンションの耐震改修計画において御社が行う業務について  
・業務の種類とその比率、会社設立当初から取り組まれていた業務であるか 
【業務の種類 例】 
a. 建築物・設備の現状調査	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
b. 耐震診断、耐震補強設計	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
c. 改修設計	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
d. 仕様書・見積書式の作成	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
e. 工事会社選定	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
f. 住民説明会・理事会・総会等のサポート	
 	
 	
  
g. 住民へのアンケートの実施	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
h. 工事監理	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
i. アフターサービス（定期点検）	
 	
 	
 	
 	
 	
  
j. 長期修繕計画書策定・見直し	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
k. マンション経費削減のための支援 
l. 助成金等の制度および耐震化手法等に関する情報提供	
 	
 	
  
m. 建物診断法の確立のための業務	
 	
 	
 	
 	
 	
  
n. その他（	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ）	
  
 
・御社の耐震改修事業に占める、分譲マンション耐震改修の割合 
 
２．御社が耐震改修計画を担当された分譲マンションについて  
・事例数（依頼数のうち何件が実現に至ったかの割合も含め） 
・物件概要、取り組まれた時期 
※物件概要についてご提供頂きたい情報は、以下の表の項目です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

耐震改修前	
 改修後	
 

	
 	
 計画着手年	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 年	
 	
 	
 月	
 

竣工年	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 年	
 改修竣工年	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 年	
 	
 	
 月	
 

構造	
 	
 構造	
 	
 

住戸数	
 	
 住戸数	
 	
 

建築面積	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ㎡	
 建築面積	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ㎡	
 

延床面積	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ㎡	
 延床面積	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ㎡	
 

階高	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 mm	
 階高	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 mm	
 

発注者	
 	
 発注者	
 	
 

意匠設計者	
 	
 意匠設計者	
 	
 

構造設計者	
 	
 構造設計者	
 	
 

施工者	
 	
 施工者	
 	
 

工期	
 	
 工期	
 年	
 	
 月~	
 	
 年	
 	
 月	
 

Is 値	
 	
 Is 値	
 	
 



 
 
※以下の質問項目は、御社が担当された分譲マンション耐震改修事例のうち、一事例についてお聞きします。 
 
３．そのマンションの当時の状況、及び御社が耐震改修計画に着手するまでの経緯  
・その分譲マンションに着手することになった経緯、当初の発注者の依頼内容 
・（依頼当初は改修の実施が決定していなかった場合、）改修の実現に至るまでの過程、住民の賛成と反対の比率 
・マンションの長期修繕計画と修繕積立金の状況について 
・改修以外の手法（建替えなど）の検討の有無 
・耐震補強以外に行なう必要があった改修項目（内装、外装、設備等） 
 
４．その事例で御社が行なった業務について  
・組織体制・参加主体の関係性、その中での御社の役割 
・耐震改修計画の中で御社が行なった具体的な業務内容とそのフロー  
・耐震診断や構造調査の実施の有無 
・助成金等の利用の有無 
・業務上で苦労されたこと、工夫した点 
・区分所有者や関係者からの意見・要望、及びそれらに対する御社の対応 
 
その他  
・分譲マンション耐震改修に今後携わるご予定、意向 
・御社から見た、分譲マンションにおける耐震改修の促進のための展望 

 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
※	
 可能であれば、下記のものを参考資料としてご提供頂ければと思います。 
・	
 耐震改修計画フロー表、業務の進捗がわかる資料、総会・住民説明会時の配布資料等 
 
本調査でお伺いした内容・資料等については、本研究での使用以外、許可無く漏洩致しません。 
ご協力、誠にありがとうございます。 



2. ヒアリング調査結果
大規模修繕コンサルタント会社、事例①～④

資料編

【ヒアリング調査日時】
・  大規模修繕コンサルタント会社：2013/10/4( 金 ) 
・  事例①：2013/11/7( 木 ) 
・  事例②：2013/10/23( 水 ) 
・  事例③：2013/10/29( 火 ) 
・  事例④：2013/10/30( 水 ) 



【ヒアリング調査結果　大規模修繕コンサルタント会社】



【ヒアリング調査結果　事例①】



【ヒアリング調査結果　事例②】



【ヒアリング調査結果　事例③】



【ヒアリング調査結果　事例④】



3. 業務フロー詳細
事例①～④

資料編
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り
協
議

施
工
者
と
の
顔
合
せ

施
工
者
に
よ
る

工
事
説
明
の
補
助

修繕委員会
（計５回程度）

耐震診断評定

事
前
相
談

耐
震
診
断
助
成
を
申
請

耐
震
診
断
結
果
報
告

・管理組合参加の定例工程会議への出席（月２回、計11回程度）
・工事中の住民対応

現場訪問

耐
震
設
計
助
成
金
の
交
付
決
定

事
前
相
談

耐
震
設
計
助
成
を
申
請

耐
震
工
事
助
成
を
申
請

耐震設計評定



主な
管理組合の
取組み

定期的な現場訪問

H20/2008 H21/2009
5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

年
月

H19/2007
5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 41 2 3 4

H18/2006
1211 2

工
事
着
工

竣
工

3 4 5 6 7 8 9 10
H22/2010

委
員
会
を
設
置

耐
震
問
題
検
討
特
別

事
務
所
を
決
定

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

簡
易
診
断
実
施

住
民
説
明
会

簡
易
診
断
結
果
・

耐
震
診
断
の
説
明

耐
震
診
断
実
施
決
定

総
会

コンサルタント事務所の選定

耐震診断助成

事
前
相
談

耐
震
診
断
見
積
書
提
出

事
務
所
を
決
定

３
社
見
積
り
取
り

耐震診断 現地調査 １~７号棟全ての耐震計算・まとめ

住
民
説
明
会

診
断
結
果
の
説
明

診
断
結
果
提
示

診
断
完
了

簡
易
診
断
結
果
ま
と
め

改
修
案
提
示

理
事
会

改
修
案
の
承
認

施
工
業
者
選
定

補強設計

1F集会室内装・トイレ改修設計

建
物
基
礎
部
分

追
加
現
地
調
査

耐
震
改
修
促
進
法
に
基
づ
く
認
定

の
取
得
完
了

耐
震
工
事
実
施
決
定

総
会

事
前
相
談

事
前
相
談

耐震設計助成 耐震工事助成

設
計
完
了

完
了
報
告

耐
震
工
事
助
成
を
申
請

耐
震
設
計
助
成
を
申
請

評
定
申
し
込
み

耐
震
診
断
助
成
を
申
請

完
了
報
告

評定・
助成金
取得

合意形成
支援

耐震診断

施工者
選定

工事監理

設計

【業務フロー詳細�事例②】



主な
管理組合の
取組み

H20/2008 H21/2009
8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

工
事
請
負
契
約

年
月

H19/2007
8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 74 5 6 732112

基本構想まとめ

見
解
書
提
出

竣
工

臨
時
総
会

理
事
会

理
事
会

理
事
会

理
事
会

臨
時
総
会

理
事
会

設
計
業
務
契
約

理
事
会

診
断
業
務
契
約

理
事
会

臨
時
総
会

臨
時
総
会

修
繕
委
員
会

補
助
金
申
請

工
事
完
了
検
査
届

の
提
示

診
断
計
画
書

既存耐震診断

現
地
調
査
実
施

診
断
結
果
報
告
書
提
出

改
修
計
画
説
明

補強基本設計 補強実施設計

大規模修繕工事設計 耐震改修に関する基本設計・実施設計

再
検
討
・

現場訪問（週1~2回）

施工業者選定

H18/2006
11

事
前
相
談
①

事
前
相
談
②

事
前
相
談
①

事
前
相
談
④

事
前
相
談
③

本
委
員
会

事
前
相
談
①

事
前
相
談
②

事
前
相
談
①

事
前
相
談
③

評
定
完
了
・

評
定
完
了

助
成
金
の
支
払
い

助
成
金
の
支
払
い

工
事
計
画
審
査

質
疑
回
答
書
提
出

構
想
提
案

耐震診断助成 耐震工事助成

竣
工

耐
震
診
断
見
積
書

評定・
助成金
取得

合意形成
支援

耐震診断

施工者
選定

工事監理

設計

【業務フロー詳細�事例③】

診
断
結
果
報
告

最
終
報
告
書
提
出



主な
管理組合の
取組み

H20/2008 H21/2009
8 9 10 11 12 1 2 3

工
事
請
負
契
約

年
月

H19/2007
8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 74 5 6 7

2006
32112

臨
時
総
会

設
計
業
務
契
約

診
断
業
務
契
約

補
助
金
申
請

現
地
調
査
実
施

現場訪問

耐震診断助成 耐震工事助成

耐
震
調
査
費
の
予
算
化

定
期
総
会

耐
震
工
事
費
の
予
算
化

工
事
見
積
り
提
出

耐
震
設
計
を
含
め
た

理
事
会

設
計
・
工
事
見
積
依
頼

複
数
の
設
計
案
提
示

理
事
会

設
計
案
に
関
し
て

最
終
設
計
案
確
定意匠設計

4 5
工
事
完
了
検
査
届

固
定
資
産
税
減
税
の

認
定
申
請
書
作
成

耐
震
診
断
結
果
説
明

臨
時
総
会

耐
震
改
修
方
針

を
提
示

臨
時
総
会

構造設計担当の事務所との協議

事
前
相
談

事
前
相
談

入
札
方
式
で
公
募

金額等の条件比較

元
施
工
者
を
選
定

既存耐震診断

工
事
着
工

竣
工

助
成
金
の
支
払
い

助
成
金
の
支
払
い

耐
震
改
修
助
成
を
申
請

耐
震
診
断
助
成
を
申
請

評定・
助成金
取得

合意形成
支援

耐震診断

施工者
選定

工事監理

設計

【業務フロー詳細�事例④】



４. 合意形成に関する実務資料
事例①（アンケート資料のみ抜粋）

資料編
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４. 合意形成に関する実務資料
事例⑤（アンケート資料のみ抜粋）
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・作り替えではなく塗装は必要だ。

・可能であれば自動ドアーにしたい。

・宅配BOX必要。

・具体的に発生していれば改修必要。

・交換したばかりなので、様子をみたい。

・コンクリート劣化防止の為にも必要だ。

・何の為かわからない。場所もとるし、管理の必要性がでるのでは。

・駐輪スペースを広げる。

・具体的に発生していれば改修必要だ。

・具体的に発生していれば改修必要。

・防犯上必要。

・滑らない素材としてほしい。

・あれば便利。

・現状では出し入れしにくい。

・わざわざお金を出して撤去する必要はない。

・オートロックをボタン式にして欲しい。

・ドアクローザーが壊れてしまった。

・節電対策は解除してほしい。

・駐車場側の扉も更新して欲しい。

・4階あたりの接続部分が下からみてもかなり危険。

・バルコニーの防水をして欲しい。リビング天井に漏水の跡あり。

・玄関扉のペンキが一部剥がれている。

・災害時の非常食や水を置くスペースがあると良いと思う。

・倒壊の危険があれば交換する。

・防犯カメラの設置を検討して欲しい。

・電話回線、ケーブル、テレビ回線もチェックする。

・警備会社通報システムは必要と思う。

・開閉が重い。手を挟みそう。

・洗面台のパイプあたりから時々臭気が出ることがある。

・対処が難しいのではないか。

・節電中なのではないか。

・具体的内容は何か。

・実害があるのかどうかによる。

・どのようにして整備するのか。

・隣家との負担方法等、交渉内容はどうなっているのか。

・強度に問題があるなら賛成する。

・このようにする理由を教えて欲しい。

・当然のこと。

・質問不要（当然）。

・質問不要（当然）。

・質問不要（当然）。

・汚れが目立たない絨毯色にするべき。 ・汚れが幾分目立つように思う。
・以前骨折者があり、現在の様になった経緯がある。汚れは玄関ホールマットで靴裏を拭くようにすることを励行する。

・節電が解除されれば解決するのではないか。

・至急直してほしい。

・専用部分内の配線チェックも再度実施して欲しい。

・何処にあるのか知らないが必要だと思う。

・高齢者を考慮し、変えるならクッション性があるのが望ましい。

・原因を突き止めるべきだ。対処の判断はその後にする。

・調節で直らないのなら検討する。

・節電中なので暗いだけ。点灯する数で調節するべき。

・何の為に何人の人がほしがっているのか教えて欲しい。

・問題化しているのであれば、状況次第で対処する。

・必要との意見があるのは知っている。

・費用の面で隣接住人と話し合いが必要。

・安全性を確認した上で検討する。

・具体的な被害内容がわからないので、判断できない。

・まだ、使用している人もいるので個人の自由で統一しなくても良い。

・エントランス キーが渋い事はあるが、使い潰したらよい。

・必要に応じてＯＫ。

・事実を知らないので知りたい。

・何処の事を言っているのかしりたい。

・防災、防犯に関するものは撤去しないよう希望する。・あって良い。
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・高齢化社会を迎えるにあたり、不可欠。
・設置スペースがあるのか。・居住者の年齢が高齢化しているので是非行いたい。 ・考えたことが無いが、必要そうだ。 ・不可能と聞いているが。

・使用頻度を考えると費用がかかりすぎる。救急隊員は全ての状況に対応するのではないか。

・屋上への設置は反対。・物騒になる懸念がある。・屋上の物干しスペースは貴重である。
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・出来るのであればそうしたい。・露出の度合いによる。
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・建物外側にも垂れ下がるコードが見えていておかしい。

・地震時にガラスの飛散防止になるので必要。・格子の存在意義を明らかにして欲しい。・防犯の意味があるので、個人の要望にまかせる。
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・更新の理由が知りたい。
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◎�改修要望アンケート

・建物耐震補強  

皆様のご回答頂いた要望を下記項目「強：耐震補強」「用：建物機能修繕」
「美：共用部充実」へ分け、各項目ごとに関係する工事の分類を行いました。

◎ 改修項目概念図

駐輪場整備

駐車場整備

左記表の｢改修を行う際の項目｣は要望項目の改修時に、分類される内容となっており
「強」「用」「美」それぞれのグループの改修を行う際に、お互いに密接に関係している事を
示しています。

・屋外鉄骨階段やりかえ

既存躯体補強、既存躯体解体、仮設

既存鉄骨避難階段撤去、鉄骨避難階段新設

共用廊下一部増築、共用廊下格子撤去

玄関ドア改修

バルコニー等の専用部サッシ改修

共用廊下サッシ撤去(外部側)
共用廊下サッシ新設(外部側)

屋上外断熱防水へ改修

バルコニー、庇防水改修

バリアフリー工事

設備配管工事、給水,ガス配管つなぎ込み工事

共用部電気系統更新、電気配線工事

新設PS配管隠しパネル工事

屋上排気ファン更新、ゴミ置き場換気扇設置
排気ダクト更新、共用廊下換気扇設置

エントランス改修

屋上デッキ設置工事

セキュリティー工事

耐
震
補
強

改修を行う際の項目要望項目

用
   
建
物
機
能
修
繕

美
   
共
用
部
充
実

・共用廊下の更新

・エレベーターの更新

・換気設備の更新、新設

・アルミサッシの更新

・セキュリティーの更新

・設備配管の新設,更新

・電気配線の整理

・屋上防水やりかえ

・バルコニー防水やりかえ

・玄関扉の修繕

・エントランスホール改修

・ロッカールームの新設

・屋上テラスの設置

・駐車場の整備

・外構の整備

・駐輪場の整備   

強

エレベーターの改修

ロッカールームの新設

外構の改修

駐輪場整備

駐車場整備

既存鉄骨避難階段撤去
鉄骨避難階段新設

共用廊下一部増築
共用廊下格子撤去

玄関ドア改修

バルコニー等の
専用部サッシ改修

共用廊下サッシ新設
(外部側)

屋上を外断熱防水へ改修

設備配管工事

電気配線工事

新設PS配管隠し
パネル工事

屋上排気ファン更新

排気ダクト更新 エントランス改修

屋上デッキ設置工事

セキュリティー工事

既存躯体補強
既存躯体解体

エレベーターの改修

ロッカールームの新設

外構の改修

耐震補強
強

建物機能修繕
用

共用部充実
美

仮設工事

バリアフリー工事

電気配線、設備配管工事を行う際は躯体補強工事の内容が含まれ、玄関ドア改修には
建物機能修繕と共用部を充実させる面があり、共用廊下格子撤去には補強工事の際に
格子を撤去する必要があるなど、それぞれの改修項目が関わりあっています。

（仮称）白金マンションリファイニング計画株式会社�青木茂建築工房

[1]-① 住民アンケート結果報告
□ アンケート集計方針



（仮称）白金マンションリファイニング計画株式会社�青木茂建築工房

[1]-① 住民アンケート結果報告
□ 改修要望アンケート集計結果 (区分所有者様)



（仮称）白金マンションリファイニング計画株式会社�青木茂建築工房

[1]-① 住民アンケート結果報告
□ 改修要望アンケート集計結果 (賃貸居住者様)



（仮称）白金マンションリファイニング計画株式会社�青木茂建築工房

共用廊下にて換気中の窓から雨が入り床がぬれるので改善して欲しい

住戸内共用廊下側の壁の結露対策を行いたい

経年劣化、漏水、更新時期を考慮しバルコニー防水の改修屋上は
外断熱防水へ改修を行いたい

住戸内の臭気問題解決のため、排水管の更新を行いたい

玄関扉を開閉が行いやすく耐震性のある物へ変更したい

情報設備として光配線方式を導入したい

共用廊下に面する窓の格子を外し、防犯フィルムや防犯ガラスに
変更したい

救急時にストレッチャーが入るエレベーターに改修したい

外部避難階段は劣化が見受けられるので作り替えたい

臭気が廊下へ漏れるためゴミ置き場へ換気扇を設けたい

現在、電気やガスの使用できる容量が小さいため、大きくしたい

マンションのセキュリティー性能を上げるためオートロックや、防犯
監視装置の更新を行いたい

オール電化にしたい

配線の経年劣化による漏電等の不具合のため電気回路の整理を
行いたい

コンロをIHクッキングヒーターとしたい

ガス給湯を導入したい

安全のため現在の消防法にあった設備に更新したい

住戸のサッシ廻りの漏水を防ぐため更新を行いたい

屋上の排気ファンの排気能力が低下しているので更新したい

耐震診断の結果、耐震補強が必要であれば行いたい

エントランスホール雰囲気向上のため改修を行いたい

ゲストルーム有効活用や災害時の非常食のストック場所等として
トランクルームを設けたい

屋上で物干しスペースとしてあまり活用されない場所は、展望スペース
としてデッキを設けたい

駐車場の路面の凹凸や、表示線の劣化がみられるので全面的に
改修を行いたい

要望 ご意見
耐
震
補
強

用
   
建
物
機
能
修
繕

美
   
共
用
部
充
実

強

[1]-① 住民アンケート結果報告
□ 改修要望アンケートご意見欄集計結果

 区分所有者 賃貸居住者

・非常時の出口となる

・もっと明るくセンスあるものとしては？

・必ずくると言われている大地震に備え、10年計画で立て直しプロジェクト委員会を設置して欲しい

・熱源を一つにするのはリスクが大きい

・屋上にソーラーパネルを設置し、自家発電が出来るようになると安全

・するべきだろう、聞くまでもない

・重いので子供など手を挟まないか心配、カギの動きが鈍い

・照明をつけて貰うだけで良いのだが…

・前回の診断でOKとなったのではないか？

・専用部の改修は個人負担で行うべき

・専用部の改修は個人負担で行うべき

・専用部の改修は個人負担で行うべき

・古くては良くなく感じるので、是非新しいものへ交換したい

・エレベーター改修はコストが高すぎるため行いたくない

・個別対応には限界があるので必ずお願いしたい

・個別対応には限界があるので必ずお願いしたい

・個別対応には限界があるので必ずお願いしたい

・個別対応には限界があるので必ずお願いしたい

・個別対応には限界があるので必ずお願いしたい

・前回の改修は何だったのでしょうか？

・国の基準の押しつけは別として前回の竹中ので十分と思う

・あの非常階段の位置は非常時に危険で使えない

・一つのエネルギー源に頼るのは賢くない

・もう採用している人もいるという事だ
・電磁波が体に悪いらしい

・1戸の基本導入電力をあげたら良いのこと

・一体何処の事を言っているのか

・もう導入しているのではないか

・屋上の外断熱の問題は7階の人の問題で全体ではない

・不満を感じていない

・それほど大きな問題なのか

・これは個人の自由に任せたら良い

・救急の世話になったが、現状でOK

・毎年排水管の洗浄を行っている、臭気の原因を突き止めろ

・気にしていない

・臭気の原因は住人のゴミ処理のマナーによる、掃除の人は頑張ってる

・本当の事実なのか

・そのようなことが起こっているのか、何処で？

・機械に頼るより、住人の責任感に頼りたい

・知識がないので答えようがない

・家具やプラントにもう、十分金を使っただろう

・非常食は個人の自己責任、トランクルームは専業者がいる

・無駄！

・路面の凸凹はアスファルト下地面が柔らかいからだと聞いている、それを解決するのに
どの位の費用が払えるのか

・追い炊きの出来る風呂釜にしたい



問題箇所 問題点番号 改善点

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

問題箇所 問題点番号 改善点

⑯

⑰

⑱

⑲

（仮称）白金マンションリファイニング計画株式会社�青木茂建築工房

[1]-① 住民アンケート結果報告
□ � その他ご要望事項集計結果

エントランス自動ドア 開閉方法 荷物を持っているときに開閉が不便と
感じるので改善して欲しい

屋上 眺望 景観が良いのでﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝｽﾍﾟｰｽ
や共有スペースとして活用したい

駐車場 車が風雨にさらされている 劣化を防ぐために屋根などを設けて
欲しい

トイレ、台所 排気効率が悪い 効率が良くなるよう改善して欲しい

窓 密閉性が低い サッシの交換、ペアガラスへの交換
を行って欲しい

トイレ換気扇

区分所有者 賃貸居住者

臭気と埃がたまる ダクトの清掃を行って欲しい

外のガラスサッシの取り替え アルミサッシが劣化 開閉が悪く、錆がとれないので
新規交換を良しとする(202は交換済)

手摺 ペンキの剥がれ 強度とデザイン性を考えたもう少し
見栄えの良いマンションにする

玄関ドア 今時鉄製ドアは？  ドアの交換 木製などデザイン性のあるもに変更する
(管理組合より提案しその中から決める)

キッチンの電気容量
2~3つの電化製品を使うと
ブレーカーが落ちる 電気容量と配線の交換

天井からの騒音 ドンドンという足音がする 防音対策、住民への注意をお願いしたい

壁からの騒音 深夜の鳴き声 防音対策、住民への注意をお願いしたい

エントランス、共用廊下の電気 暗すぎる 電気をつけて欲しい、こわい

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲



５. 事例⑤における付随業務の日程表

資料編



改修設計者 施工者 管理会社 理事会員 区分所有者
昭和４５年 既存マンション竣工
平成２１年１２月 ● ● 会社Tが耐震診断を実施
平成２２年 ● ● 会社Tが建替え案を提示
平成２２年 ● マンション住民の知人から改修設計者へ情報が入る（会社Tの提示工事価格は適当かのジャッジ依頼）
平成２２年　８月　４日 理事会 ● ● ● 会社Tの耐震診断予備診断報告書への見解書提出
平成２２年１１月１３日 理事 ● ●
平成２２年１２月１６日 理事会 ● ● ● 方針企画書、概算見積書提出
平成２３年　３月１０日 メール ●
平成２３年　４月 ● 地震に関するアンケート①作成
平成２３年　４月　８日 ● 地震に関するアンケート①配布・回収
平成２３年　４月２５日 ● 地震に関するアンケート①集計結果把握・まとめ
平成２３年　４月２５日 理事会 ● ● ● 構造調査概要資料提出 契約①（事前調査）

平成２３年　５月　　 ● 鉄筋コンクリート造現地調査計画書提出
平成２３年　５月１０日 理事会 ● ● ● 各業務ごとの業務内容提案書
平成２３年　５月３１日 総会 ● ● ● ● 耐震改修コンサルタント業務決議（耐震改修・再生建築設計監理業務の説明） 請求①、契約②（構造調査）

平成２３年　７月　８日 理事 ● ● 構造調査に関する協議
平成２３年　７月１９日 理事会 ● ● ● 構造調査報告
平成２３年　７月２２日 理事 ● ● 助成金に関する協議
平成２３年　８月３１日 理事会 ● ● ● 耐震診断作業の進捗等報告 　　　　請求②　　　　　　契約③（耐震診断）

平成２３年　９月２９日 理事 ● ● 個別要望質疑
平成２３年１０月　８日 ● 改修方針に対する意向アンケート②配布・回収

● 改修方針に対する意向アンケート②集計結果把握・まとめ
● 基本構想案（草案-１）提示基本構想案（草案-１）提示基本構想案（草案-１）提示
● ● ● 設備更新に関する協議・改修項目の協議

平成２３年１１月　８日 理事 ● ● 改修項目等に関するアンケート③内容協議・個別要望質疑
平成２３年１１月１７日 ● 改修項目等に関するアンケート③配布・回収
平成２３年１１月２４日 ● 改修項目等に関するアンケート③集計結果把握・まとめ

● 基本構想案（草案-２）提示基本構想案（草案-２）提示
● ● ● アンケート集計結果協議・改修項目の協議

平成２３年１２月１９日 理事会 ● ● ● 耐震診断結果報告・アンケート集計結果報告 　　　　　　　　　　　　　　　　請求③

平成２４年　１月１２日 理事会 ● ● ● 住民説明会・改修項目・助成金に関する協議
平成２４年　１月１６日 理事会 ● ● ● 耐震改修方法に関する協議
平成２４年　１月１９日 住民説明会① ● ● ● ●
平成２４年　１月２３日 住民説明会①2 ● ● ● ● 請求④・請求⑤　　契約⑥（住民説明会実施）

平成２４年　２月　８日 理事会 ● ● ● 施工会社・全体工程に関する協議
平成２４年　２月１４日 理事会 ● ● ● 改修方針に関する協議
平成２４年　２月２８日 住民説明会② ● ● ● ●
平成２４年　２月２９日 住民説明会②2 ● ● ● ●
平成２４年　３月　３日 住民説明会②3 ● ● ● ●
平成２４年　３月　５日 理事会 ● ● ● 住民説明会③について協議（概算工事費・工事方法について）
平成２４年　３月２６日 理事会 ● ● ● 建替えと再生の比較についての説明
平成２４年　４月　４日 理事会 ● ● ● 建替えと再生の比較についての説明、住民説明会③での説明内容の協議
平成２４年　４月１８日 理事会 ● ● ● 概算工事金額についての協議
平成２４年　５月　８日 理事会 ● ● ● 既存不適格・増築・行政協議による是正項目についての説明、EV改修を含む概算金額の提示
平成２４年　５月２５日 総会 ● ● ● ● 改修設計方針の説明・助成金の説明 　　　　　　　　　　　請求⑥

平成２４年　６月２５日 打ち合わせ ● ● 共用エントランス改修図の提示
平成２４年　６月２６日 理事会 ● ● ● 要望・改修項目についての協議
平成２４年　７月２４日 理事会 ● ● ● 要望・改修項目についての協議 契約⑦（設計コンサル、補強設計、基本・実施設計）

平成２４年　８月　９日 理事会 ● ● ● 要望・改修項目についての協議
平成２４年　８月１７日 打ち合わせ ● ● 共用廊下改修図の提示
平成２４年　８月２４日 理事会 ● ● ● 改修項目の協議・第三次住民説明について協議
平成２４年　９月１４日 理事会 ● ● ● 行政協議・見積結果・ＶＥ提案・第三次住民説明について協議
平成２４年　９月２７日 理事会 ● ● ● 行政協議・見積結果・ＶＥ提案・オプション工事・第三次住民説明について協議
平成２４年１０月　９日 住民説明会③ ● ● ● ●
平成２４年１０月１１日 住民説明会③2 ● ● ● ●
平成２４年１０月１３日 理事会 ● ● ● 見積結果・ＶＥ提案・オプション工事・総会の議案について協議
平成２４年１１月　１日 理事会 ● ● ● 耐震補強・仮設工事・施工者についての協議
平成２４年１１月　５日 臨時総会 ● ● ● ● 耐震改修工事および設計工事監理の決議（設備更新・工事予算・工事方針・工程の説明）
平成２４年１１月２０日 理事会 ● ● ● 工事項目・工事金額・補強についての協議
平成２４年１２月　５日 理事会 ● ● ● 仮設駐車場・工程・設備改修説明会の協議
平成２５年　２月　７日 理事会 ● ● ● 監視カメラ・ノンタッチキーの導入提案、再見積り結果提示
平成２５年　２月２２日 理事会 ● ● ● 共用部意匠の確認、減額項目の検討、設備改修工事の再検討 請求⑦

平成２５年　３月１４日 理事会 ● ● ● 計画の詳細確認、工事金額・工事監理についての説明
平成２５年　４月　９日 理事会 ● ● ● 工事に向けての報告・確認、工事金額・工事項目・工事説明会資料の確認、工事監理計画書の提示
平成２５年　４月２７日 理事会 ● ● ● ● 各住戸対応の工事について、工事説明
平成２５年　４月 工事説明会 ● ● ● ● ● 工程の確認・工事中の留意点の説明 契約⑧（工事監理）

理事会 ● ● ● ● 工程の確認・工事中の留意点の説明
工事説明会 ● ● ● ● ● 工程の確認・工事中の留意点の説明

平成２５年　５月～ ● ● ● ● 工事監理、定例会議へ

【事例⑤における付随業務の日程表】

理事会

理事会

● ●

年月日 会名・概要
関係主体（関係者を●で示す）

内容受注者

平成２３年１０月２６日

平成２３年１１月２６日

構造調査と耐震診断結果の報告・補耐震強方針

フィー（契約・請求）発注者

理事会 契約④（アンケート実施）
契約⑤（基本構想・施工業者選定）

住民説明会①のおさらい・改修項目の説明

第二次住民説明会のおさらい・工事説明

平成２５年　５月１５日

● 耐震診断結果報告・アンケート内容協議平成２３年　９月２８日



６. 提出梗概

資料編



1．研究概要
1－1　研究の背景と目的
　地震国である日本において、安全のために建築物の耐震性を確保

する必要があることは、既に共通の認識事項であると言って良い。

そのような中で、平成25年 11月には改正耐震改修促進法が施行され、

耐震改修計画の認定基準の緩和や、区分所有建築物で耐震改修を実

施しようとする場合の決議要件の緩和がなされるなど、既存建築物

においても早急に耐震性の向上を進めていくことが喫緊の課題とな

っている。

　特に分譲マンションにおいては、約 571 万戸（平成 22 年末時点）

のストックのうち、およそ 106 万戸が 1981 年以前の旧耐震基準に沿

って建てられたものであると試算されている 1)。そのため、住民の生

命及び区分所有者の財産の保護はもとより、地域の安全性の確保の

ため、早急に耐震化に取り組む必要がある。しかし、耐震改修工事

を行なうための資金の不足や、耐震改修の実施には住民の合意を形

成していく必要があることなどが障壁となり、耐震診断・耐震改修

ともに進んでいないのが現状である。設計者の立場からしても、既

存建物の状態だけでなく管理組合や居住者の状況についても考慮し

なければならず、耐震改修設計時に必要となる業務が事前に想定し

にくいことから、分譲マンションの耐震改修を積極的に手掛ける設

計者は少ない。

　以上のような認識から、本研究では分譲マンションの耐震改修事

例において、耐震改修計画の進行に影響を及ぼす事項を把握すると

ともに、改修設計者により行なわれた業務の内容とそのフローを調

査することで、業務による影響事項への対応方法を明らかにする。

そして、実務内容や実施手順が想定しにくい改修設計者の付随業務

に関して全容を詳細に整理し、分譲マンションにおいて耐震改修計

画を進める際に有用な資料を作成することを目的とする。

1－2　論文構成
　第２章では、文献 2)3) 調査から分譲マンションの現状を把握した上

で、耐震改修における関係主体の関わりと、その中で改修設計者に

求められる役割についてまとめた。さらに、分譲マンションの耐震

改修で改修設計者が行なう業務を、通常業務と付随業務に分類した。

第３章では、1981 年以前の旧耐震基準で建てられた分譲マンション

のうち、助成制度を活用して耐震診断を含む耐震改修を行なった改

修設計者へのヒアリング調査から、耐震改修計画の進行に影響する

６つの事項を明らかにした。また、改修設計者が実際に行なった実

務内容から、業務による影響事項への対応方法を明らかにしている。

第４章では、付随業務が最も詳細に把握できた事例に対する改修設

計者へのヒアリング調査から、付随業務の実施プロセスを示すとと

もに、付随業務における合意形成支援業務の重要性を考察している。

第５章では、３、４章での分析結果をもとに、共通して行なわれた

付随業務の実務内容を抽出し、分譲マンションの耐震改修設計時に

れる。管理組合の体制が十分に整っていない場合は、改修設計者が合

意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野
　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれ

る業務内容に影響を及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分

野への技術を活かして業務を進める上、場合によっては必要であっ

ても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修設

計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内

容への影響事項となる。

3-2　改修設計者の業務による影響事項への対応
　事例ごとに、改修設計者がどのような業務を行なうことによって

影響事項に対応したかについて分析を行なう。表３に示す評価方法

で、各事例における影響事項の大きさを点数化し、その点数に基づ

き評価を行なった。また、業務種別ごとの実務内容については、表

４に記載している。付随業務４つがそれぞれどのような実務を含む

かについても併せて示している。通常業務に関しては、工事の種類や

項目数の差異による違いはあるものの、実務内容としてはどの事例に

おいてもほぼ同様であった。一方、付随業務に関しては、具体的な実

務内容やそのフローは事例ごとに様々であった。特に、合意形成支援

業務については、業務期間やその内容に大きな差異が見られた。図６

〜図10に、それぞれの事例における影響事項の評価結果、業務フロー、

実施した改修工事内容をまとめている。

１）事例①
　事例①における特徴的な影響事項として、「管理組合の体制」に対

する評価が高いこと、「改修設計者の専門・得意分野」がマンション

等での大規模修繕に関するコンサルティングであることが挙げられる。

業務フローからは、合意形成支援業務が計画の後半期に多く行なわれ

ていることがわかり、具体的な実務内容は、基本構想の資料作成およ

び説明、工事範囲と費用の説明資料作成および総会での説明、修繕委

員会での協議（計５回）、議案書の作成、施工者による工事説明の補

助、管理組合参加の定例工程会議での質疑に対する応答（月２回、計

11回程度）、工事中の住民対応である。計画の前半期に合意形成支援

業務が行なわれていない理由としては、管理組合の体制が整っていた

ため、組合側が自ら住民の合意形成に主体的に取り組んでいたことが

挙げられる。住民へのアンケートの作成・集計・結果説明や、耐震診

断や工事内容への理解を求めるための広報などは、全て管理組合が行

なっている。

２）事例②
　事例②の影響事項は、「マンションの規模」が大きいこと、「工事

の範囲」が小さいこと、「住民の負担額」が小さいこと、「管理組合

の体制」への評価が高いこと、「改修設計者の専門・得意分野」が構

造に特化していたことが特徴として挙げられる。この事例では複数棟

に対して耐震診断を行なった結果、１棟のみ補強の必要性があるとわ

かり、耐震改修を実施した。そのため、耐震診断業務に時間がかかっ

ている。また、構造分野に特化した改修設計者であったため、合意形

成支援業務は非常に少なく、その実務内容は、診断結果の報告資料の

作成および説明、設計案提示用の資料の作成および説明のみである。

この事例では、日頃のマンション運営・管理に関しても、管理会社に

業務委託することなく管理組合が自ら行なうほど、管理組合の体制が

整っており、また補強工事箇所も地下ピットのみであったため、合意

形成支援業務が少なくても耐震改修が実現されたと考えられる。

３）事例③
　事例③における影響事項の特徴は、「既存建物の耐震性」が低いこ

長いため、実際に工事が進んでいく中で新たな住民の要望が生まれる

など、様々な問題が発生することを踏まえて、工事監理業務とも並行

して行なわれている。

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性

が明らかとなった。そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難し

い工事規模の耐震改修計画における合意形成支援のあり方、という視

点から、改修設計者における合意形成支援業務の実態について探る。

４-２　合意形成支援業務の実態
　合意形成支援業務は、管理組合の取り組みと常に連動して進められ

る。管理組合の取り組みは図12に示した主なものだけでなく、計40回

以上もの理事会を必要に応じて開き、理事会員と改修設計者との間で

協議を行なっている。総会はあくまで決議を目的とした場であり、そ

の準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の業務

の大部分を占めている。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決

議要件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理

事会員とともに協力して決議に向けてのシナリオを組んでいくために

は、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を得て、住民と改修設計者

との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。合意形成

のために理事会で協議された内容は、総会に関する事柄のほか、住民

アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙

げられる。

　実施された住民アンケートと住民説明会に関して、その内容と役割

を整理した（表６）。アンケートと説明会の実施により、マンション

の耐震性把握から工事項目の決定まで、住民が継続的に耐震改修計画

に関わる機会をつくっていることがわかる。また、住民アンケートで

得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映している

ことを住民にわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最

も重要だと言える。

必須となる付随業務として全容をまとめている。耐震改修計画への

影響事項によって発生し得る付随業務についても、その実務内容を

明らかにしている。第６章では全体の総括を行ない、本論文で明ら

かにできた事柄をまとめている。

2．分譲マンションの現状と改修設計者の役割
2-1　分譲マンションの現状
　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ス

トックのおよそ 22.3％が旧耐震基準によって建てられたマンション

である。そのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実

施されたのはわずか 5.9％という現状にある 2)。耐震診断および耐震

改修を実施しない理由としては、「費用不足」に続いて「高齢化・賃

貸化による関心の低下」や「実施方法がわからない」、「取りまとめ

る人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いことがわかって

いる 2)。旧耐震基準によって建てられた分譲マンションでは既に築

30 年以上が経過しており、住民の高齢化が顕著である（図２）。また、

区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸されている住戸の

割合も高い（図３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修

に関して自ら主導して進めようとする管理組合が一層減少していく

ことが予想される。

2-２　改修設計者に求められる役割
　耐震改修計画に携わる関係主体の関わりを図４に示す。設計者は、

耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、

それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場

から住民の合意形成を支援していくことが求められる。大規模修繕

工事や設備工事においては、コンサルティング会社などの第三者がソ

フト面の業務を担当することが考えられるが、耐震改修工事のような

ハード面での高い専門性を必要とする分野においては、改修設計者が

ソフト面の業務も同時進行で行なう必要がある。

2-３　改修設計者の業務の分類
　他の関係主体との関わりとその中での設計者の役割を踏まえ、分

譲マンションの耐震改修において設計者が行なう業務について図５

のように整理する。分譲マンションの耐震改修以外においても設計

者が必ず行なう業務である「設計」「工事監理」を通常業務とし、そ

れ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務である「耐

震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随

業務と分類する。

3．耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容
3-1　耐震改修計画への影響事項
　改修設計者の付随業務の実務内容を明らかにするために、表２に示

す事例についてヒアリング調査を行なった。マンションの状況や行

なった改修内容などは事例ごとに様々であったが、「耐震改修計画

の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項」に関しては、

共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震改修計画への影

響事項としてまとめている。

（１）マンションの規模
　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震

診断業務に時間がかかる。それに加え、耐震診断評定の取得のため

に第三者機関に診断方針や診断結果を説明する必要があるため、評

定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的

に全体を統制するための仕組みづくりが一層求められる、という回答

もみられた。

（２）既存建物の耐震性
　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改

修を行なう必要性の有無や、建替えも含めて検討する必要があるかの

重要な判断要素となる。そして、耐震改修の必要がある場合には、耐

震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要があ

る。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業

務に要する期間が長くなる。

（３）工事の範囲
　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、

工期は、耐震改修計画の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所

の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大きく、「専有部に立ち入る

補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全ての

改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活へ

の影響が大きく補強による専有面積の減少の可能性もあることから、

住民の合意が得られにくい。つまり、共用部のみで補強を行なうこと

が、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額
　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自

治体からの助成金を合計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズ

に計画を進めやすい。収まらない場合には、一時金として改修費用を

住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当するこ

ととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積

りの段階で予算を超える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修

設計者が実感していた。複数のマンションで耐震改修設計の経験が

ある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至ら

ないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響

事項であることがわかる。

（５）管理組合の体制
　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民

が、耐震改修計画当初から当事者として関わり、改修内容を十分に

理解する必要がある。そのためには、理事会員が住民と改修設計者

との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他

に自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により

効率良く計画を進めていくことも、有効な方法の一つとして考えら

順で進められ、評定・助成取得業務は必ず耐震診断・設計・工事監

理と同時進行で行なわれる。必須の合意形成支援業務は、表５に示

したＣ（設計内容への合意を得るための業務）とＤ（工事に対する住

民の理解を深め、工事段階に進むための業務）のみであることが明ら

かになった。必須の合意形成支援業務のみで耐震改修が実現される

ケースも存在するが、影響事項によってはＡ（設計段階に進むための

業務）やＢ（住民の意見・要望を調査するための業務）も必要とされ

る。「影響事項によって発生し得る付随業務」の中で合意形成支援

業務の実務が最も多いことから、影響事項への対応が必要なケース

においては合意形成支援業務の比重が増すことがわかる。また、施

工者選定業務に関しても、影響事項によって行なう必要のある実務

内容が異なる。改修設計者は「管理組合の体制」「工事の範囲」「住

民の負担額」といった影響事項の種類によって必要な実務を組み合わ

せ、適切なタイミングで行なっていくことが重要である。

６．本研究のまとめ
1.ヒアリング調査から分譲マンションの耐震改修計画への影響事項

を６つにまとめ、それぞれの影響事項について評価方法を提示した。

2.改修設計者が実際に行なった業務の把握から、業務種別ごとにそ

の具体的な実務内容を明らかにした。

3.改修設計者の業務による影響事項への対応は、合意形成支援業務

によってなされることが多く、付随業務においても合意形成支援業

務が重要であることを明らかにした。

4.合意形成支援業務をその目的別に４つに分類し、それぞれが他の

通常業務や付随業務と連動性を持っていることを示した。

改修設計者が付随業務をもってそれらを補

完していくためのフローを示した。

３、４章での分析結果をもとに、影響事項

と５つの付随業務それぞれとの関係性を示

すとともに、付随業務フローマップとして

分譲マンションの耐震改修設計時に発生す

る付随業務の全容を提示している。

5.管理組合だけでは合意形成を図ることが難しい大規模の耐震改修計

画における合意形成支援業務のあり方の視点から、理事会・住民アン

ケート・住民説明会に関する要点を整理した。

6.分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務について

「必須の付随業務」の実務内容を明らかにし、実施手順を示した。

7.「管理組合の体制」「工事の範囲」「住民の負担額」の３つの影響

事項によって発生し得る付随業務の実務内容を明らかにした。

　分譲マンションの耐震化促進のためには、設計者が管理組合に耐

震化を含むマンション管理に関する正しい知識と情報を提供し、管

理組合の体制が整うよう支援することが最も重要である。管理組合

の状況や住民の要望は様々だが、改修設計者が理事会及び施工者に

働きかけ住民の合意形成に向けて取り組むべきと考える。耐震改修

設計時には、通常業務よりも付随して発生する業務の比重が非常に

大きい。それらを限られた予算の中で効率的に行なうためには、改

修設計者が影響事項に応じて業務を取捨選択する必要がある。

５．耐震改修における付随業務の全容
　分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務の全容を、

次頁の図13に提示する。３、４章の分析結果から、改修設計者が行

なう付随業務の実務を「必須の付随業務」と「影響事項によって発

生し得る付随業務」に分類した。また、必須の付随業務においては

実務内容とともに付随業務の実施手順を矢印で示し整理した。付随

業務は耐震診断業務、合意形成支援業務、施工者選定業務という手

表１　用語の定義

改修設計者

分譲マンションの耐震改修計画において、計画の進行や業務の期間
に影響を及ぼす事項。

耐震改修計画において設計業務を遂行した者。意匠設計会社、構造設
計会社、コンサルタント会社全てを含む。
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1．研究概要
1－1　研究の背景と目的
　地震国である日本において、安全のために建築物の耐震性を確保

する必要があることは、既に共通の認識事項であると言って良い。

そのような中で、平成25年 11月には改正耐震改修促進法が施行され、

耐震改修計画の認定基準の緩和や、区分所有建築物で耐震改修を実

施しようとする場合の決議要件の緩和がなされるなど、既存建築物

においても早急に耐震性の向上を進めていくことが喫緊の課題とな

っている。

　特に分譲マンションにおいては、約 571 万戸（平成 22 年末時点）

のストックのうち、およそ 106 万戸が 1981 年以前の旧耐震基準に沿

って建てられたものであると試算されている 1)。そのため、住民の生

命及び区分所有者の財産の保護はもとより、地域の安全性の確保の

ため、早急に耐震化に取り組む必要がある。しかし、耐震改修工事

を行なうための資金の不足や、耐震改修の実施には住民の合意を形

成していく必要があることなどが障壁となり、耐震診断・耐震改修

ともに進んでいないのが現状である。設計者の立場からしても、既

存建物の状態だけでなく管理組合や居住者の状況についても考慮し

なければならず、耐震改修設計時に必要となる業務が事前に想定し

にくいことから、分譲マンションの耐震改修を積極的に手掛ける設

計者は少ない。

　以上のような認識から、本研究では分譲マンションの耐震改修事

例において、耐震改修計画の進行に影響を及ぼす事項を把握すると

ともに、改修設計者により行なわれた業務の内容とそのフローを調

査することで、業務による影響事項への対応方法を明らかにする。

そして、実務内容や実施手順が想定しにくい改修設計者の付随業務

に関して全容を詳細に整理し、分譲マンションにおいて耐震改修計

画を進める際に有用な資料を作成することを目的とする。

1－2　論文構成
　第２章では、文献 2)3) 調査から分譲マンションの現状を把握した上

で、耐震改修における関係主体の関わりと、その中で改修設計者に

求められる役割についてまとめた。さらに、分譲マンションの耐震

改修で改修設計者が行なう業務を、通常業務と付随業務に分類した。

第３章では、1981 年以前の旧耐震基準で建てられた分譲マンション

のうち、助成制度を活用して耐震診断を含む耐震改修を行なった改

修設計者へのヒアリング調査から、耐震改修計画の進行に影響する

６つの事項を明らかにした。また、改修設計者が実際に行なった実

務内容から、業務による影響事項への対応方法を明らかにしている。

第４章では、付随業務が最も詳細に把握できた事例に対する改修設

計者へのヒアリング調査から、付随業務の実施プロセスを示すとと

もに、付随業務における合意形成支援業務の重要性を考察している。

第５章では、３、４章での分析結果をもとに、共通して行なわれた

付随業務の実務内容を抽出し、分譲マンションの耐震改修設計時に

れる。管理組合の体制が十分に整っていない場合は、改修設計者が合

意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野
　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれ

る業務内容に影響を及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分

野への技術を活かして業務を進める上、場合によっては必要であっ

ても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修設

計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内

容への影響事項となる。

3-2　改修設計者の業務による影響事項への対応
　事例ごとに、改修設計者がどのような業務を行なうことによって

影響事項に対応したかについて分析を行なう。表３に示す評価方法

で、各事例における影響事項の大きさを点数化し、その点数に基づ

き評価を行なった。また、業務種別ごとの実務内容については、表

４に記載している。付随業務４つがそれぞれどのような実務を含む

かについても併せて示している。通常業務に関しては、工事の種類や

項目数の差異による違いはあるものの、実務内容としてはどの事例に

おいてもほぼ同様であった。一方、付随業務に関しては、具体的な実

務内容やそのフローは事例ごとに様々であった。特に、合意形成支援

業務については、業務期間やその内容に大きな差異が見られた。図６

〜図10に、それぞれの事例における影響事項の評価結果、業務フロー、

実施した改修工事内容をまとめている。

１）事例①
　事例①における特徴的な影響事項として、「管理組合の体制」に対

する評価が高いこと、「改修設計者の専門・得意分野」がマンション

等での大規模修繕に関するコンサルティングであることが挙げられる。

業務フローからは、合意形成支援業務が計画の後半期に多く行なわれ

ていることがわかり、具体的な実務内容は、基本構想の資料作成およ

び説明、工事範囲と費用の説明資料作成および総会での説明、修繕委

員会での協議（計５回）、議案書の作成、施工者による工事説明の補

助、管理組合参加の定例工程会議での質疑に対する応答（月２回、計

11回程度）、工事中の住民対応である。計画の前半期に合意形成支援

業務が行なわれていない理由としては、管理組合の体制が整っていた

ため、組合側が自ら住民の合意形成に主体的に取り組んでいたことが

挙げられる。住民へのアンケートの作成・集計・結果説明や、耐震診

断や工事内容への理解を求めるための広報などは、全て管理組合が行

なっている。

２）事例②
　事例②の影響事項は、「マンションの規模」が大きいこと、「工事

の範囲」が小さいこと、「住民の負担額」が小さいこと、「管理組合

の体制」への評価が高いこと、「改修設計者の専門・得意分野」が構

造に特化していたことが特徴として挙げられる。この事例では複数棟

に対して耐震診断を行なった結果、１棟のみ補強の必要性があるとわ

かり、耐震改修を実施した。そのため、耐震診断業務に時間がかかっ

ている。また、構造分野に特化した改修設計者であったため、合意形

成支援業務は非常に少なく、その実務内容は、診断結果の報告資料の

作成および説明、設計案提示用の資料の作成および説明のみである。

この事例では、日頃のマンション運営・管理に関しても、管理会社に

業務委託することなく管理組合が自ら行なうほど、管理組合の体制が

整っており、また補強工事箇所も地下ピットのみであったため、合意

形成支援業務が少なくても耐震改修が実現されたと考えられる。

３）事例③
　事例③における影響事項の特徴は、「既存建物の耐震性」が低いこ

長いため、実際に工事が進んでいく中で新たな住民の要望が生まれる

など、様々な問題が発生することを踏まえて、工事監理業務とも並行

して行なわれている。

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性

が明らかとなった。そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難し

い工事規模の耐震改修計画における合意形成支援のあり方、という視

点から、改修設計者における合意形成支援業務の実態について探る。

４-２　合意形成支援業務の実態
　合意形成支援業務は、管理組合の取り組みと常に連動して進められ

る。管理組合の取り組みは図12に示した主なものだけでなく、計40回

以上もの理事会を必要に応じて開き、理事会員と改修設計者との間で

協議を行なっている。総会はあくまで決議を目的とした場であり、そ

の準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の業務

の大部分を占めている。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決

議要件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理

事会員とともに協力して決議に向けてのシナリオを組んでいくために

は、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を得て、住民と改修設計者

との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。合意形成

のために理事会で協議された内容は、総会に関する事柄のほか、住民

アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙

げられる。

　実施された住民アンケートと住民説明会に関して、その内容と役割

を整理した（表６）。アンケートと説明会の実施により、マンション

の耐震性把握から工事項目の決定まで、住民が継続的に耐震改修計画

に関わる機会をつくっていることがわかる。また、住民アンケートで

得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映している

ことを住民にわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最

も重要だと言える。

必須となる付随業務として全容をまとめている。耐震改修計画への

影響事項によって発生し得る付随業務についても、その実務内容を

明らかにしている。第６章では全体の総括を行ない、本論文で明ら

かにできた事柄をまとめている。

2．分譲マンションの現状と改修設計者の役割
2-1　分譲マンションの現状
　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ス

トックのおよそ 22.3％が旧耐震基準によって建てられたマンション

である。そのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実

施されたのはわずか 5.9％という現状にある 2)。耐震診断および耐震

改修を実施しない理由としては、「費用不足」に続いて「高齢化・賃

貸化による関心の低下」や「実施方法がわからない」、「取りまとめ

る人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いことがわかって

いる 2)。旧耐震基準によって建てられた分譲マンションでは既に築

30 年以上が経過しており、住民の高齢化が顕著である（図２）。また、

区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸されている住戸の

割合も高い（図３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修

に関して自ら主導して進めようとする管理組合が一層減少していく

ことが予想される。

2-２　改修設計者に求められる役割
　耐震改修計画に携わる関係主体の関わりを図４に示す。設計者は、

耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、

それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場

から住民の合意形成を支援していくことが求められる。大規模修繕

工事や設備工事においては、コンサルティング会社などの第三者がソ

フト面の業務を担当することが考えられるが、耐震改修工事のような

ハード面での高い専門性を必要とする分野においては、改修設計者が

ソフト面の業務も同時進行で行なう必要がある。

2-３　改修設計者の業務の分類
　他の関係主体との関わりとその中での設計者の役割を踏まえ、分

譲マンションの耐震改修において設計者が行なう業務について図５

のように整理する。分譲マンションの耐震改修以外においても設計

者が必ず行なう業務である「設計」「工事監理」を通常業務とし、そ

れ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務である「耐

震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随

業務と分類する。

3．耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容
3-1　耐震改修計画への影響事項
　改修設計者の付随業務の実務内容を明らかにするために、表２に示

す事例についてヒアリング調査を行なった。マンションの状況や行

なった改修内容などは事例ごとに様々であったが、「耐震改修計画

の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項」に関しては、

共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震改修計画への影

響事項としてまとめている。

（１）マンションの規模
　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震

診断業務に時間がかかる。それに加え、耐震診断評定の取得のため

に第三者機関に診断方針や診断結果を説明する必要があるため、評

定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的

に全体を統制するための仕組みづくりが一層求められる、という回答

もみられた。

（２）既存建物の耐震性
　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改

修を行なう必要性の有無や、建替えも含めて検討する必要があるかの

重要な判断要素となる。そして、耐震改修の必要がある場合には、耐

震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要があ

る。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業

務に要する期間が長くなる。

（３）工事の範囲
　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、

工期は、耐震改修計画の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所

の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大きく、「専有部に立ち入る

補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全ての

改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活へ

の影響が大きく補強による専有面積の減少の可能性もあることから、

住民の合意が得られにくい。つまり、共用部のみで補強を行なうこと

が、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額
　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自

治体からの助成金を合計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズ

に計画を進めやすい。収まらない場合には、一時金として改修費用を

住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当するこ

ととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積

りの段階で予算を超える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修

設計者が実感していた。複数のマンションで耐震改修設計の経験が

ある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至ら

ないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響

事項であることがわかる。

（５）管理組合の体制
　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民

が、耐震改修計画当初から当事者として関わり、改修内容を十分に

理解する必要がある。そのためには、理事会員が住民と改修設計者

との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他

に自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により

効率良く計画を進めていくことも、有効な方法の一つとして考えら

順で進められ、評定・助成取得業務は必ず耐震診断・設計・工事監

理と同時進行で行なわれる。必須の合意形成支援業務は、表５に示

したＣ（設計内容への合意を得るための業務）とＤ（工事に対する住

民の理解を深め、工事段階に進むための業務）のみであることが明ら

かになった。必須の合意形成支援業務のみで耐震改修が実現される

ケースも存在するが、影響事項によってはＡ（設計段階に進むための

業務）やＢ（住民の意見・要望を調査するための業務）も必要とされ

る。「影響事項によって発生し得る付随業務」の中で合意形成支援

業務の実務が最も多いことから、影響事項への対応が必要なケース

においては合意形成支援業務の比重が増すことがわかる。また、施

工者選定業務に関しても、影響事項によって行なう必要のある実務

内容が異なる。改修設計者は「管理組合の体制」「工事の範囲」「住

民の負担額」といった影響事項の種類によって必要な実務を組み合わ

せ、適切なタイミングで行なっていくことが重要である。

６．本研究のまとめ
1.ヒアリング調査から分譲マンションの耐震改修計画への影響事項

を６つにまとめ、それぞれの影響事項について評価方法を提示した。

2.改修設計者が実際に行なった業務の把握から、業務種別ごとにそ

の具体的な実務内容を明らかにした。

3.改修設計者の業務による影響事項への対応は、合意形成支援業務

によってなされることが多く、付随業務においても合意形成支援業

務が重要であることを明らかにした。

4.合意形成支援業務をその目的別に４つに分類し、それぞれが他の

通常業務や付随業務と連動性を持っていることを示した。

分譲マンション以外の建物での耐震改修の進み具合の現状

5.管理組合だけでは合意形成を図ることが難しい大規模の耐震改修計

画における合意形成支援業務のあり方の視点から、理事会・住民アン

ケート・住民説明会に関する要点を整理した。

6.分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務について

「必須の付随業務」の実務内容を明らかにし、実施手順を示した。

7.「管理組合の体制」「工事の範囲」「住民の負担額」の３つの影響

事項によって発生し得る付随業務の実務内容を明らかにした。

　分譲マンションの耐震化促進のためには、設計者が管理組合に耐

震化を含むマンション管理に関する正しい知識と情報を提供し、管

理組合の体制が整うよう支援することが最も重要である。管理組合

の状況や住民の要望は様々だが、改修設計者が理事会及び施工者に

働きかけ住民の合意形成に向けて取り組むべきと考える。耐震改修

設計時には、通常業務よりも付随して発生する業務の比重が非常に

大きい。それらを限られた予算の中で効率的に行なうためには、改

修設計者が影響事項に応じて業務を取捨選択する必要がある。

５．耐震改修における付随業務の全容
　分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務の全容を、

次頁の図13に提示する。３、４章の分析結果から、改修設計者が行

なう付随業務の実務を「必須の付随業務」と「影響事項によって発

生し得る付随業務」に分類した。また、必須の付随業務においては

実務内容とともに付随業務の実施手順を矢印で示し整理した。付随

業務は耐震診断業務、合意形成支援業務、施工者選定業務という手

分譲マンションの耐震改修以外
でも設計者が必ず行なう業務

分譲マンションの耐震改修
でこそ必要となる業務
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耐震改修において
設計者が行なう業務

設計

工事監理

通
常
業
務

付
随
業
務

耐震診断

合意形成支援

施工者選定

評定・助成金取得

図５　分譲マンションの耐震改修で設計者が行なう業務の分類

表２　ヒアリング調査対象事例
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1．研究概要
1－1　研究の背景と目的
　地震国である日本において、安全のために建築物の耐震性を確保

する必要があることは、既に共通の認識事項であると言って良い。

そのような中で、平成25年 11月には改正耐震改修促進法が施行され、

耐震改修計画の認定基準の緩和や、区分所有建築物で耐震改修を実

施しようとする場合の決議要件の緩和がなされるなど、既存建築物

においても早急に耐震性の向上を進めていくことが喫緊の課題とな

っている。

　特に分譲マンションにおいては、約 571 万戸（平成 22 年末時点）

のストックのうち、およそ 106 万戸が 1981 年以前の旧耐震基準に沿

って建てられたものであると試算されている 1)。そのため、住民の生

命及び区分所有者の財産の保護はもとより、地域の安全性の確保の

ため、早急に耐震化に取り組む必要がある。しかし、耐震改修工事

を行なうための資金の不足や、耐震改修の実施には住民の合意を形

成していく必要があることなどが障壁となり、耐震診断・耐震改修

ともに進んでいないのが現状である。設計者の立場からしても、既

存建物の状態だけでなく管理組合や居住者の状況についても考慮し

なければならず、耐震改修設計時に必要となる業務が事前に想定し

にくいことから、分譲マンションの耐震改修を積極的に手掛ける設

計者は少ない。

　以上のような認識から、本研究では分譲マンションの耐震改修事

例において、耐震改修計画の進行に影響を及ぼす事項を把握すると

ともに、改修設計者により行なわれた業務の内容とそのフローを調

査することで、業務による影響事項への対応方法を明らかにする。

そして、実務内容や実施手順が想定しにくい改修設計者の付随業務

に関して全容を詳細に整理し、分譲マンションにおいて耐震改修計

画を進める際に有用な資料を作成することを目的とする。

1－2　論文構成
　第２章では、文献 2)3) 調査から分譲マンションの現状を把握した上

で、耐震改修における関係主体の関わりと、その中で改修設計者に

求められる役割についてまとめた。さらに、分譲マンションの耐震

改修で改修設計者が行なう業務を、通常業務と付随業務に分類した。

第３章では、1981 年以前の旧耐震基準で建てられた分譲マンション

のうち、助成制度を活用して耐震診断を含む耐震改修を行なった改

修設計者へのヒアリング調査から、耐震改修計画の進行に影響する

６つの事項を明らかにした。また、改修設計者が実際に行なった実

務内容から、業務による影響事項への対応方法を明らかにしている。

第４章では、付随業務が最も詳細に把握できた事例に対する改修設

計者へのヒアリング調査から、付随業務の実施プロセスを示すとと

もに、付随業務における合意形成支援業務の重要性を考察している。

第５章では、３、４章での分析結果をもとに、共通して行なわれた

付随業務の実務内容を抽出し、分譲マンションの耐震改修設計時に

れる。管理組合の体制が十分に整っていない場合は、改修設計者が合

意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野
　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれ

る業務内容に影響を及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分

野への技術を活かして業務を進める上、場合によっては必要であっ

ても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修設

計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内

容への影響事項となる。

3-2　改修設計者の業務による影響事項への対応
　事例ごとに、改修設計者がどのような業務を行なうことによって

影響事項に対応したかについて分析を行なう。表３に示す評価方法

で、各事例における影響事項の大きさを点数化し、その点数に基づ

き評価を行なった。また、業務種別ごとの実務内容については、表

４に記載している。付随業務４つがそれぞれどのような実務を含む

かについても併せて示している。通常業務に関しては、工事の種類や

項目数の差異による違いはあるものの、実務内容としてはどの事例に

おいてもほぼ同様であった。一方、付随業務に関しては、具体的な実

務内容やそのフローは事例ごとに様々であった。特に、合意形成支援

業務については、業務期間やその内容に大きな差異が見られた。図６

〜図10に、それぞれの事例における影響事項の評価結果、業務フロー、

実施した改修工事内容をまとめている。

１）事例①
　事例①における特徴的な影響事項として、「管理組合の体制」に対

する評価が高いこと、「改修設計者の専門・得意分野」がマンション

等での大規模修繕に関するコンサルティングであることが挙げられる。

業務フローからは、合意形成支援業務が計画の後半期に多く行なわれ

ていることがわかり、具体的な実務内容は、基本構想の資料作成およ

び説明、工事範囲と費用の説明資料作成および総会での説明、修繕委

員会での協議（計５回）、議案書の作成、施工者による工事説明の補

助、管理組合参加の定例工程会議での質疑に対する応答（月２回、計

11回程度）、工事中の住民対応である。計画の前半期に合意形成支援

業務が行なわれていない理由としては、管理組合の体制が整っていた

ため、組合側が自ら住民の合意形成に主体的に取り組んでいたことが

挙げられる。住民へのアンケートの作成・集計・結果説明や、耐震診

断や工事内容への理解を求めるための広報などは、全て管理組合が行

なっている。

２）事例②
　事例②の影響事項は、「マンションの規模」が大きいこと、「工事

の範囲」が小さいこと、「住民の負担額」が小さいこと、「管理組合

の体制」への評価が高いこと、「改修設計者の専門・得意分野」が構

造に特化していたことが特徴として挙げられる。この事例では複数棟

に対して耐震診断を行なった結果、１棟のみ補強の必要性があるとわ

かり、耐震改修を実施した。そのため、耐震診断業務に時間がかかっ

ている。また、構造分野に特化した改修設計者であったため、合意形

成支援業務は非常に少なく、その実務内容は、診断結果の報告資料の

作成および説明、設計案提示用の資料の作成および説明のみである。

この事例では、日頃のマンション運営・管理に関しても、管理会社に

業務委託することなく管理組合が自ら行なうほど、管理組合の体制が

整っており、また補強工事箇所も地下ピットのみであったため、合意

形成支援業務が少なくても耐震改修が実現されたと考えられる。

３）事例③
　事例③における影響事項の特徴は、「既存建物の耐震性」が低いこ

長いため、実際に工事が進んでいく中で新たな住民の要望が生まれる

など、様々な問題が発生することを踏まえて、工事監理業務とも並行

して行なわれている。

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性

が明らかとなった。そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難し

い工事規模の耐震改修計画における合意形成支援のあり方、という視

点から、改修設計者における合意形成支援業務の実態について探る。

４-２　合意形成支援業務の実態
　合意形成支援業務は、管理組合の取り組みと常に連動して進められ

る。管理組合の取り組みは図12に示した主なものだけでなく、計40回

以上もの理事会を必要に応じて開き、理事会員と改修設計者との間で

協議を行なっている。総会はあくまで決議を目的とした場であり、そ

の準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の業務

の大部分を占めている。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決

議要件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理

事会員とともに協力して決議に向けてのシナリオを組んでいくために

は、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を得て、住民と改修設計者

との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。合意形成

のために理事会で協議された内容は、総会に関する事柄のほか、住民

アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙

げられる。

　実施された住民アンケートと住民説明会に関して、その内容と役割

を整理した（表６）。アンケートと説明会の実施により、マンション

の耐震性把握から工事項目の決定まで、住民が継続的に耐震改修計画

に関わる機会をつくっていることがわかる。また、住民アンケートで

得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映している

ことを住民にわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最

も重要だと言える。

必須となる付随業務として全容をまとめている。耐震改修計画への

影響事項によって発生し得る付随業務についても、その実務内容を

明らかにしている。第６章では全体の総括を行ない、本論文で明ら

かにできた事柄をまとめている。

2．分譲マンションの現状と改修設計者の役割
2-1　分譲マンションの現状
　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ス

トックのおよそ 22.3％が旧耐震基準によって建てられたマンション

である。そのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実

施されたのはわずか 5.9％という現状にある 2)。耐震診断および耐震

改修を実施しない理由としては、「費用不足」に続いて「高齢化・賃

貸化による関心の低下」や「実施方法がわからない」、「取りまとめ

る人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いことがわかって

いる 2)。旧耐震基準によって建てられた分譲マンションでは既に築

30 年以上が経過しており、住民の高齢化が顕著である（図２）。また、

区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸されている住戸の

割合も高い（図３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修

に関して自ら主導して進めようとする管理組合が一層減少していく

ことが予想される。

2-２　改修設計者に求められる役割
　耐震改修計画に携わる関係主体の関わりを図４に示す。設計者は、

耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、

それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場

から住民の合意形成を支援していくことが求められる。大規模修繕

工事や設備工事においては、コンサルティング会社などの第三者がソ

フト面の業務を担当することが考えられるが、耐震改修工事のような

ハード面での高い専門性を必要とする分野においては、改修設計者が

ソフト面の業務も同時進行で行なう必要がある。

2-３　改修設計者の業務の分類
　他の関係主体との関わりとその中での設計者の役割を踏まえ、分

譲マンションの耐震改修において設計者が行なう業務について図５

のように整理する。分譲マンションの耐震改修以外においても設計

者が必ず行なう業務である「設計」「工事監理」を通常業務とし、そ

れ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務である「耐

震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随

業務と分類する。

3．耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容
3-1　耐震改修計画への影響事項
　改修設計者の付随業務の実務内容を明らかにするために、表２に示

す事例についてヒアリング調査を行なった。マンションの状況や行

なった改修内容などは事例ごとに様々であったが、「耐震改修計画

の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項」に関しては、

共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震改修計画への影

響事項としてまとめている。

（１）マンションの規模
　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震

診断業務に時間がかかる。それに加え、耐震診断評定の取得のため

に第三者機関に診断方針や診断結果を説明する必要があるため、評

定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的

に全体を統制するための仕組みづくりが一層求められる、という回答

もみられた。

（２）既存建物の耐震性
　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改

修を行なう必要性の有無や、建替えも含めて検討する必要があるかの

重要な判断要素となる。そして、耐震改修の必要がある場合には、耐

震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要があ

る。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業

務に要する期間が長くなる。

（３）工事の範囲
　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、

工期は、耐震改修計画の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所

の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大きく、「専有部に立ち入る

補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全ての

改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活へ

の影響が大きく補強による専有面積の減少の可能性もあることから、

住民の合意が得られにくい。つまり、共用部のみで補強を行なうこと

が、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額
　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自

治体からの助成金を合計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズ

に計画を進めやすい。収まらない場合には、一時金として改修費用を

住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当するこ

ととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積

りの段階で予算を超える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修

設計者が実感していた。複数のマンションで耐震改修設計の経験が

ある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至ら

ないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響

事項であることがわかる。

（５）管理組合の体制
　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民

が、耐震改修計画当初から当事者として関わり、改修内容を十分に

理解する必要がある。そのためには、理事会員が住民と改修設計者

との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他

に自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により

効率良く計画を進めていくことも、有効な方法の一つとして考えら

順で進められ、評定・助成取得業務は必ず耐震診断・設計・工事監

理と同時進行で行なわれる。必須の合意形成支援業務は、表５に示

したＣ（設計内容への合意を得るための業務）とＤ（工事に対する住

民の理解を深め、工事段階に進むための業務）のみであることが明ら

かになった。必須の合意形成支援業務のみで耐震改修が実現される

ケースも存在するが、影響事項によってはＡ（設計段階に進むための

業務）やＢ（住民の意見・要望を調査するための業務）も必要とされ

る。「影響事項によって発生し得る付随業務」の中で合意形成支援

業務の実務が最も多いことから、影響事項への対応が必要なケース

においては合意形成支援業務の比重が増すことがわかる。また、施

工者選定業務に関しても、影響事項によって行なう必要のある実務

内容が異なる。改修設計者は「管理組合の体制」「工事の範囲」「住

民の負担額」といった影響事項の種類によって必要な実務を組み合わ

せ、適切なタイミングで行なっていくことが重要である。

６．本研究のまとめ
1.ヒアリング調査から分譲マンションの耐震改修計画への影響事項

を６つにまとめ、それぞれの影響事項について評価方法を提示した。

2.改修設計者が実際に行なった業務の把握から、業務種別ごとにそ

の具体的な実務内容を明らかにした。

3.改修設計者の業務による影響事項への対応は、合意形成支援業務

によってなされることが多く、付随業務においても合意形成支援業

務が重要であることを明らかにした。

4.合意形成支援業務をその目的別に４つに分類し、それぞれが他の

通常業務や付随業務と連動性を持っていることを示した。

5.管理組合だけでは合意形成を図ることが難しい大規模の耐震改修計

画における合意形成支援業務のあり方の視点から、理事会・住民アン

ケート・住民説明会に関する要点を整理した。

6.分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務について

「必須の付随業務」の実務内容を明らかにし、実施手順を示した。

7.「管理組合の体制」「工事の範囲」「住民の負担額」の３つの影響

事項によって発生し得る付随業務の実務内容を明らかにした。

　分譲マンションの耐震化促進のためには、設計者が管理組合に耐

震化を含むマンション管理に関する正しい知識と情報を提供し、管

理組合の体制が整うよう支援することが最も重要である。管理組合

の状況や住民の要望は様々だが、改修設計者が理事会及び施工者に

働きかけ住民の合意形成に向けて取り組むべきと考える。耐震改修

設計時には、通常業務よりも付随して発生する業務の比重が非常に

大きい。それらを限られた予算の中で効率的に行なうためには、改

修設計者が影響事項に応じて業務を取捨選択する必要がある。

５．耐震改修における付随業務の全容
　分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務の全容を、

次頁の図13に提示する。３、４章の分析結果から、改修設計者が行

なう付随業務の実務を「必須の付随業務」と「影響事項によって発

生し得る付随業務」に分類した。また、必須の付随業務においては

実務内容とともに付随業務の実施手順を矢印で示し整理した。付随

業務は耐震診断業務、合意形成支援業務、施工者選定業務という手

表３　影響事項の評価方法

●耐震診断・耐震補強設計・耐震工事に対する評定および助成金を取
得するために行なわれる業務。

●耐震改修工事を発注する施工者を選定するために行なわれる業務。

●既存建物の耐震性を明らかにするために行なわれる業務。

●耐震診断終了後から耐震改修工事竣工までの間に行なわれる、住民
の合意を得るための業務。

表４　業務種別ごとの実務内容

設計

　

工事監理

　耐震診断

　合意形成支援

　施工者選定

　評定・助成金取得

通
常
業
務

実務内容

区への事前相談、助成申請手続き、着手届けの提出、評定申込手続き、評定審
査中の協議、完了報告手続き

施工者選定に関する協議・提案、見積発注資料の作成、公募書類作成補助、見
積参加業者への書面審査・ヒアリング審査・現場説明会、工事金額比較表の作成、
施工者との協議・金額調整、設計変更に伴う見積り変更・再調整

簡易診断、既存の簡易診断結果への見解書・構造調査概要資料・耐震診断計画
書の作成、耐震診断費用の見積もり概算、建物調査（建物目視調査、仕上材付
着力強度試験、コンクリート中性化深度試験）、構造調査（鉄筋探査機による配
筋調査、駆体精度調査）、耐震調査（部材寸法確認調査、コンクリート圧縮強度
試験、はつり検査）、耐震計算

基本計画、補強基本設計図面・補強実施設計図面の作成、構造設計担当の事務所
との協議、評定審査による設計変更、大規模修繕の設計図面・仕様書の作成、耐
震改修（補強・設備・内外装全て含む）に関する基本設計図面・実施設計図面の
作成、意匠設計、竣工後の現場と図面の相違による法律上・構造上の再検討

工事中の現場訪問（定期的または施工業者からの要請による）、施工者との定例
工程会議での協議

業務種別

付
随
業
務

耐震基準や助成制度などに関する情報提供、住民アンケートの作成・集計・結果
説明、改修方針企画書・業務内容提案書・診断結果の報告資料・基本構想の資料・
設計案提示用の資料・工事項目と費用の説明資料の作成および説明、議案書の作
成、住民説明会や総会での説明・質疑応答、修繕委員会での協議、施工者による
工事説明の補助、管理組合参加の定例工程会議での質疑応答、工事中の住民対応

設備

耐震補強工事

住みながら改修改修形式

EVの新設

１階駐車場の柱RC増打ち、袖壁補強
１階共用廊下の柱４本を炭素繊維で剪断補強
駐輪場の壁柱間に耐震スリット設置

共用エントランスの内外装改修内外装

設計
工事監理
耐震診断
合意形成支援
施工者選定
評定・助成金取得

図６　事例①

：業務が行なわれた時期および期間

0 (年)             1                       2                      3                     4

影響事項の評価結果 業務フロー

実施した改修工事内容

計画全体の期間

通常
業務

付随
業務

後半期前半期

ⅰ　１
ⅱ　２
ⅰ　０
ⅱ　０
ⅲ　１
ⅰ　２
ⅱ　２
ⅲ　２

ⅰ　２
ⅱ　０
ⅲ　１

ⅰ　１
ⅱ　０

影響事項

マンションの規模

点数 評価

既存建物の耐震性

工事の範囲

住民の負担額

管理組合の体制

改修設計者の
専門・得意分野

建物調査
意匠設計
構造設計
建築再生
コンサル

３

１

６

１

３ 高

中

中低

中大

中大

○

○

◎

影響事項 評価項目 評価指標 2)3)4)

100 戸以上：２
50戸以上 100戸未満：１
50戸未満：0
6階以上：２
3階～５階：１
1階～2階：０

５ヶ月以上：２　５ヶ月未満：0

５回以上：２　５回未満：0

耐震補強＋設備工事＋内外装：2

全階（共用廊下のみ）：4
1階のみ（共用部のみ）：2
基礎のみ：0

耐震補強＋内外装：1
耐震補強：0

有（額が大）：2
有（額が小）：1
無（修繕積立金のみ充当）：0

無（管理組合が自らマンションの
運営管理を行なっている）：２　有：0

（１）マンションの規模

ⅰ  住戸数

ⅰ  工事の種類

ⅱ  耐震補強工事箇所

ⅲ  工期

ⅰ 一時徴収金または
　 借入金の有無、またその額

ⅱ  管理会社の有無

有：１　無：0ⅲ  自治会の有無

ⅰ  総会、住民説明会の回数

自社で行なえる業務
および、
最も得意とする分野

ⅱ  階数

（３）工事の範囲

（４）住民の負担額

（５）管理組合の体制

（６）改修設計者の
　　  専門・得意分野

建物調査、意匠設計、構造設計、建築再生、
コンサルティングの
５分野について、
自社で行なえる：○　最も得意：◎

ⅲ  Is 値（最低値） Is≧0.6：２　0.6＞Is＞0.4：１　0.4≧Is：０

ⅰ  建設時の耐震基準 新耐震：１　旧耐震：0

良：２　悪：0（２）既存建物の耐震性 ⅱ  柱壁の配置バランス

5000万円超：２　5000万円以下：０ⅱ 改修工事金額



1．研究概要
1－1　研究の背景と目的
　地震国である日本において、安全のために建築物の耐震性を確保

する必要があることは、既に共通の認識事項であると言って良い。

そのような中で、平成25年 11月には改正耐震改修促進法が施行され、

耐震改修計画の認定基準の緩和や、区分所有建築物で耐震改修を実

施しようとする場合の決議要件の緩和がなされるなど、既存建築物

においても早急に耐震性の向上を進めていくことが喫緊の課題とな

っている。

　特に分譲マンションにおいては、約 571 万戸（平成 22 年末時点）

のストックのうち、およそ 106 万戸が 1981 年以前の旧耐震基準に沿

って建てられたものであると試算されている 1)。そのため、住民の生

命及び区分所有者の財産の保護はもとより、地域の安全性の確保の

ため、早急に耐震化に取り組む必要がある。しかし、耐震改修工事

を行なうための資金の不足や、耐震改修の実施には住民の合意を形

成していく必要があることなどが障壁となり、耐震診断・耐震改修

ともに進んでいないのが現状である。設計者の立場からしても、既

存建物の状態だけでなく管理組合や居住者の状況についても考慮し

なければならず、耐震改修設計時に必要となる業務が事前に想定し

にくいことから、分譲マンションの耐震改修を積極的に手掛ける設

計者は少ない。

　以上のような認識から、本研究では分譲マンションの耐震改修事

例において、耐震改修計画の進行に影響を及ぼす事項を把握すると

ともに、改修設計者により行なわれた業務の内容とそのフローを調

査することで、業務による影響事項への対応方法を明らかにする。

そして、実務内容や実施手順が想定しにくい改修設計者の付随業務

に関して全容を詳細に整理し、分譲マンションにおいて耐震改修計

画を進める際に有用な資料を作成することを目的とする。

1－2　論文構成
　第２章では、文献 2)3) 調査から分譲マンションの現状を把握した上

で、耐震改修における関係主体の関わりと、その中で改修設計者に

求められる役割についてまとめた。さらに、分譲マンションの耐震

改修で改修設計者が行なう業務を、通常業務と付随業務に分類した。

第３章では、1981 年以前の旧耐震基準で建てられた分譲マンション

のうち、助成制度を活用して耐震診断を含む耐震改修を行なった改

修設計者へのヒアリング調査から、耐震改修計画の進行に影響する

６つの事項を明らかにした。また、改修設計者が実際に行なった実

務内容から、業務による影響事項への対応方法を明らかにしている。

第４章では、付随業務が最も詳細に把握できた事例に対する改修設

計者へのヒアリング調査から、付随業務の実施プロセスを示すとと

もに、付随業務における合意形成支援業務の重要性を考察している。

第５章では、３、４章での分析結果をもとに、共通して行なわれた

付随業務の実務内容を抽出し、分譲マンションの耐震改修設計時に

れる。管理組合の体制が十分に整っていない場合は、改修設計者が合

意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野
　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれ

る業務内容に影響を及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分

野への技術を活かして業務を進める上、場合によっては必要であっ

ても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修設

計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内

容への影響事項となる。

3-2　改修設計者の業務による影響事項への対応
　事例ごとに、改修設計者がどのような業務を行なうことによって

影響事項に対応したかについて分析を行なう。表３に示す評価方法

で、各事例における影響事項の大きさを点数化し、その点数に基づ

き評価を行なった。また、業務種別ごとの実務内容については、表

４に記載している。付随業務４つがそれぞれどのような実務を含む

かについても併せて示している。通常業務に関しては、工事の種類や

項目数の差異による違いはあるものの、実務内容としてはどの事例に

おいてもほぼ同様であった。一方、付随業務に関しては、具体的な実

務内容やそのフローは事例ごとに様々であった。特に、合意形成支援

業務については、業務期間やその内容に大きな差異が見られた。図６

〜図10に、それぞれの事例における影響事項の評価結果、業務フロー、

実施した改修工事内容をまとめている。

１）事例①
　事例①における特徴的な影響事項として、「管理組合の体制」に対

する評価が高いこと、「改修設計者の専門・得意分野」がマンション

等での大規模修繕に関するコンサルティングであることが挙げられる。

業務フローからは、合意形成支援業務が計画の後半期に多く行なわれ

ていることがわかり、具体的な実務内容は、基本構想の資料作成およ

び説明、工事範囲と費用の説明資料作成および総会での説明、修繕委

員会での協議（計５回）、議案書の作成、施工者による工事説明の補

助、管理組合参加の定例工程会議での質疑に対する応答（月２回、計

11回程度）、工事中の住民対応である。計画の前半期に合意形成支援

業務が行なわれていない理由としては、管理組合の体制が整っていた

ため、組合側が自ら住民の合意形成に主体的に取り組んでいたことが

挙げられる。住民へのアンケートの作成・集計・結果説明や、耐震診

断や工事内容への理解を求めるための広報などは、全て管理組合が行

なっている。

２）事例②
　事例②の影響事項は、「マンションの規模」が大きいこと、「工事

の範囲」が小さいこと、「住民の負担額」が小さいこと、「管理組合

の体制」への評価が高いこと、「改修設計者の専門・得意分野」が構

造に特化していたことが特徴として挙げられる。この事例では複数棟

に対して耐震診断を行なった結果、１棟のみ補強の必要性があるとわ

かり、耐震改修を実施した。そのため、耐震診断業務に時間がかかっ

ている。また、構造分野に特化した改修設計者であったため、合意形

成支援業務は非常に少なく、その実務内容は、診断結果の報告資料の

作成および説明、設計案提示用の資料の作成および説明のみである。

この事例では、日頃のマンション運営・管理に関しても、管理会社に

業務委託することなく管理組合が自ら行なうほど、管理組合の体制が

整っており、また補強工事箇所も地下ピットのみであったため、合意

形成支援業務が少なくても耐震改修が実現されたと考えられる。

３）事例③
　事例③における影響事項の特徴は、「既存建物の耐震性」が低いこ

長いため、実際に工事が進んでいく中で新たな住民の要望が生まれる

など、様々な問題が発生することを踏まえて、工事監理業務とも並行

して行なわれている。

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性

が明らかとなった。そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難し

い工事規模の耐震改修計画における合意形成支援のあり方、という視

点から、改修設計者における合意形成支援業務の実態について探る。

４-２　合意形成支援業務の実態
　合意形成支援業務は、管理組合の取り組みと常に連動して進められ

る。管理組合の取り組みは図12に示した主なものだけでなく、計40回

以上もの理事会を必要に応じて開き、理事会員と改修設計者との間で

協議を行なっている。総会はあくまで決議を目的とした場であり、そ

の準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の業務

の大部分を占めている。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決

議要件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理

事会員とともに協力して決議に向けてのシナリオを組んでいくために

は、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を得て、住民と改修設計者

との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。合意形成

のために理事会で協議された内容は、総会に関する事柄のほか、住民

アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙

げられる。

　実施された住民アンケートと住民説明会に関して、その内容と役割

を整理した（表６）。アンケートと説明会の実施により、マンション

の耐震性把握から工事項目の決定まで、住民が継続的に耐震改修計画

に関わる機会をつくっていることがわかる。また、住民アンケートで

得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映している

ことを住民にわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最

も重要だと言える。

必須となる付随業務として全容をまとめている。耐震改修計画への

影響事項によって発生し得る付随業務についても、その実務内容を

明らかにしている。第６章では全体の総括を行ない、本論文で明ら

かにできた事柄をまとめている。

2．分譲マンションの現状と改修設計者の役割
2-1　分譲マンションの現状
　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ス

トックのおよそ 22.3％が旧耐震基準によって建てられたマンション

である。そのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実

施されたのはわずか 5.9％という現状にある 2)。耐震診断および耐震

改修を実施しない理由としては、「費用不足」に続いて「高齢化・賃

貸化による関心の低下」や「実施方法がわからない」、「取りまとめ

る人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いことがわかって

いる 2)。旧耐震基準によって建てられた分譲マンションでは既に築

30 年以上が経過しており、住民の高齢化が顕著である（図２）。また、

区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸されている住戸の

割合も高い（図３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修

に関して自ら主導して進めようとする管理組合が一層減少していく

ことが予想される。

2-２　改修設計者に求められる役割
　耐震改修計画に携わる関係主体の関わりを図４に示す。設計者は、

耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、

それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場

から住民の合意形成を支援していくことが求められる。大規模修繕

工事や設備工事においては、コンサルティング会社などの第三者がソ

フト面の業務を担当することが考えられるが、耐震改修工事のような

ハード面での高い専門性を必要とする分野においては、改修設計者が

ソフト面の業務も同時進行で行なう必要がある。

2-３　改修設計者の業務の分類
　他の関係主体との関わりとその中での設計者の役割を踏まえ、分

譲マンションの耐震改修において設計者が行なう業務について図５

のように整理する。分譲マンションの耐震改修以外においても設計

者が必ず行なう業務である「設計」「工事監理」を通常業務とし、そ

れ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務である「耐

震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随

業務と分類する。

3．耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容
3-1　耐震改修計画への影響事項
　改修設計者の付随業務の実務内容を明らかにするために、表２に示

す事例についてヒアリング調査を行なった。マンションの状況や行

なった改修内容などは事例ごとに様々であったが、「耐震改修計画

の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項」に関しては、

共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震改修計画への影

響事項としてまとめている。

（１）マンションの規模
　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震

診断業務に時間がかかる。それに加え、耐震診断評定の取得のため

に第三者機関に診断方針や診断結果を説明する必要があるため、評

定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的

に全体を統制するための仕組みづくりが一層求められる、という回答

もみられた。

（２）既存建物の耐震性
　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改

修を行なう必要性の有無や、建替えも含めて検討する必要があるかの

重要な判断要素となる。そして、耐震改修の必要がある場合には、耐

震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要があ

る。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業

務に要する期間が長くなる。

（３）工事の範囲
　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、

工期は、耐震改修計画の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所

の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大きく、「専有部に立ち入る

補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全ての

改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活へ

の影響が大きく補強による専有面積の減少の可能性もあることから、

住民の合意が得られにくい。つまり、共用部のみで補強を行なうこと

が、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額
　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自

治体からの助成金を合計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズ

に計画を進めやすい。収まらない場合には、一時金として改修費用を

住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当するこ

ととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積

りの段階で予算を超える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修

設計者が実感していた。複数のマンションで耐震改修設計の経験が

ある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至ら

ないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響

事項であることがわかる。

（５）管理組合の体制
　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民

が、耐震改修計画当初から当事者として関わり、改修内容を十分に

理解する必要がある。そのためには、理事会員が住民と改修設計者

との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他

に自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により

効率良く計画を進めていくことも、有効な方法の一つとして考えら

順で進められ、評定・助成取得業務は必ず耐震診断・設計・工事監

理と同時進行で行なわれる。必須の合意形成支援業務は、表５に示

したＣ（設計内容への合意を得るための業務）とＤ（工事に対する住

民の理解を深め、工事段階に進むための業務）のみであることが明ら

かになった。必須の合意形成支援業務のみで耐震改修が実現される

ケースも存在するが、影響事項によってはＡ（設計段階に進むための

業務）やＢ（住民の意見・要望を調査するための業務）も必要とされ

る。「影響事項によって発生し得る付随業務」の中で合意形成支援

業務の実務が最も多いことから、影響事項への対応が必要なケース

においては合意形成支援業務の比重が増すことがわかる。また、施

工者選定業務に関しても、影響事項によって行なう必要のある実務

内容が異なる。改修設計者は「管理組合の体制」「工事の範囲」「住

民の負担額」といった影響事項の種類によって必要な実務を組み合わ

せ、適切なタイミングで行なっていくことが重要である。

６．本研究のまとめ
1.ヒアリング調査から分譲マンションの耐震改修計画への影響事項

を６つにまとめ、それぞれの影響事項について評価方法を提示した。

2.改修設計者が実際に行なった業務の把握から、業務種別ごとにそ

の具体的な実務内容を明らかにした。

3.改修設計者の業務による影響事項への対応は、合意形成支援業務

によってなされることが多く、付随業務においても合意形成支援業

務が重要であることを明らかにした。

4.合意形成支援業務をその目的別に４つに分類し、それぞれが他の

通常業務や付随業務と連動性を持っていることを示した。

と、「住民の負担額」が小さいこと、「管理組合の体制」への評価が

低いことである。改修設計者は、耐震診断の結果を受けて初期の設計

では建替え案や全階における補強案を提示したが、専有部での工事に

対する反対や予算の問題により、最終的には”将来の全面的な改修に

向けての１ステップ”という位置づけで、１階のみの部分補強を行な

っている。そのため設計内容の変更が多く、通常業務の設計業務に多

くの時間を要している。合意形成支援業務の実務内容は、基本構想の

資料作成および説明、改修計画書の作成および説明のみにとどまって

いる。この事例のように、既存建物の耐震性が低く、かつ管理組合の

体制が十分に整っていないケースにおいて全階における補強工事の実

施への合意を得るためには、徹底した合意形成支援業務が必要と思わ

れる。具体的には、改修設計者が住民アンケートや住民説明会の資料

作成を行い、管理組合側に実施を働きかけることが有効であると考え

られる。

４）事例④
　事例④における影響事項は、「マンションの規模」が小さいこと、

「管理組合の体制」への評価が低いこと、「改修設計者の専門・得意

分野」が意匠設計であることが特徴として挙げられる。業務フローを

見てみると、全ての業務において比較的短期間で終了していることが

わかる。共用部のみで十分な補強が行なえたこと、マンションの規模

も小さく全体の統制がとりやすかったことから、短い業務期間で工事

が実現されている。また、共用エントランス部分のブレース補強を磨

りガラスでカバーするなど、改修設計者が意匠面への配慮を徹底した

ことで、補強部分の仕上がりのイメージに対する住民の合意が得られ

たことも、スムーズに計画が進められた一因と考えられる。

５）事例⑤
　事例⑤における影響事項の特徴は、「既存建物の耐震性」が低いこ

と、「工事の範囲」が大きいこと、「住民の負担額」が大きいこと、

「改修設計者の専門・得意分野」が建築再生を中心に幅広い分野に渡

っていることである。業務フローから、合意形成支援業務を非常に多

く行なっていることがわかる。計画の初期から、住民の合意形成のた

めにアンケートや説明会をコンスタントに行なったことで、工事の

範囲および住民の負担額の大きい耐震改修でも、実施に至ることが

できたと考えられる。

４．実務資料にみる付随業務の実態
４-1　付随業務のプロセス
　事例⑤において改修設計者が実際に行なった付随業務について、管

理組合の取組みや通常業務とのつながりを踏まえながら、そのプロセ

スを次頁の図12に示す。合意形成支援業務は複数の業務と関連してい

るため、次頁の表５のようにＡ〜Ｄの４種類に分類を行なった上で、

業務間の関連性を見ていく。まず、耐震改修計画の初期段階では、耐

震診断業務に併せて合意形成支援業務Ａを行なっている。これにより、

診断後の設計業務への移行を円滑にしていると考えられる。設計業務

の前半部分は合意形成支援業務Ｂと並行して行なうことで、アンケー

トで得られた住民の要望を設計に反映させることができる。合意形成

支援業務Ｃと設計業務は連動して行なわれており、住民説明会や総会

の場でこまめに合意を得ながら進めることで、設計業務の効率化にも

つながっていると考えられる。合意形成支援業務Ｄは施工者選定業務

の施工者決定後から開始されていることから、施工者との連携を図り

つつ行なわれていることがわかる。また、工事の規模が大きく工期も
図11　事例⑤における施工現場の様子
足場と防音パネル設置　　　　　　  はつり作業　　　　（左）サッシ更新（右）生コン打設後

5.管理組合だけでは合意形成を図ることが難しい大規模の耐震改修計

画における合意形成支援業務のあり方の視点から、理事会・住民アン

ケート・住民説明会に関する要点を整理した。

6.分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務について

「必須の付随業務」の実務内容を明らかにし、実施手順を示した。

7.「管理組合の体制」「工事の範囲」「住民の負担額」の３つの影響

事項によって発生し得る付随業務の実務内容を明らかにした。

　分譲マンションの耐震化促進のためには、設計者が管理組合に耐

震化を含むマンション管理に関する正しい知識と情報を提供し、管

理組合の体制が整うよう支援することが最も重要である。管理組合

の状況や住民の要望は様々だが、改修設計者が理事会及び施工者に

働きかけ住民の合意形成に向けて取り組むべきと考える。耐震改修

設計時には、通常業務よりも付随して発生する業務の比重が非常に

大きい。それらを限られた予算の中で効率的に行なうためには、改

修設計者が影響事項に応じて業務を取捨選択する必要がある。

５．耐震改修における付随業務の全容
　分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務の全容を、

次頁の図13に提示する。３、４章の分析結果から、改修設計者が行

なう付随業務の実務を「必須の付随業務」と「影響事項によって発

生し得る付随業務」に分類した。また、必須の付随業務においては

実務内容とともに付随業務の実施手順を矢印で示し整理した。付随

業務は耐震診断業務、合意形成支援業務、施工者選定業務という手
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1．研究概要
1－1　研究の背景と目的
　地震国である日本において、安全のために建築物の耐震性を確保

する必要があることは、既に共通の認識事項であると言って良い。

そのような中で、平成25年 11月には改正耐震改修促進法が施行され、

耐震改修計画の認定基準の緩和や、区分所有建築物で耐震改修を実

施しようとする場合の決議要件の緩和がなされるなど、既存建築物

においても早急に耐震性の向上を進めていくことが喫緊の課題とな

っている。

　特に分譲マンションにおいては、約 571 万戸（平成 22 年末時点）

のストックのうち、およそ 106 万戸が 1981 年以前の旧耐震基準に沿

って建てられたものであると試算されている 1)。そのため、住民の生

命及び区分所有者の財産の保護はもとより、地域の安全性の確保の

ため、早急に耐震化に取り組む必要がある。しかし、耐震改修工事

を行なうための資金の不足や、耐震改修の実施には住民の合意を形

成していく必要があることなどが障壁となり、耐震診断・耐震改修

ともに進んでいないのが現状である。設計者の立場からしても、既

存建物の状態だけでなく管理組合や居住者の状況についても考慮し

なければならず、耐震改修設計時に必要となる業務が事前に想定し

にくいことから、分譲マンションの耐震改修を積極的に手掛ける設

計者は少ない。

　以上のような認識から、本研究では分譲マンションの耐震改修事

例において、耐震改修計画の進行に影響を及ぼす事項を把握すると

ともに、改修設計者により行なわれた業務の内容とそのフローを調

査することで、業務による影響事項への対応方法を明らかにする。

そして、実務内容や実施手順が想定しにくい改修設計者の付随業務

に関して全容を詳細に整理し、分譲マンションにおいて耐震改修計

画を進める際に有用な資料を作成することを目的とする。

1－2　論文構成
　第２章では、文献 2)3) 調査から分譲マンションの現状を把握した上

で、耐震改修における関係主体の関わりと、その中で改修設計者に

求められる役割についてまとめた。さらに、分譲マンションの耐震

改修で改修設計者が行なう業務を、通常業務と付随業務に分類した。

第３章では、1981 年以前の旧耐震基準で建てられた分譲マンション

のうち、助成制度を活用して耐震診断を含む耐震改修を行なった改

修設計者へのヒアリング調査から、耐震改修計画の進行に影響する

６つの事項を明らかにした。また、改修設計者が実際に行なった実

務内容から、業務による影響事項への対応方法を明らかにしている。

第４章では、付随業務が最も詳細に把握できた事例に対する改修設

計者へのヒアリング調査から、付随業務の実施プロセスを示すとと

もに、付随業務における合意形成支援業務の重要性を考察している。

第５章では、３、４章での分析結果をもとに、共通して行なわれた

付随業務の実務内容を抽出し、分譲マンションの耐震改修設計時に

れる。管理組合の体制が十分に整っていない場合は、改修設計者が合

意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野
　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれ

る業務内容に影響を及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分

野への技術を活かして業務を進める上、場合によっては必要であっ

ても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修設

計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内

容への影響事項となる。

3-2　改修設計者の業務による影響事項への対応
　事例ごとに、改修設計者がどのような業務を行なうことによって

影響事項に対応したかについて分析を行なう。表３に示す評価方法

で、各事例における影響事項の大きさを点数化し、その点数に基づ

き評価を行なった。また、業務種別ごとの実務内容については、表

４に記載している。付随業務４つがそれぞれどのような実務を含む

かについても併せて示している。通常業務に関しては、工事の種類や

項目数の差異による違いはあるものの、実務内容としてはどの事例に

おいてもほぼ同様であった。一方、付随業務に関しては、具体的な実

務内容やそのフローは事例ごとに様々であった。特に、合意形成支援

業務については、業務期間やその内容に大きな差異が見られた。図６

〜図10に、それぞれの事例における影響事項の評価結果、業務フロー、

実施した改修工事内容をまとめている。

１）事例①
　事例①における特徴的な影響事項として、「管理組合の体制」に対

する評価が高いこと、「改修設計者の専門・得意分野」がマンション

等での大規模修繕に関するコンサルティングであることが挙げられる。

業務フローからは、合意形成支援業務が計画の後半期に多く行なわれ

ていることがわかり、具体的な実務内容は、基本構想の資料作成およ

び説明、工事範囲と費用の説明資料作成および総会での説明、修繕委

員会での協議（計５回）、議案書の作成、施工者による工事説明の補

助、管理組合参加の定例工程会議での質疑に対する応答（月２回、計

11回程度）、工事中の住民対応である。計画の前半期に合意形成支援

業務が行なわれていない理由としては、管理組合の体制が整っていた

ため、組合側が自ら住民の合意形成に主体的に取り組んでいたことが

挙げられる。住民へのアンケートの作成・集計・結果説明や、耐震診

断や工事内容への理解を求めるための広報などは、全て管理組合が行

なっている。

２）事例②
　事例②の影響事項は、「マンションの規模」が大きいこと、「工事

の範囲」が小さいこと、「住民の負担額」が小さいこと、「管理組合

の体制」への評価が高いこと、「改修設計者の専門・得意分野」が構

造に特化していたことが特徴として挙げられる。この事例では複数棟

に対して耐震診断を行なった結果、１棟のみ補強の必要性があるとわ

かり、耐震改修を実施した。そのため、耐震診断業務に時間がかかっ

ている。また、構造分野に特化した改修設計者であったため、合意形

成支援業務は非常に少なく、その実務内容は、診断結果の報告資料の

作成および説明、設計案提示用の資料の作成および説明のみである。

この事例では、日頃のマンション運営・管理に関しても、管理会社に

業務委託することなく管理組合が自ら行なうほど、管理組合の体制が

整っており、また補強工事箇所も地下ピットのみであったため、合意

形成支援業務が少なくても耐震改修が実現されたと考えられる。

３）事例③
　事例③における影響事項の特徴は、「既存建物の耐震性」が低いこ

長いため、実際に工事が進んでいく中で新たな住民の要望が生まれる

など、様々な問題が発生することを踏まえて、工事監理業務とも並行

して行なわれている。

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性

が明らかとなった。そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難し

い工事規模の耐震改修計画における合意形成支援のあり方、という視

点から、改修設計者における合意形成支援業務の実態について探る。

４-２　合意形成支援業務の実態
　合意形成支援業務は、管理組合の取り組みと常に連動して進められ

る。管理組合の取り組みは図12に示した主なものだけでなく、計40回

以上もの理事会を必要に応じて開き、理事会員と改修設計者との間で

協議を行なっている。総会はあくまで決議を目的とした場であり、そ

の準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の業務

の大部分を占めている。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決

議要件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理

事会員とともに協力して決議に向けてのシナリオを組んでいくために

は、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を得て、住民と改修設計者

との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。合意形成

のために理事会で協議された内容は、総会に関する事柄のほか、住民

アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙

げられる。

　実施された住民アンケートと住民説明会に関して、その内容と役割

を整理した（表６）。アンケートと説明会の実施により、マンション

の耐震性把握から工事項目の決定まで、住民が継続的に耐震改修計画

に関わる機会をつくっていることがわかる。また、住民アンケートで

得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映している

ことを住民にわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最

も重要だと言える。

必須となる付随業務として全容をまとめている。耐震改修計画への

影響事項によって発生し得る付随業務についても、その実務内容を

明らかにしている。第６章では全体の総括を行ない、本論文で明ら

かにできた事柄をまとめている。

2．分譲マンションの現状と改修設計者の役割
2-1　分譲マンションの現状
　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ス

トックのおよそ 22.3％が旧耐震基準によって建てられたマンション

である。そのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実

施されたのはわずか 5.9％という現状にある 2)。耐震診断および耐震

改修を実施しない理由としては、「費用不足」に続いて「高齢化・賃

貸化による関心の低下」や「実施方法がわからない」、「取りまとめ

る人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いことがわかって

いる 2)。旧耐震基準によって建てられた分譲マンションでは既に築

30 年以上が経過しており、住民の高齢化が顕著である（図２）。また、

区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸されている住戸の

割合も高い（図３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修

に関して自ら主導して進めようとする管理組合が一層減少していく

ことが予想される。

2-２　改修設計者に求められる役割
　耐震改修計画に携わる関係主体の関わりを図４に示す。設計者は、

耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、

それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場

から住民の合意形成を支援していくことが求められる。大規模修繕

工事や設備工事においては、コンサルティング会社などの第三者がソ

フト面の業務を担当することが考えられるが、耐震改修工事のような

ハード面での高い専門性を必要とする分野においては、改修設計者が

ソフト面の業務も同時進行で行なう必要がある。

2-３　改修設計者の業務の分類
　他の関係主体との関わりとその中での設計者の役割を踏まえ、分

譲マンションの耐震改修において設計者が行なう業務について図５

のように整理する。分譲マンションの耐震改修以外においても設計

者が必ず行なう業務である「設計」「工事監理」を通常業務とし、そ

れ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務である「耐

震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随

業務と分類する。

3．耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容
3-1　耐震改修計画への影響事項
　改修設計者の付随業務の実務内容を明らかにするために、表２に示

す事例についてヒアリング調査を行なった。マンションの状況や行

なった改修内容などは事例ごとに様々であったが、「耐震改修計画

の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項」に関しては、

共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震改修計画への影

響事項としてまとめている。

（１）マンションの規模
　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震

診断業務に時間がかかる。それに加え、耐震診断評定の取得のため

に第三者機関に診断方針や診断結果を説明する必要があるため、評

定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的

に全体を統制するための仕組みづくりが一層求められる、という回答

もみられた。

（２）既存建物の耐震性
　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改

修を行なう必要性の有無や、建替えも含めて検討する必要があるかの

重要な判断要素となる。そして、耐震改修の必要がある場合には、耐

震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要があ

る。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業

務に要する期間が長くなる。

（３）工事の範囲
　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、

工期は、耐震改修計画の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所

の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大きく、「専有部に立ち入る

補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全ての

改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活へ

の影響が大きく補強による専有面積の減少の可能性もあることから、

住民の合意が得られにくい。つまり、共用部のみで補強を行なうこと

が、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額
　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自

治体からの助成金を合計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズ

に計画を進めやすい。収まらない場合には、一時金として改修費用を

住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当するこ

ととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積

りの段階で予算を超える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修

設計者が実感していた。複数のマンションで耐震改修設計の経験が

ある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至ら

ないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響

事項であることがわかる。

（５）管理組合の体制
　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民

が、耐震改修計画当初から当事者として関わり、改修内容を十分に

理解する必要がある。そのためには、理事会員が住民と改修設計者

との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他

に自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により

効率良く計画を進めていくことも、有効な方法の一つとして考えら

順で進められ、評定・助成取得業務は必ず耐震診断・設計・工事監

理と同時進行で行なわれる。必須の合意形成支援業務は、表５に示

したＣ（設計内容への合意を得るための業務）とＤ（工事に対する住

民の理解を深め、工事段階に進むための業務）のみであることが明ら

かになった。必須の合意形成支援業務のみで耐震改修が実現される

ケースも存在するが、影響事項によってはＡ（設計段階に進むための

業務）やＢ（住民の意見・要望を調査するための業務）も必要とされ

る。「影響事項によって発生し得る付随業務」の中で合意形成支援

業務の実務が最も多いことから、影響事項への対応が必要なケース

においては合意形成支援業務の比重が増すことがわかる。また、施

工者選定業務に関しても、影響事項によって行なう必要のある実務

内容が異なる。改修設計者は「管理組合の体制」「工事の範囲」「住

民の負担額」といった影響事項の種類によって必要な実務を組み合わ

せ、適切なタイミングで行なっていくことが重要である。

６．本研究のまとめ
1.ヒアリング調査から分譲マンションの耐震改修計画への影響事項

を６つにまとめ、それぞれの影響事項について評価方法を提示した。

2.改修設計者が実際に行なった業務の把握から、業務種別ごとにそ

の具体的な実務内容を明らかにした。

3.改修設計者の業務による影響事項への対応は、合意形成支援業務

によってなされることが多く、付随業務においても合意形成支援業

務が重要であることを明らかにした。

4.合意形成支援業務をその目的別に４つに分類し、それぞれが他の

通常業務や付随業務と連動性を持っていることを示した。

5.管理組合だけでは合意形成を図ることが難しい大規模の耐震改修計

画における合意形成支援業務のあり方の視点から、理事会・住民アン

ケート・住民説明会に関する要点を整理した。

6.分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務について

「必須の付随業務」の実務内容を明らかにし、実施手順を示した。

7.「管理組合の体制」「工事の範囲」「住民の負担額」の３つの影響

事項によって発生し得る付随業務の実務内容を明らかにした。

　分譲マンションの耐震化促進のためには、設計者が管理組合に耐

震化を含むマンション管理に関する正しい知識と情報を提供し、管

理組合の体制が整うよう支援することが最も重要である。管理組合

の状況や住民の要望は様々だが、改修設計者が理事会及び施工者に

働きかけ住民の合意形成に向けて取り組むべきと考える。耐震改修

設計時には、通常業務よりも付随して発生する業務の比重が非常に

大きい。それらを限られた予算の中で効率的に行なうためには、改

修設計者が影響事項に応じて業務を取捨選択する必要がある。

５．耐震改修における付随業務の全容
　分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務の全容を、

次頁の図13に提示する。３、４章の分析結果から、改修設計者が行

なう付随業務の実務を「必須の付随業務」と「影響事項によって発

生し得る付随業務」に分類した。また、必須の付随業務においては

実務内容とともに付随業務の実施手順を矢印で示し整理した。付随

業務は耐震診断業務、合意形成支援業務、施工者選定業務という手
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図12　事例⑤における付随業務のプロセス

居住性への影響など、工事によって発生する住民側にとって
のデメリットに触れることで、説明責任を果たすとともに、工事
に対する住民の心構えにつなげている。

耐震診断結果から補強を行なう必要があることと併せて、具
体的な補強箇所と、補強後のイメージをビジュアルで提示す
ることで、診断から設計段階へと住民の意識を先導する役割
を果たしている。

A
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C D

表５　合意形成支援業務の分類

内容  役割
表６　事例⑤における住民アンケートと住民説明会の内容とその役割

診断結果などの数値的なものではなく、住民の感覚としてマン
ションの耐震性に不安があることを住民全体で共有すること
で、耐震化への意識を高めている。

過去の地震時の体感震度と
被害状況に関して
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について

改修項目に対する要望
について

考えられる要望を20に絞り、要望のあるものにチェックする形
式としていることで、要望がまとまりやすく、その後の改修項目
の選定にスムーズにつながるようにしている。

アンケート②の要望および耐震補強に関する要望について、住
民にその優先順位をつけてもらい、改修項目に落とし込むこと
で、改修項目を住民自ら選定したという実感につなげている。
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Ａ　　設計段階に進むための業務

Ｂ　　住民の意見・要望を調査するための業務

Ｃ　　設計内容への合意を得るための業務

Ｄ　　工事に対する住民の理解を深め、工事段階に進むための業務

・耐震診断結果の報告　・耐震補強方針の説明

・工事項目の説明

・改修項目の説明
アンケート③の結果を用いて改修項目を選定したことをわか
りやすく明示している。また、耐震補強とともに大規模修繕の
改修項目を同時に挙げて、メリットとともに示していることで、
総合的な耐震改修工事に向けた合意形成を図っている。



1．研究概要
1－1　研究の背景と目的
　地震国である日本において、安全のために建築物の耐震性を確保

する必要があることは、既に共通の認識事項であると言って良い。

そのような中で、平成25年 11月には改正耐震改修促進法が施行され、

耐震改修計画の認定基準の緩和や、区分所有建築物で耐震改修を実

施しようとする場合の決議要件の緩和がなされるなど、既存建築物

においても早急に耐震性の向上を進めていくことが喫緊の課題とな

っている。

　特に分譲マンションにおいては、約 571 万戸（平成 22 年末時点）

のストックのうち、およそ 106 万戸が 1981 年以前の旧耐震基準に沿

って建てられたものであると試算されている 1)。そのため、住民の生

命及び区分所有者の財産の保護はもとより、地域の安全性の確保の

ため、早急に耐震化に取り組む必要がある。しかし、耐震改修工事

を行なうための資金の不足や、耐震改修の実施には住民の合意を形

成していく必要があることなどが障壁となり、耐震診断・耐震改修

ともに進んでいないのが現状である。設計者の立場からしても、既

存建物の状態だけでなく管理組合や居住者の状況についても考慮し

なければならず、耐震改修設計時に必要となる業務が事前に想定し

にくいことから、分譲マンションの耐震改修を積極的に手掛ける設

計者は少ない。

　以上のような認識から、本研究では分譲マンションの耐震改修事

例において、耐震改修計画の進行に影響を及ぼす事項を把握すると

ともに、改修設計者により行なわれた業務の内容とそのフローを調

査することで、業務による影響事項への対応方法を明らかにする。

そして、実務内容や実施手順が想定しにくい改修設計者の付随業務

に関して全容を詳細に整理し、分譲マンションにおいて耐震改修計

画を進める際に有用な資料を作成することを目的とする。

1－2　論文構成
　第２章では、文献 2)3) 調査から分譲マンションの現状を把握した上

で、耐震改修における関係主体の関わりと、その中で改修設計者に

求められる役割についてまとめた。さらに、分譲マンションの耐震

改修で改修設計者が行なう業務を、通常業務と付随業務に分類した。

第３章では、1981 年以前の旧耐震基準で建てられた分譲マンション

のうち、助成制度を活用して耐震診断を含む耐震改修を行なった改

修設計者へのヒアリング調査から、耐震改修計画の進行に影響する

６つの事項を明らかにした。また、改修設計者が実際に行なった実

務内容から、業務による影響事項への対応方法を明らかにしている。

第４章では、付随業務が最も詳細に把握できた事例に対する改修設

計者へのヒアリング調査から、付随業務の実施プロセスを示すとと

もに、付随業務における合意形成支援業務の重要性を考察している。

第５章では、３、４章での分析結果をもとに、共通して行なわれた

付随業務の実務内容を抽出し、分譲マンションの耐震改修設計時に

れる。管理組合の体制が十分に整っていない場合は、改修設計者が合

意形成支援業務をもって、それらを補完する必要がある。

（６）改修設計者の専門・得意分野
　以上の５つの影響事項に加えて、改修設計者側の状況も、行なわれ

る業務内容に影響を及ぼす。どの改修設計者も自らの得意とする分

野への技術を活かして業務を進める上、場合によっては必要であっ

ても専門外であるため行なえない業務もある。そのため、「改修設

計者の専門・得意分野」は、計画の進行の仕方や行なわれる業務の内

容への影響事項となる。

3-2　改修設計者の業務による影響事項への対応
　事例ごとに、改修設計者がどのような業務を行なうことによって

影響事項に対応したかについて分析を行なう。表３に示す評価方法

で、各事例における影響事項の大きさを点数化し、その点数に基づ

き評価を行なった。また、業務種別ごとの実務内容については、表

４に記載している。付随業務４つがそれぞれどのような実務を含む

かについても併せて示している。通常業務に関しては、工事の種類や

項目数の差異による違いはあるものの、実務内容としてはどの事例に

おいてもほぼ同様であった。一方、付随業務に関しては、具体的な実

務内容やそのフローは事例ごとに様々であった。特に、合意形成支援

業務については、業務期間やその内容に大きな差異が見られた。図６

〜図10に、それぞれの事例における影響事項の評価結果、業務フロー、

実施した改修工事内容をまとめている。

１）事例①
　事例①における特徴的な影響事項として、「管理組合の体制」に対

する評価が高いこと、「改修設計者の専門・得意分野」がマンション

等での大規模修繕に関するコンサルティングであることが挙げられる。

業務フローからは、合意形成支援業務が計画の後半期に多く行なわれ

ていることがわかり、具体的な実務内容は、基本構想の資料作成およ

び説明、工事範囲と費用の説明資料作成および総会での説明、修繕委

員会での協議（計５回）、議案書の作成、施工者による工事説明の補

助、管理組合参加の定例工程会議での質疑に対する応答（月２回、計

11回程度）、工事中の住民対応である。計画の前半期に合意形成支援

業務が行なわれていない理由としては、管理組合の体制が整っていた

ため、組合側が自ら住民の合意形成に主体的に取り組んでいたことが

挙げられる。住民へのアンケートの作成・集計・結果説明や、耐震診

断や工事内容への理解を求めるための広報などは、全て管理組合が行

なっている。

２）事例②
　事例②の影響事項は、「マンションの規模」が大きいこと、「工事

の範囲」が小さいこと、「住民の負担額」が小さいこと、「管理組合

の体制」への評価が高いこと、「改修設計者の専門・得意分野」が構

造に特化していたことが特徴として挙げられる。この事例では複数棟

に対して耐震診断を行なった結果、１棟のみ補強の必要性があるとわ

かり、耐震改修を実施した。そのため、耐震診断業務に時間がかかっ

ている。また、構造分野に特化した改修設計者であったため、合意形

成支援業務は非常に少なく、その実務内容は、診断結果の報告資料の

作成および説明、設計案提示用の資料の作成および説明のみである。

この事例では、日頃のマンション運営・管理に関しても、管理会社に

業務委託することなく管理組合が自ら行なうほど、管理組合の体制が

整っており、また補強工事箇所も地下ピットのみであったため、合意

形成支援業務が少なくても耐震改修が実現されたと考えられる。

３）事例③
　事例③における影響事項の特徴は、「既存建物の耐震性」が低いこ

長いため、実際に工事が進んでいく中で新たな住民の要望が生まれる

など、様々な問題が発生することを踏まえて、工事監理業務とも並行

して行なわれている。

　これまでの分析から、付随業務に占める合意形成支援業務の重要性

が明らかとなった。そこで、管理組合だけでは住民の合意形成が難し

い工事規模の耐震改修計画における合意形成支援のあり方、という視

点から、改修設計者における合意形成支援業務の実態について探る。

４-２　合意形成支援業務の実態
　合意形成支援業務は、管理組合の取り組みと常に連動して進められ

る。管理組合の取り組みは図12に示した主なものだけでなく、計40回

以上もの理事会を必要に応じて開き、理事会員と改修設計者との間で

協議を行なっている。総会はあくまで決議を目的とした場であり、そ

の準備のための理事会での協議やそのための資料作成が、実際の業務

の大部分を占めている。理事会で協議を重ねる中で大枠を決定し、決

議要件のある項目や住民全体に関わる内容のみ、総会に持ち込む。理

事会員とともに協力して決議に向けてのシナリオを組んでいくために

は、丁寧な解説によりまず理事会員の合意を得て、住民と改修設計者

との間を取り持ってもらえるよう努めることが求められる。合意形成

のために理事会で協議された内容は、総会に関する事柄のほか、住民

アンケートの質問項目や結果提示方法、住民説明会での説明内容が挙

げられる。

　実施された住民アンケートと住民説明会に関して、その内容と役割

を整理した（表６）。アンケートと説明会の実施により、マンション

の耐震性把握から工事項目の決定まで、住民が継続的に耐震改修計画

に関わる機会をつくっていることがわかる。また、住民アンケートで

得られた意見・要望を、改修項目や設計内容にきちんと反映している

ことを住民にわかりやすく示すことが、合意形成支援業務において最

も重要だと言える。

必須となる付随業務として全容をまとめている。耐震改修計画への

影響事項によって発生し得る付随業務についても、その実務内容を

明らかにしている。第６章では全体の総括を行ない、本論文で明ら

かにできた事柄をまとめている。

2．分譲マンションの現状と改修設計者の役割
2-1　分譲マンションの現状
　全国で分譲マンションストック数が最も多い東京都において、ス

トックのおよそ 22.3％が旧耐震基準によって建てられたマンション

である。そのうち耐震診断が実施されたのは 17.1％、耐震改修が実

施されたのはわずか 5.9％という現状にある 2)。耐震診断および耐震

改修を実施しない理由としては、「費用不足」に続いて「高齢化・賃

貸化による関心の低下」や「実施方法がわからない」、「取りまとめ

る人がおらず合意形成が難しい」という理由が多いことがわかって

いる 2)。旧耐震基準によって建てられた分譲マンションでは既に築

30 年以上が経過しており、住民の高齢化が顕著である（図２）。また、

区分所有者がマンションに居住しておらず、賃貸されている住戸の

割合も高い（図３）。これらはマンション維持管理に対する住民の意

識の低下や、管理組合役員の人材不足につながっており、耐震改修

に関して自ら主導して進めようとする管理組合が一層減少していく

ことが予想される。

2-２　改修設計者に求められる役割
　耐震改修計画に携わる関係主体の関わりを図４に示す。設計者は、

耐震診断や補強設計などの物に関連する業務（ハード面）のほか、

それらを円滑に進めるための業務（ソフト面）として専門家の立場

から住民の合意形成を支援していくことが求められる。大規模修繕

工事や設備工事においては、コンサルティング会社などの第三者がソ

フト面の業務を担当することが考えられるが、耐震改修工事のような

ハード面での高い専門性を必要とする分野においては、改修設計者が

ソフト面の業務も同時進行で行なう必要がある。

2-３　改修設計者の業務の分類
　他の関係主体との関わりとその中での設計者の役割を踏まえ、分

譲マンションの耐震改修において設計者が行なう業務について図５

のように整理する。分譲マンションの耐震改修以外においても設計

者が必ず行なう業務である「設計」「工事監理」を通常業務とし、そ

れ以外の分譲マンションの耐震改修でこそ必要となる業務である「耐

震診断」「合意形成支援」「施工者選定」「評定・助成金取得」を付随

業務と分類する。

3．耐震改修計画への影響事項と改修設計者の業務内容
3-1　耐震改修計画への影響事項
　改修設計者の付随業務の実務内容を明らかにするために、表２に示

す事例についてヒアリング調査を行なった。マンションの状況や行

なった改修内容などは事例ごとに様々であったが、「耐震改修計画

の進行や必要となる業務の内容に影響を及ぼした事項」に関しては、

共通の回答がみられた。それらを以下の６つの耐震改修計画への影

響事項としてまとめている。

（１）マンションの規模
　大規模なマンションほど、現地調査箇所が多くなることから耐震

診断業務に時間がかかる。それに加え、耐震診断評定の取得のため

に第三者機関に診断方針や診断結果を説明する必要があるため、評

定・助成金取得業務にかかる期間も長くなる。また、「住民数の多さ

による、合意形成の手間」から、規模の大きいマンションでは効率的

に全体を統制するための仕組みづくりが一層求められる、という回答

もみられた。

（２）既存建物の耐震性
　耐震診断によって明らかになる既存建物の耐震性は、まず、耐震改

修を行なう必要性の有無や、建替えも含めて検討する必要があるかの

重要な判断要素となる。そして、耐震改修の必要がある場合には、耐

震性のレベルと脆弱箇所に応じて、耐震補強手法を選択する必要があ

る。耐震性が非常に低い場合、様々な補強手法を検討するため設計業

務に要する期間が長くなる。

（３）工事の範囲
　既存建物の耐震性能から必要と判断される工事の種類、工事箇所、

工期は、耐震改修計画の進行に大きく影響する。特に、補強工事箇所

の位置が合意形成に及ぼす影響は非常に大きく、「専有部に立ち入る

補強工事が発生する場合の、合意形成の難しさ」に関しては、全ての

改修設計者が認識していた。専有部での補強工事は、工事中の生活へ

の影響が大きく補強による専有面積の減少の可能性もあることから、

住民の合意が得られにくい。つまり、共用部のみで補強を行なうこと

が、耐震改修計画をスムーズに進行させる上で重要な鍵となる。

（４）住民の負担額
　耐震改修工事の実施にかかる費用が、マンションの修繕積立金と自

治体からの助成金を合計した金額の範囲内に収まる場合は、スムーズ

に計画を進めやすい。収まらない場合には、一時金として改修費用を

住民から徴収するか、管理組合がローンを組み、借入金を充当するこ

ととなり、そのために住民の合意形成を図る必要性が生じる。「見積

りの段階で予算を超える場合の、合意形成の難しさ」は多くの改修

設計者が実感していた。複数のマンションで耐震改修設計の経験が

ある改修設計者からは、予算の問題で計画が中断し工事実施に至ら

ないケースが多いという回答もあり、「住民の負担額」は重要な影響

事項であることがわかる。

（５）管理組合の体制
　耐震改修計画を進行させるためには、決定権を持つ立場である住民

が、耐震改修計画当初から当事者として関わり、改修内容を十分に

理解する必要がある。そのためには、理事会員が住民と改修設計者

との間を取り持つよう努めることが求められる。また、理事会の他

に自治会や修繕委員会といった組織を設置し、組織間の連携により

効率良く計画を進めていくことも、有効な方法の一つとして考えら

順で進められ、評定・助成取得業務は必ず耐震診断・設計・工事監

理と同時進行で行なわれる。必須の合意形成支援業務は、表５に示

したＣ（設計内容への合意を得るための業務）とＤ（工事に対する住

民の理解を深め、工事段階に進むための業務）のみであることが明ら

かになった。必須の合意形成支援業務のみで耐震改修が実現される

ケースも存在するが、影響事項によってはＡ（設計段階に進むための

業務）やＢ（住民の意見・要望を調査するための業務）も必要とされ

る。「影響事項によって発生し得る付随業務」の中で合意形成支援

業務の実務が最も多いことから、影響事項への対応が必要なケース

においては合意形成支援業務の比重が増すことがわかる。また、施

工者選定業務に関しても、影響事項によって行なう必要のある実務

内容が異なる。改修設計者は「管理組合の体制」「工事の範囲」「住

民の負担額」といった影響事項の種類によって必要な実務を組み合わ

せ、適切なタイミングで行なっていくことが重要である。

６．本研究のまとめ
1.ヒアリング調査から分譲マンションの耐震改修計画への影響事項

を６つにまとめ、それぞれの影響事項について評価方法を提示した。

2.改修設計者が実際に行なった業務の把握から、業務種別ごとにそ

の具体的な実務内容を明らかにした。

3.改修設計者の業務による影響事項への対応は、合意形成支援業務

によってなされることが多く、付随業務においても合意形成支援業

務が重要であることを明らかにした。

4.合意形成支援業務をその目的別に４つに分類し、それぞれが他の

通常業務や付随業務と連動性を持っていることを示した。

5.管理組合だけでは合意形成を図ることが難しい大規模の耐震改修計

画における合意形成支援業務のあり方の視点から、理事会・住民アン

ケート・住民説明会に関する要点を整理した。

6.分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務について

「必須の付随業務」の実務内容を明らかにし、実施手順を示した。

7.「管理組合の体制」「工事の範囲」「住民の負担額」の３つの影響

事項によって発生し得る付随業務の実務内容を明らかにした。

　分譲マンションの耐震化促進のためには、設計者が管理組合に耐

震化を含むマンション管理に関する正しい知識と情報を提供し、管

理組合の体制が整うよう支援することが最も重要である。管理組合

の状況や住民の要望は様々だが、改修設計者が理事会及び施工者に

働きかけ住民の合意形成に向けて取り組むべきと考える。耐震改修

設計時には、通常業務よりも付随して発生する業務の比重が非常に

大きい。それらを限られた予算の中で効率的に行なうためには、改

修設計者が影響事項に応じて業務を取捨選択する必要がある。

５．耐震改修における付随業務の全容
　分譲マンションの耐震改修設計時に発生する付随業務の全容を、

次頁の図13に提示する。３、４章の分析結果から、改修設計者が行

なう付随業務の実務を「必須の付随業務」と「影響事項によって発

生し得る付随業務」に分類した。また、必須の付随業務においては

実務内容とともに付随業務の実施手順を矢印で示し整理した。付随

業務は耐震診断業務、合意形成支援業務、施工者選定業務という手
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「管理組合の体制」への評価が低い場合に発生し得る付随業務●
「工事の範囲」が大きい場合に発生し得る付随業務

「住民の負担額」が大きい場合に発生し得る付随業務
▲
■
その他、管理組合のニーズ次第で発生し得る付随業務◎
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図13　耐震改修設計時に発生する付随業務のフローマップ
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